
  【一般会計】

（款）１．議会費　（項）１．議会費　（目）１．議会費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

111

1
1

111

2

 ２． ○「いせ市議会だより」発行…市議会活動を市民に広報す
るため「いせ市議会だより」を発行し、各戸配布等を行っ
た。＜年間４回発行＞
○市議会放映…市議会活動を市民に広報するため、市議会
本会議と予算・決算特別委員会をケーブルテレビで録画放
送した。会議があった日の翌日午後２時と午後７時から２
回放送し、定例会終了日の翌々日午後８時から再放送し
た。＜本会議、予算・決算特別委員会全体会19日分、予
算・決算特別委員会分科会9.5日分＞

また、上記録画データを利用し、YouTubeによるイン
ターネット録画放送を実施した。

議会広報経費 ７，６６０

議 会 事 務 局

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市議会各会派の市政に関する調査研究を推進し、議員活
動の充実を図るため、月額30,000円に会派構成議員数を乗
じた額を会派に対して交付した。なお、必要経費を支出し
た後、残余がある会派からは､当該残余額の返還を受け
た。

政務活動費 ５，５５２

294,029

主　要　な　施　策　の　成　果

300,783 決 算 額 の 財 源 内 訳

294,029 一般財源

（款）1 議会費
1



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）４．人材育成推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

29

    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1

113
 ２． 　総務省が実施する地域活性化起業人制度等を活用し、民

間の外部人材を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を
生かしながら地域独自の魅力や価値の向上等につながる業
務に従事してもらい、地域活性化を図った。
【実施実績】　　　　　　　　　　 　　　10,550,414円
　①地域活性化起業人制度　　　　　１件　5,787,366円
　　・企業名：日本電気株式会社
　　・業務内容：スマートシティ推進構想の実現に向けた
　　　　　　　　支援等に関すること
　　・人数：１人
　　・担当課　デジタル政策課　　　　　　5,688,366円
　　　　　　　　　農林水産課　　　　　　　 99,000円
　②地域力創造アドバイザー制度　　２件　4,763,048円
　　・アドバイザー：佐久間 智之
　　　　　　　　　　（PRDESIGN JAPAN株式会社）
　　・業務内容：広報発信・プロモーション活動等に対す
　　　　　　　　る指導・支援
　　・人数：１人
　　・担当課　　　広報広聴課　　　　　　4,055,484円

　　・アドバイザー：他力野　淳
　　　　　　　　　　（バリューマネジメント株式会社）
　　・業務内容：歴史的建造物の活用及び歴史的建造物の
　　　　　　　　観光資源としての周知・活用に関する助
　　　　　　　　言・指導
　　・人数：１人
　　・担当課　　　文化政策課　　　　　　　707,564円

外部人材活用事業 １０，５５０

 １． 伊勢市職員としての意識の向上及び必要な知識の習得を
図るため、一般研修を行った。また、職員の職務遂行能力
を高めるために、専門研修等に派遣した。
（１）実施実績
　①一般研修　研修数５２回　受講者数　２，７７２名
　②派遣研修　研修数６６回　受講者数　　　１８２名

（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度　　　研修全体　８４．１％
　　　　　　　　　　一般研修　８３．３％
　　　　　　　　　　派遣研修　９４．２％
　②意識向上度　　　研修全体　６０．４％
　　　　　　　　　　一般研修　５８．０％
　　　　　　　　　　派遣研修　８９．０％

職員研修事業 １２，０１３

28,012 決 算 額 の 財 源 内 訳

22,563 一般財源

22,534

職 員 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
2



決算書
       頁

2

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）５．広報広聴費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

4,560

    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

 １． 「広報いせ」を毎月１日と15日（１月と５月を除く）に
発行し、市政方針や事業計画・各種制度の概要、行事予
定、市民活動情報などを広く市民に広報し、理解と協力を
求めるとともに、市民参画意識の高揚に努めた。

広報いせ発行事業 ３７，７２６

60,475 一般財源

55,915

広 報 広 聴 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

61,840 決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　32,000,000円
・デジタル技術を活用して市民サービスの向上や地域課題
　を解決する、スマートシティの実現に向けた専門人材の
　活用
・各発信媒体の特性を生かし広報発信力の強化につなげる
　ため専門人材を活用
・その他地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に
　ついての専門人材の活用

【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度からの新規事業
実施実績（令和５年度）　　　　　　8,162,020円
　①地域活性化起業人制度　　　　　4,203,760円
　　○担当課：デジタル政策課
　　・企業名：日本電気株式会社
　　・業務内容：スマートシティ推進構想の策定等に
　　　　　　　　関すること
　　・人数：１人
　②地域力創造アドバイザー制度　　3,958,260円
　　○担当課：広報広聴課
　　・アドバイザー：佐久間 智之
　　　　　　　　　　（PRDESIGN JAPAN株式会社）
　　・業務内容：広報発信・プロモーション活動等に対す
　　　　　　　　る指導・支援
　　・人数：１人

【事業を取りまく状況等】
　多様化・高度化する市民ニーズや行政課題に対応するた
めに、行政においてはこれまで以上に創造性、先見性、専
門性等が求められており、こうした課題に対応するために
は、従来の視点だけでなく、異なる視野から政策立案等を
行える多様な人材や専門的知見を有する人材の活用が有効
である。

（款）2 総務費
3



決算書
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2
2

115

3

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）６．デジタル化推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

8,327 25,439

    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 税制改正により税の基幹システムである総合住民情報シ
ステムの改修を行い、適正で公平な賦課を行った。また、
各帳票の様式について変更した。

住民情報システム
管理経費

３，５３９

394,273 決 算 額 の 財 源 内 訳

380,448 一般財源

346,682

課 税 課

 ３． 伊勢市ホームページの運用保守を行い、ウェブならでは
の即時性のある情報発信に努めた。インターネット情

報発信事業

５，５０９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 行政放送において、行政情報番組(お知らせ番組と特集
番組)を制作し、市政に関するお知らせなどを放送した。ＣＡＴＶ広報いせ

放送事業

１４，０６１

（款）2 総務費
4



    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1
1

115

2
2

115

3

 ３． 財務会計・文書管理・人事給与・庶務事務・グループ
ウェア等の行政情報システム（内部情報系）、インター
ネットシステム及びネットワークシステムの保守管理等を
行い、各システムの安定稼働を図った。

また、利用契約の満了を迎える公共施設予約システムに
ついて、更新を行った。

行政情報システム
管理経費

８５，２６０

 ２． 住民基本台帳、税及び福祉サービス等の基幹システムで
ある総合住民情報システムの保守管理等を行い、各システ
ムの安定稼働を図った。

また、市税等に関する各種帳票の印刷業務並びに税申告
書等のイメージデータの読取業務やデータ入力業務等につ
いて、業務の効率化を図った。

住民情報システム
管理経費

１４９，４２７

デ ジ タ ル 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市デジタル行政推進ビジョン（アクションプラン
編）に基づき、行政ＤＸの推進に取り組んだ。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　２６，４８９，０００円
  ・スマートシティ伊勢推進協議会の運営
　・生成型ＡＩ等の最新デジタル技術の活用
　・行政手続きのオンライン化の推進
　・ワーキンググループ等による検討
　・デジタルデバイド対策(スマートフォン教室等開催)
　・ＬＩＮＥを活用した行政サービスの推進　など

【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度　　　　　　　２６，５８１，９７７円
　・スマートシティ伊勢推進構想の策定
　・スマートシティ伊勢推進協議会の運営
　・生成型ＡＩ等の最新デジタル技術の活用
　・行政手続きのオンライン化の推進
　・職員のデジタルリテラシー向上
　・デジタルデバイド対策(スマートフォン教室等開催)
　・ＬＩＮＥを活用した行政サービスの推進　など
令和４年度　　　　　　　２８，０８０，８７１円
　・デジタルデバイド対策（スマートフォン教室等開催）
　・行政手続きのオンライン化の推進
　・ＬＩＮＥを活用した行政サービスの推進
　・官民連携の取組の推進
　・ワーキンググループ等による検討　　　　など

【事業を取りまく状況等】
少子高齢化・人口減少、市民ニーズの多様化に対応する

ため、デジタル技術を活用した効率的な行政運営をしなが
ら、利便性の高い行政サービスを提供する必要がある。そ
のため、ＤＸ推進に向けた意識改革や庁内全体のデジタル
リテラシー向上など、ＤＸ人材の育成に取り組む。

また、地域のデジタル化を進め、市民が便利で快適に暮
らせる「スマートシティ伊勢推進構想」の実現に向けて取
り組む。

デジタル活用推進
事業

２１，９５３

（款）2 総務費
5
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）７．企画費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

7,397 3,250 1,886

    （単位  千円）

決算書
       頁
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1
1

115

2
2

117

3
3

117

4

 ４． 「まち・ひと・しごと創生法」第10条に基づく、地方版総
合戦略を策定するための基礎資料と位置づける「伊勢市人
口ビジョン」の改訂を行った。

情報調査経費 ９，９６５

 ３． 伊勢市への移住・定住を推進するため、移住相談会への
参加や近隣市町と合同での移住フェアの開催により伊勢市
への移住をＰＲするとともに、一定の要件を満たし東京圏
から伊勢市に移住した人に、三重県と連携し移住支援金を
支給した。

地方創生推進事業 ９，１００

 ２． 市民及び国内外の人々から選ばれる自治体となるべく、
市の地域資源・魅力の認知度向上を目指し、三重テレビ放
送による伊勢市情報発信番組制作と放送、プレスリリース
サービスによる情報配信等を行うとともに、シティプロ
モーションを推進するための基本となるマインド醸成や魅
力の再発見についての職員研修を行った。また、市の花・
木・鳥について各課と連携しながらＰＲを行った。

シティプロモー
ション推進事業

２，７９５

257,529

企 画 調 整 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市の貴重な自主財源の確保、地元特産品のＰＲ及びブラ
ンド力の向上、市内産業や観光の振興を目的として、ふる
さと納税制度を活用した寄附拡大の取組を推進した。
・寄附件数　　　 　 　 １２,２６９件
・寄附金額　  ５２０,６９１,５７４円

ふるさと応援寄附
推進事業

２３５，５５７

305,435 決 算 額 の 財 源 内 訳

270,062 一般財源

 ４． 情報資産の安全管理と情報セキュリティの維持、向上を
推進するために、各種セキュリティ関連システムの保守管
理等を行い、システムの安定稼働を図るため、安定稼働に
必要なライセンスの調達や期限切れとなるソフトウェアラ
イセンスの更新を行った。

また、事務用パソコンについて、Windows10の保守サ
ポート終了に対応するため、Windows11対応パソコン735台
を調達した。

ＩＴセキュリティ
対策事業

１１９，７１０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
6



    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 結婚を希望する人等の相談業務、出会いの場や情報の提
供、結婚に向けたセミナー研修等を行う場として「いせ出
会い支援センター」を運営した。

また、市内及び定住自立圏域市町に事業所を置く企業
に、従業員の結婚を応援し、働きやすい職場環境づくりに
取り組んでいただくよう、いせ若者応援ネットワーク「い
せむすび」への登録を促進した。

いせ出会い支援センター利用件数：３，０６０件（来所・
電話・メール・チラシ）
いせむすび登録企業数:２０９社

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１２，１８０，０００円
　・いせ出会い支援センター運営
　・企業の結婚支援促進事業
　・希望を叶えるライフプラン講義の開催
　・伊勢市版婚姻届等の提供　等
　
【過去２ヵ年度の実績】
・令和５年度
いせ出会い支援センター利用件数：３，０９９件（来所・
電話・メール・チラシ）
いせむすび登録企業数:２１０社
・令和４年度
いせ出会い支援センター利用件数：３，２８８件（来所・
電話・メール・チラシ）
いせむすび登録企業数:２０９社

【事業を取りまく状況等】
令和５年にみえ出逢いサポートセンター南勢サテライト

が同施設内に設置されたことにより、県事業との連携と市
事業の内容を検討していく必要がある。

出会い・結婚支援
事業

１２，１１１

（款）2 総務費
7



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）８．男女共同参画推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

540

    （単位  千円）

決算書
       頁
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1

1,943

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民団体「ＮＰＯ男女共同参画れいんぼう伊勢」に委託
し、市民への意識啓発やパートナーの日の周知活動を実施
した。企業向けには、企業訪問や男女共同参画を積極的に
取り組んでいる事業者等の表彰制度を周知することで、男
女がともに働きやすい職場環境づくりの推進を啓発した。

また、女性が能力を発揮し安心して働き続けることがで
きるよう、女性のデジタルスキルアップやワークライフバ
ランス推進に関するセミナーを開催した。
○市民向けの取組
　　・映画祭、講演会、意識啓発等
　　・広報いせに啓発記事掲載
○企業向けの取組
　　・企業訪問（８社）
　　・事業者表彰
　　　　女性の活躍推進「きらり」賞
　　　　　　　　　（Ｒ６年度 応募事業者なし）
　　　　仕事と生活の調和実践賞  （応募事業者 １社）
　　　　　株式会社ウェルフェア三重
〇女性活躍推進
　　・女性のためのWebマーケティング基礎講座
　　 （事前説明会、講座全２回）
　　　　　申込数：３０人
　　　　　参加数：事前説明会　２２人
　　　　　　　　  講座　第１回１５人、第２回１２人
〇ワークライフバランス推進
　　・パパ＆ママのための『夫婦会議』の始め方講座
　　 　　申込数：２０組３６名
　　　　 参加数：１９組３４名

男女共同参画推進
都市事業

２，２３９

2,548 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,483 一般財源

（款）2 総務費
8



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）15．財産管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

30,400 577

    （単位  千円）

決算書
       頁

119

1

208,509

資 産 経 営 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 公共施設等総合管理計画に基づき、全庁横断的な体制の
もと公共施設等の総合的かつ計画的な管理を継続するため
設置する公共施設等マネジメント推進会議において、全庁
的な協議・調整を行い、個々の施設の方向性を示す施設類
型別計画の進捗管理を行った。

また、学校跡地の利活用として、旧神社小学校の貸付を
開始した。
　・伊勢市公共施設マネジメントシステム利用料
　　　　　　　　　　　　　　１，１２２，０００円

【当初予算における内容、計画】
　公共施設マネジメント事業　１，６４４，０００円
　・施設類型別計画の一部改訂
　・公共施設等マネジメント推進会議、作業部会の開催
　・施設類型別計画の進捗管理
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの更新
　・学校跡地利活用事業者募集の検討
　・職員研修実施
　・先進地視察
　・公共施設マネジメントシステム運用

【過去２ヵ年度の実績】
　令和５年度　１，２０９，０００円
　・公共施設等総合管理計画の一部改訂
　・公共施設等マネジメント推進会議、作業部会の開催
　・施設類型別計画の進捗管理
　・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討指針の策定
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの更新
　・学校跡地利活用事業者募集
　・職員研修実施
　・公共施設マネジメントシステム運用
　令和４年度　５，４１３，１７０円
　・公共施設等マネジメント推進会議、作業部会の開催
　・施設類型別計画の進捗管理
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの更新
　・職員研修実施
　・先進地視察
　・公共施設マネジメントシステム導入
　
【事業を取りまく状況等】

少子高齢化など人口構造の変化に伴う厳しい財政状況が
続く中で、老朽化する公共施設等の更新費用や維持管理経
費を確保していくことが大きな課題となっている。これら
の課題を解決するため、施設類型別計画に定める公共施設
等の管理方針を指標としながら取組を進めていく。

公共施設マネジメ
ント事業

１，１７９

246,542 決 算 額 の 財 源 内 訳

239,486 一般財源

（款）2 総務費
9



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）17．市民交流推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

12,700 10,106

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

1
1

121

2
2

121

3

 ３． 令和７年度に施設の一部を（仮称）伊勢市郷土資料館へ
転用し、施設全体を改修するため、実施に向けた設計を
行った。

いせ市民活動セン
ター改修事業

１０，０８１

 ２． 市民が「見て」、「参加して」楽しめる行事として、団
体の代表者等からなる実行委員会により企画・運営を行っ
た。

伊勢のまつり開催
事業

９，４２４

103,100

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成１６年４月に「いせ市民活動センター」を開設し、
同年７月から指定管理者制度を導入した。令和６年度から
第８期（１年）指定管理者として特定非営利活動法人いせ
コンビニネットが管理運営を行った。
令和６年度指定管理料　１７，５００,０００円

市民活動促進事業 １７，６４１

130,527 決 算 額 の 財 源 内 訳

125,906 一般財源

（款）2 総務費
10



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）18．地域自治推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

288,900

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

11,274

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　平成２７年度から本格稼動した、ふるさと未来づくり制
度に基づき設置されたまちづくり協議会が実施する事務事
業の財源として、ふるさと未来づくり資金を交付した。ま
た、まちづくり協議会が実施する防災機能強化等地域課題
解決のための事業に対し、活動事業費（臨時特例分）を交
付した。

ふるさと未来づくり資金
　・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　７６，８２５，４０６円（２３団体）
　・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　４，６８３，９１１円（８団体、１３件）
　・一括交付金化事業
　　　　１１２，８３０，０１３円（１９団体）
　 （内訳）
　　・活動事業費（世帯割額）２８，４７８，６１３円
　　・広報紙配布等協力金（市の広報紙の配布協力金）
　　　８２，２８１，４００円
　　・広報紙配布等協力金（市が実施する廃棄物の減量等
　　　に関する啓発事業等に係る協力金）
　　　２，０７０，０００円
　　計　１９４，３３９，３３０円
事業計　１９６，６２７，５４７円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　２０７，０４６，０００円
　・まちづくり講演会
　・地域を支える人材育成のためのワークショップ
　・市民活動補償制度
　・ふるさと未来づくり資金　　等

地域自治推進事業 １９６，６２７

306,685 決 算 額 の 財 源 内 訳

300,174 一般財源

（款）2 総務費
11



決算書
       頁

1

【過去２ヵ年度の実績】
　令和５年度
　・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６６，９２１，０３６円（２３団体）
　・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　５，３４４，８７０円（１０団体、１６件）
　・一括交付金化事業
　　　　１１２，６７４，６１７円（１９団体）
　　　　　計　１８４，９４０，５２３円
　　　事業計　１８７，６１８，９７５円
　令和４年度
　・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６３，５４８，５６６円（２３団体）
　・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　３，４２８，９５７円（７団体、１３件）
　・一括交付金化事業
　　　　１０５，０２７，２８４円（１８団体）
　　　　　計　１７２，００４，８０７円
　　　事業計　１７３，６２９，２５２円

【事業を取りまく状況等】
　市とまちづくり協議会が協働し、ふるさと未来づくりを
推進していくにあたり、地域を取り巻く状況の変化を踏ま
えて、まちづくり協議会の支援を行っている。
　今後、ふるさと未来づくりに対する地域住民の認知度向
上と理解促進、気運の醸成を図っていく必要がある。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
12



決算書
       頁

121

2
2

121

3
3

123

4

 ４． 地域のコミュニティ活動の場の確保や自治会の負担軽
減、集会所の長寿命化のため、自治会等が活動拠点として
所有し、維持管理する自治会集会所の建設、修繕、バリア
フリー改修、空調設備整備及び解体に要する費用の一部を
補助した。
　交付金額　　　　１９，２２１，０００円（８自治会）
　＜内訳＞
　・建設　　　　　１４，０００，０００円（２自治会）
　・修繕　　　　　　１，６６０，０００円（２自治会）
　・バリアフリー改修２，０５１，０００円（３自治会）
　・空調設備整備　　　　２０２，０００円（１自治会）
　・解体　　　　　　１，３０８，０００円
　　　　　　　　　　（１自治会　※建設と同じ自治会）

自治会集会所建設
事業補助金

１９，２２１

 ３． 市内１７４自治会の活動について、行政委員等の候補者
推薦業務等、依頼事項に対する謝礼を交付した。区長謝礼事業 ７，４４０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 高校生にまちづくりの楽しさを知ってもらい、活動人口
の増加につなげることを目的に、まちづくりプロジェクト
チームを結成し、自らが企画した活動を実践する事業を実
施した。

高校生メンバーが一から企画し、「親子連れの方がゆっ
くり楽しめる場所づくり」「食を通じた伊勢の魅力の発
信」「外国人観光客への情報発信」の３つの事業を実施し
た。
対象：市内在住または市内高校に通う高校生１６人

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　６３１，０００円
　・任命式
　・月１回程度の企画会議
　・企画内容に応じた研修
　・３つ程度の事業実施
　・市長報告会　　等

【過去２ヵ年度の実績】
・令和５年度
企画内容：「ＳＮＳでの発信」「伊勢まつりへの参加」
「商店街活性化イベントの共催」「スポーツ大会の実施」
・令和４年度
企画内容：「街歩きパンフレット作成」「スポーツ大会の
実施」「伊勢のギフトPR」「スイーツ開発」

【事業を取りまく状況等】
地域活動者が減少する中、将来に向けた若者の活動が求

められている。また、地域活動を実施するには、企業、関
係団体等との連携が必要となる。

今後、地域を支える人材の育成につなげることを見据
え、まちづくり協議会等の地域活動との連携を図る。ま
た、本プロジェクト卒業生によるサポート体制を構築す
る。

いせミライプロ
ジェクト推進事業

２４０

（款）2 総務費
13



決算書
       頁

123

5
5

123

6

 ６． ○地区振興助成金
自治会の円滑な運営と健全な自治会活動を推進するた

め、助成金を交付した。
　５４自治会　７，５１４，９５０円
○元気なまちづくり協働事業補助金

市と自治会が協働して地域社会の活性化を図るため、自
治会が主体的に取り組む事業に対して、補助金を交付し
た。
　３６自治会　１，７０２，０００円
○広報紙配布等事業

市の広報紙等の配布事業等を行う自治会に対して、交付
金を交付した。
　５４自治会　２７，２０２，６００円

自治会活動補助事
業

３６，４２０

 ５． （一財）自治総合センターが、宝くじの社会貢献広報事
業費として受け入れる受託事業収入を財源とした事業で、
コミュニティ活動の健全育成を図り、コミュニティ組織で
ある自治会等にコミュニティ助成事業補助金を交付した。
　〔交付団体数〕４自治会、１まちづくり協議会

コミュニティ助成
事業補助金

３６，２００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
14



決算書
       頁

123

7
7

123

8

 ８． 市内１６３自治会が加盟する伊勢市総連合自治会の事業
活動を支援するため補助金を交付した。総連合自治会運営

補助金

１，０８５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 自治会及びまちづくり協議会のデジタル活用を促進する
ことにより、地域活動及び市への各種申請手続きの効率
化・負担軽減、若い世代の参加促進を図るため、デジタル
化に関心・意欲を持つ自治会及びまちづくり協議会を対象
に、アドバイザー派遣を行う。

また、自治会の活動のデジタル化を促進するため、情
報交換会の開催及びデジタル化を実施する自治会に対し、
補助金を交付した。

〇アドバイザー派遣　６０回実施
　（派遣先団体数：２６団体）
〇情報交換会　１回開催
　（参加団体数：１９団体、参加人数：２８人）
〇伊勢市自治会デジタル化促進事業補助金の交付
　交付自治会数：１１自治会
　交付金額：６７５，０００円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　５，３８０，０００円
　　　・アドバイザー派遣　１００回
　　　・意見交換会
　　　・補助金交付団体　　３０団体

【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度からの新規事業
〇アドバイザー派遣　２６回実施
　（派遣先団体数：１４団体）
〇研修会　３回開催
　（参加団体数：延べ４５団体、参加人数：延べ６９人）
　※研修会の内容を伊勢市公式YouTubeチャンネルに掲載

【事業を取りまく状況等】
地域の担い手不足や地域活動の参加者減少が進むなか、

デジタル技術活用による事務の効率化や若者の参加促進は
益々重要になっていることから、引き続き地域団体に対す
るデジタル化支援を検討していく必要がある。

地域活動デジタル
化推進事業

２，９４１

（款）2 総務費
15



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）19．国際交流事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

701 153

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市国際交流協会を通じ、在住外国人への日本語教室
等国際交流の促進及び多文化共生社会実現のための支援を
行った。

国際交流推進事業 １，７１７

2,198 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,717 一般財源

863

（款）2 総務費
16



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）20．防犯活動推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

160 17,400

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1

13,717

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 安全で安心なまちづくりを推進するため、防犯対策の一環
として、防犯カメラを設置する自治会に補助金を交付し、
地域の防犯環境の整備を支援した。また、維持管理費の一
部補助を行い、防犯カメラの設置の推進を図った。
　令和６年度
　　維持管理経費助成金　　  ７６６千円
　　（修繕料・保守点検料・共架料・電気料）
 　 設置補助金 　　　 　２，１０６千円
　　 　　　　  　　 （１３自治会：３３台）

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　       　 ４，７４０千円

犯罪抑止、事件・事故等の解決及び市民の不安軽減のた
め、自治会が設置する防犯カメラに係る費用及び維持管理
経費の一部を補助する。

【過去２ヵ年度の実績】
　令和５年度
　　維持管理経費助成金　    ６２５千円
　　（修繕料・保守点検料・共架料・電気料）
 　 設置補助金 　　   　２，４３６千円
　　 　　　　　　　 （１９自治会：４１台）
　令和４年度
　　電気料助成金 　       　４１６千円
　　設置補助金        　１，７０４千円
　　　　　　　　    （１０自治会：２２台）
【事業を取りまく状況等】

県内においての、犯罪認知件数は増加しており、近年、
多発している悪質な犯罪に対し、防犯カメラを設置するこ
とで、事件等の解決に繋がるため、市民の不安軽減を図る
ことができる。

防犯カメラ設置推
進事業

２，８７２

34,288 決 算 額 の 財 源 内 訳

31,277 一般財源

（款）2 総務費
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）21．交通対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,314 20,864

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1
1

123

2
2

125

3
3

125

4
4

125

5

 ５． 廃止路線代替バス（伊勢玉城線）の運行を維持し、地域
住民の交通手段の確保を行った。路線バス運行維持

事業

９，７１８

 ４． コミュニティバスの運行により、現況の鉄道・バス路線
網を最大限活用することで、市全体における公共交通体系
を構築し、市民生活の利便向上を図った。
コミュニティバス運行事業　  １３８，４１６，７８４円
　・コミュニティバス運行業務
　　　　　　　　　　　　 　 １２８，３８５，４１３円
　・コミュニティバスデマンド運行業務
　　　　　　　　　　　　　　　　７，０５３，９３５円
　・沼木バスデマンド運行業務　  ２，３２５，３３９円
　・施設整備等業務委託　　　　　　　　９６，２５０円
　・地域運営乗合タクシー運行事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４７，２６０円
　・コミュニティバスその他の経費　　１０８，５８７円
 ○利用者数　１２９，１５７人
　（バス：１２５，９０３人、デマンド：３，２５４人）

コミュニティバス
運行事業

１３８，４１７

 ３． 市内小学校・保育所・幼稚園・認定こども園単位で構成
される交通安全活動推進団体に対し、交通安全活動推進事
業交付金を交付し、交通事故のない地域づくりを推進し
た。
　交付団体数　４２団体

交通安全活動団体
推進事業

１，５９０

 ２． 鉄道駅周辺市営駐輪場の巡回・整理や、伊勢市自転車等
の放置防止及び適正な処理に関する条例の規定により、自
転車等放置禁止区域（伊勢市駅、宇治山田駅周辺）、鉄道
駅周辺市営駐輪場の放置自転車の撤去を行い、美観の確
保、駐輪場利用者の利便性の確保並びに道路の安全な通行
を確保した。
　 放置自転車撤去
　　実施場所　自転車等放置禁止区域、駅周辺駐輪場
　　撤去台数　１７３台

駐輪場管理事業 １０，８０４

162,479

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市交通安全条例の規定により、市内における交通事
故の防止を図るため、伊勢市交通安全都市推進協議会及び
伊勢・度会地区交通安全対策協議会に負担金を支出し、交
通安全の啓発を行った。

交通安全啓発事業 ２，９２７

188,114 決 算 額 の 財 源 内 訳

184,657 一般財源

（款）2 総務費
18



決算書
5

125

6
6

125

7

 ７． 地域特性を生かした地域公共交通ネットワークを確保・
維持していくため、地域公共交通計画案を作成した。ま
た、公共交通の一層の利用促進を図るための事業や、ライ
ドシェアの実証事業に取り組んだ。
・伊勢市地域公共交通計画策定業務
　　　　　　　　　　　　　　　６，６０１，１００円
・伊勢地域公共交通会議負担金　５，８６９，０００円

【当初予算における内容、計画】
・伊勢市地域公共交通計画策定業務
　　　　　　　　　　　　　　　８，５４７，０００円
・伊勢地域公共交通会議負担金　５，８６９，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
伊勢市の地域公共交通は、人口減少と高齢化に加え、利

用者の減少や深刻なバス運転士不足という課題に直面して
いる。遷宮に向けて観光客の移動手段を確保しながら、市
民の移動需要に対し持続可能な交通サービスを提供するた
めの施策が求められている。

地域公共交通促進
事業

１２，４７０

 ６． 沼木地区では、高齢化が進み、車など自ら移動手段を持
たない高齢者が多く、買い物、通院などの市民生活を行う
上で、既存の公共交通では支障をきたしていたため、地域
住民の主体的な取り組みにより、交通弱者（高齢者、小中
学生等）の移動手段を確保した。
　○利用者数　２，６７７人

自主運行バス運行
事業

８，７３１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
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（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）１．税務総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

206,193 5,041

    （単位  千円）

決算書
       頁

125

1

（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）２．賦課徴収費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

331

    （単位  千円）

決算書
       頁

127

1

111,022

収 納 推 進 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 納税者の利便性向上のため、市民税(普通徴収、特別徴
収)、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）等
について、コンビニエンスストア等での収納を行ってい
る。
　
　〇当該事業において対象となる
　　コンビニエンスストア等での収納税額
　　　　　　  　　１，３３３，２７４，５６９円
　〇支出経費
　　　収納代行手数料　　　５，５２９，５４９円

コンビニ収納経費 ５，５３０

115,263 決 算 額 の 財 源 内 訳

111,353 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 納税者の利便性向上のため、市民税(普通徴収)、固定資
産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）について、口座
振替納付を行っている。
〇口座振替での収納税額
　　　　　　　　　　　 ５，３３２，４７８，５７８円
〇支出経費
・金融機関口座振替取扱手数料　 １，５４６，３８０円
・ゆうちょ銀行郵便振替取扱手数料　　 　２，２５０円
・ゆうちょ銀行自動払込取扱手数料　 １６４，４５０円
・口座振替データの伝送に係る利用料金
　　　　　　　　　　　　　　　 １，６１７，４２２円
・伝送サービス利用料　　　　　 １，３２９，９００円

口座振替事務費 ４，６６０

434,617 決 算 額 の 財 源 内 訳

423,203 一般財源

211,969

収 納 推 進 課

（款）2 総務費
20



決算書
       頁

127

2

（款）２．総務費　（項）３．戸籍住民基本台帳費　（目）１．戸籍住民基本台帳費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

85,110 116 33,902

    （単位  千円）

決算書
       頁

127

1

238,424

戸 籍 住 民 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 戸籍住民課の窓口業務等を民間事業者に委託した。
・ 委託内容　　戸籍届出・住民異動届の受付・入力業務
   　　　　　  証明書交付請求の受付・発行・交付 等
・ 履行期間　　（第１期 ３年間）
　　　　　　　　平成２７年１月１日～
　　　　　　　　　　　　　　平成２９年１２月３１日
 　　　　　    （第２期 ３年間）
  　　　　　　　平成３０年１月１日～
　　　　　　　　　　　　　　　令和２年１２月３１日
  　　　　　　 （第３期 ３年間）
  　　　　　　　令和３年１月１日～
　　　　　　　　　　　　　　　令和５年１２月３１日
               （第４期 ３年間）
  　　　　　　　令和６年１月１日～
　　　　　　　　　　　　　　　令和８年１２月３１日

戸籍住民関係窓口
業務等委託事業

６５，２８７

369,525 決 算 額 の 財 源 内 訳

357,552 一般財源

 ２． 高額滞納者等、整理困難事案を三重地方税管理回収機構
へ移管し、収納率の向上を図った。
 （徴収第一課分：高額案件）
　〇移管実績
　　　移管件数　　　　　　　　　　　　５８件
　　　移管総額　　　　２９，７７７，１４０円
　　　　　　　　　　 　（令和６年度移管事案分）
　〇徴収額実績　　　　２５，８３６，８１８円
　　　　　内訳　　　　　６，４８６，２６６円
　　　　　　　　　　　 （令和５年度移管事案分）
　　　　　　　　　　　１９，３５０，５５２円
　　　　　　　　　　　 （令和６年度移管事案分）
　〇負担金
  　・均等割額　　　　　　　１００，０００円
 　 ・処理件数割額　　　８，１２０，０００円
 　 ・徴収実績割額　　　２，７６３，０００円
　　　　　　計　　　　１０，９８３，０００円

徴収管理一般経費 ２６，７３０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
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決算書
       頁

127

2

 ２． 証明書発行や住民異動手続きの際、職員が必要な内容を聞
き取り、システムに入力することで、窓口来庁者の申請書
記載の負担を軽減する書かない窓口を令和６年11月１日よ
り導入した。
〇導入した所属
・環境生活部戸籍住民課
・総務部課税課
・各総合支所生活福祉課
〇対象の手続き
・各種証明書の発行
（住民票の写し・印鑑登録証明書・戸籍謄抄本・税証明）
・住民異動の手続き
・マイナンバーカードに関する手続き

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　13,321,000円
・書かない窓口システムの設定、テスト
・申請書等印刷用プリンタ追加
・カード読み取り機追加
・システム運用保守　　等

【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
手続きに必要となる届出書や申請書ごとに何度も住所や

氏名を記入しなければならないなど、行政手続きにかかる
市民の負担を軽減する必要がある。

書かなくてよい窓
口導入事業

１１，１３２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）2 総務費
22



（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）１．社会福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,721,550 374,471 3,707

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1
1

131

2

 １． 民生委員・児童委員、主任児童委員が各地域で実施する
日常の見守り活動、相談・助言活動、資質向上のための研
修活動を支援した。また、民生委員・児童委員の活動しや
すい環境整備のため、民生委員協力員制度の試行的運用の
実施・検証を行った。
・委員数　２７６名（令和７年３月３１日現在）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　25,168,000円
・委員活動に係る手当及び補助金
・各種研修会の実施
・民生委員児童委員協議会連合会の会議の開催
・広報いせ・街頭啓発などによる民生委員児童委員の紹介
・民生委員協力員制度の試行的運用

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　　　22,307,070円
・委員活動に係る手当及び補助金
・各種研修会の実施
・民生委員児童委員協議会連合会の会議の開催
・広報いせ・街頭啓発などによる民生委員児童委員の紹介

令和５年度　　　22,038,746円
・委員活動に係る手当及び補助金
・各種研修会の実施
・民生委員児童委員協議会連合会の会議の開催
・広報いせ・街頭啓発などによる民生委員児童委員の紹介

【事業を取りまく状況等】
少子高齢化、核家族化、単身世帯の増加など、社会や家

族のあり方が大きく変わっていることもあり、民生委員・
児童委員のなり手不足が顕著となっている。市としては、
民生委員・児童委員活動の負担軽減や認知度向上を促進す
るなど、地域福祉の向上に向けた取り組みを進めていく必
要がある。

民生委員児童委員
活動経費

２２，４１６

 ２． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、平成４年建設以降、相当年数を経過し
ているため、設備等のメンテナンス、老朽化による施設の
不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
・ハートプラザみその自動ドア改修工事
　　８６１，５２０円

ハートプラザみそ
の等管理事業

３８，８５６

3,292,511 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,210,064 一般財源

1,110,336

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）3 民生費
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決算書
       頁
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3
3

133

4
4

133

5
5

133

6

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 成年後見制度の利用促進に関する法律及び成年後見制度
利用促進基本計画に基づき、中核機関の役割を担う成年後
見サポートセンターの運営を委託し、制度の利用促進と円
滑な制度の運用を図った。

成年後見サポート
センター運営事業

１２，９２５

 ６． 継続する物価高に対応するため、特に影響を受ける低所
得者（住民税非課税世帯）に対し、支援給付金を支給し
た。
【住民税非課税世帯】
　・一世帯当たり３万円　支給世帯　１３，０３０世帯
　・こども加算給付
　　※上記世帯のうち１８歳以下のこどもへの加算給付
　　　一人当たり２万円　　支給人数　１，１００人

住民税非課税世帯
支援給付金事業

４２３，１６５

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー

 ５． デフレ完全脱却のための総合経済対策を踏まえ、低所得
者支援及び定額減税を補足する給付として、「令和６年度
新たに住民税非課税、及び均等割のみ課税となる世帯への
給付」と併せて「定額減税しきれないと見込まれる方への
調整給付」を実施した。
【低所得者支援】
　・一世帯当たり１０万円　支給世帯　２，２２０世帯
　・こども加算給付
　　※上記世帯のうち１８歳以下のこどもへの加算給付
　　　一人当たり５万円　　　　　支給人数　３６７人
【定額減税（調整給付金）】
　・給付済者数（扶養親族含まない）　２１，６６２人

低所得者支援及び
定額減税補足給付
金事業

１，１３５，００２

 ４． 令和５年度からの繰越事業として、特に家計への影響が
大きい令和５年度低所得世帯（住民税非課税世帯、住民税
均等割のみ課税世帯、及びうち１８歳以下のこども）に対
し、「物価高騰生活支援給付金」を支給した。
【住民税非課税世帯】
　・一世帯当たり７万円　支給世帯　　　　　９６世帯
【住民税均等割のみ課税世帯】
　・一世帯当たり１０万円　支給世帯　　　２３９世帯
【こども加算給付】
　・上記世帯のうち１８歳以下のこどもへの加算給付
　　一人当たり５万円　　　支給人数　　　　３６人

物価高騰生活支援
給付金支給事業

３２，６５２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 再犯防止の推進に向け、国と地方がそれぞれの役割を果
たすことが法律で定められたことから、令和３年に策定し
た伊勢市再犯防止推進計画に基づき、関係団体と協力しな
がら推進した。

再犯防止推進事業 ２，０１５

（款）3 民生費
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決算書
       頁

133

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1

福 祉 監 査 室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 当市が所轄する社会福祉法人の認可全般、介護サービス
事業者等の指定、障害福祉サービス事業者等の指定、特定
教育・保育施設及び小規模保育事業所等の認可・確認等を
行うとともに、法人・施設・事業所の適正運営を確保する
ための必要な助言を行い、関係法令の規定に基づき、指導
監査等を行った。

福祉指導監査事業 ９８４

 ２． 伊勢市駅前Ｂ地区第一種市街地再開発事業において建設
されたビル「MiraISE」内に伊勢市健康福祉ステーション
を設置し、管理運営を行った。
・賃借料、管理費及び共益費　１０６，４２８，３６０円

健康福祉ステー
ション運営経費

１３７，２６５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）２．障害者福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

2,016,357 984,932 13

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1

1,279,220

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． （１）日常生活用具給付事業
在宅の重度の心身障がいのある人等に対し、特殊マッ

ト、入浴補助用具等を給付することにより、日常生活の安
定を図った。
  　・給付件数　　３，１６９件
　　・給付費　　　３０，５９１，１３３円

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　２９，６８１，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
　　令和４年度
　　　 給付件数　３，１７３件
　　　 給付費　　２９，６９０，４０６円
　　令和５年度
　　　 給付件数　３，０３７件
　　　 給付費　　２９，８０９，５９３円

（２）日中一時支援事業
障害福祉サービス事業所等において、障がいのある人

や、障がいのある児童に対し、日中における活動の場を提
供し、障がいのある人等を日常的に介護している家族の就
労支援及び一時的な休息を図った。
　　・実利用人数　３０６人
　　・給付費　　　４６，５３７，４７８円

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額　　４３，０９０，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
　　令和４年度
　　　実利用人数　２６３人
　　　給付費　　４２，０１５，９７５円
　　令和５年度
　　　実利用人数　３３０人
　　　給付費　　４２，９９０，６８２円

【事業を取りまく状況等】
日常生活用具給付事業や日中一時支援事業等、地域生活

支援事業は、障がいのある人が安心して暮らし続けられる
よう地域の障がいのある人の状況に応じた柔軟な実施が求
められている。

障害者地域生活支
援事業

１３３，３０７

4,336,279 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,280,522 一般財源

（款）3 民生費
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 ２． （１）手話通訳者・要約筆記者派遣事業
聴覚障がいのある人とその他の人の意思疎通を仲介する

ために手話通訳者・要約筆記者を派遣することにより、聴
覚障がいのある人の社会参加の向上を図った。
　　・手話通訳者派遣
　　　　件数２２９件、登録通訳者数１３名
　　・要約筆記者派遣
　　　　件数１０件、登録通訳者数７名
　　・事業費　　　　１，９７６，００５円

（２）手話奉仕員養成事業
聴覚障がいや手話に関する基礎的な知識について学び、

聴覚障がいのある人の社会参加を支援する手話奉仕員の育
成を目的として手話奉仕員養成講座基礎編を開催した。
　　・手話奉仕員養成講座基礎編
　　　　５月～１月、全３０講座、３３名受講
　　・手話奉仕員指導者養成講座
　　　　９月～３月、全６回、１６名受講
　　・事業費　　　　１，００３，０９０円

（３）手話言語条例施策推進事業
手話は言語であるという認識に基づき、手話の理解及び

普及並びに地域における手話を使用しやすい環境の構築に
関し、総合的かつ計画的に施策を推進した。
①手話通訳設置事業

庁内に手話通訳者を配置し、聴覚障がいのある人とその
他の人の意思疎通を仲介することにより、コミュニケー
ション支援の充実を図った。
　　・設置人数　　　１名
　　・窓口対応件数　２１４件
　　・事業費　　　　３，９０３，３２４円
②その他
　　・手話体験教室の実施
　　　　実施校　　　１６校
　　　　事業費　　　１００，３７８円
　　・市ホームページへ動画『みんなで手話』を掲載
　　・全国手話検定試験受験料半額補助
　　　　申請者　　　６名
　　　　事業費　　　２１，６００円

（４）点字広報・声の広報発行事業
広報いせを点訳及び音訳することにより、視覚障がいの

ある人の情報保障の充実を図った。
　　・点字広報発行人数　１０人
　　・声の広報発行人数　２９人
　　・事業費　　　　３６０,０００円

意思疎通支援等事
業

９，３７５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）3 民生費
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 ４． （１）重度障害者タクシー料金助成事業
重度の障がいのある人の自立更生、社会参加等を促すた

め、障がいのある人が利用したタクシー料金の一部を助成
し、経済的負担の軽減及び社会的活動への参加の促進を
図った。
　　・タクシー券利用枚数　　　１８，８５４枚
　　・助成額　　　　　　１０,９５５,４６０円

（２）重度身体障害者リフト付タクシー料金助成事業
車椅子等でしか移動できない重度の障がいのある人が利

用したリフト付タクシー料金の一部を助成し、経済的負担
の軽減及び社会的活動への参加の促進を図った。
　　・リフト付タクシー券利用枚数　２，１１５枚
　　・助成額　　　　　　　　２，１１４，５００円

（３）障害児機能訓練通所交通費助成事業
障がいのある児童の心身の発達を助長し、また、経済的

負担の軽減を図るため、機能訓練へ通所するための交通費
の一部を助成した。
　　・助成人数　　　　　　　２３人
　　・助 成 額　　１９７，１３０円

障害者外出支援事
業

１３，５８３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． これまで障がいについて知る機会がなかったり、障がい
のある人と接する機会がなかった人に、多様な障がいの特
性について学び、障がいのある人が困っていることや障が
いのある人への必要な配慮などを理解し、「ちょっとした
配慮」を行うことの意識づくりを進めることにより、誰も
が暮らしやすい共生のまちづくりの推進を目的に「障がい
者サポーター制度」の普及を行った。
（１）障がい者サポーターの養成
　　・サポーター登録者数　　１４０人
　　　　　　　　　　（総登録者数　１，５１８人）
　　・講演会　　　１回
　　・市民講座　　４回
　　・庁内研修　　３回
　　・サポート企業・団体登録数　３２企業・団体
　　・事業費　　　８９９，７７９円

（２）キッズサポーターの養成
　　・対象者　市内小学校３・４・５年生
　　・実施校　１５校
　　・キッズサポーター登録者数　７８２人
　　　　　　　　　　（総登録者数　３，７１６人）

（３）ヘルプカード・ヘルプマーク
　　・ヘルプマーク配布数　１，９２２個
                           （総数１０，２４１個）
　　・ヘルプカード配布数　９２２枚
                            （総数６，９１０枚）

障がい者サポー
ター事業

９００

（款）3 民生費
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 ７． 障害福祉サービス等の利用について、介護給付費等の支
給を希望・申請した人に対し、支給決定し給付費の支給を
行った。

障害者介護給付等
事業

３，８９２，５５１

 ６． 在宅で重度の障がいのある人に対し、その障がいによっ
て生じる負担軽減を図り、その福祉を増進するため、特別
障害者手当等を支給した。

障害者手当等給付
事業

７８，７１１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． （１）身体障害者福祉センター事業補助金
障がいのある人の社会参加を促進するため、各種教室、

スポーツやレクリエーション等の実施など、身体障害者福
祉センター事業を行う伊勢市社会福祉協議会へ補助を行っ
た。
・利用人数　２４８人

（２）自立更生事業補助金 市内の障害者団体に対し、そ
の活動経費を助成し、会員の自立更生を図った。
・助成団体　６団体

障害者福祉運営対
策経費

２４，９８８

（款）3 民生費
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    （単位  千円）
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 １． 障がい者相談支援センター運営事業
①地域相談支援センター
令和６年度から地域相談支援センターを１ヵ所に集約し、
専門職による相談支援、権利の擁護のために必要な援助を
実施した。
　　　委託先　社会福祉法人伊勢市社会福祉協議会
　　　委託金額　５９，９５０，０００円
・総合相談支援総数　１６,７９１件

②基幹相談支援センター
地域における相談支援の中核的役割を担う基幹相談支援セ
ンターを指定管理により運営し、専門的な相談支援、相談
支援体制の強化の取組を実施した。
　　　指定管理先　社会福祉法人　三重済美学院
　　　指定管理料　１９，２５０，０００円
・総合相談支援総数　１，６９９件

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　７９，２００，０００円
・障がい種別や年齢に関わらない一次相談
・総合的、専門的な相談支援
・地域の相談支援体制の強化の取り組み（専門的助言、人
材育成）
・障害者虐待防止に関する事業　　等

【過去２ヵ年度の実績】
・委託料等
　地域相談支援センター（３カ所）
　　令和４年度　４９，７３２，０００円
　　令和５年度　５４，７０５，２００円
　基幹相談支援センター（令和５年度～）
　　令和５年度　１５，６７２，２４４円
　
・総合相談支援総数
　　令和４年度　１５,４４３件
　　令和５年度　１８,３２７件

【事業を取りまく状況等】
障がいに関する相談は増加傾向にあり、相談支援ニーズ

も多様化、増大している。専門性の高い相談対応力の向上
等の相談支援機能を強化していく必要がある。

障害者地域生活支
援事業

７９，２３２

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）３．医療支給費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

343,523

    （単位  千円）

決算書
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 ２． 後期高齢者医療被保険者で障害者医療費の受給資格者に
対して医療費を助成した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　　　１７７，４９１千円
　　・助成件数　　　　　　　　　７２，６１３件

６５歳以上障害者
医療費支給事業

１７７，４９１

592,702

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 身体障害者手帳（１級～４級）又は療育手帳（Ａ１、Ａ
２、Ｂ１）の交付を受けている受給資格者に対して医療費
を助成した。また、精神障害者保健福祉手帳（１級）の交
付を受けている受給資格者に対して通院医療費を助成し
た。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　　　２２４，８９１千円
　　・助成件数　　　　　　　　　５３，０７７件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　９，７４１千円
　　・助成件数　　　　　　　　　４８，７０３件

障害者医療費支給
事業

２３４，６３１

939,982 決 算 額 の 財 源 内 訳

936,225 一般財源

（款）3 民生費
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 ４． １８歳年度末までの子どもを養育する母（父）子家庭の
母（父）及びその子ども並びに父母のいない１８歳年度末
までの子どもの受給資格者に対して医療費を助成した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　７１，４５３千円
　　・助成件数　　　　　　　 　 ２７，６０９件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　 　　　 ４，０２６千円
　　・助成件数　　　　　　　  　２０，１２６件

一人親家庭等医療
費支給事業

７５，４７８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． １５歳年度末までの子どもの受給資格者に対して医療費
を助成した。また、令和６年９月より、受給資格認定時の
保護者の所得制限を撤廃した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　 　 　　３７９，６９８千円
　　・助成件数　　　　　　 　 １８７，９６６件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　１１，２８０千円
　　・助成件数　　　　　　　　　５６，３９６件

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　３９２，１６２，０００円
　　・受給資格認定時の保護者所得制限撤廃（R6.9～）
　　・窓口無料化（現物給付化）の対象年齢を15歳年度末
　　　までの子どもまで拡大（R6.9～）

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　 　 　　２９４，９４０千円
　　・助成件数　　　　　　 　 １５０，６２０件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　１５，０３５千円
　　・助成件数　　　　　　　　　７５，１７５件
令和５年度
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　 　 　　３６０，８１４千円
　　・助成件数　　　　　　 　 １７９，２１９件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　１８，２５５千円
　　・助成件数　　　　　　　　　９１，２７２件

【事業を取りまく状況等】
国が令和５年１２月に公表した「こども未来戦略」にお

いて、全ての子ども・子育て世帯への切れ目のない支援す
ることを目標に示しており、その具体策として国保の国庫
負担の減額措置を廃止し、全国の地方自治体が独自で実施
しているこども医療費助成を後押しする考えが示された。

こども医療費支給
事業

３９０，９７６

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）４．遺家族等援護費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 戦争犠牲者を追悼し、恒久平和を祈念することを目的に
伊勢市戦争犠牲者追悼式を挙行した。
日時　令和６年10月31日（木）１０時００分～
会場　伊勢市生涯学習センターいせトピア　多目的ホール
・追悼式会場設営等業務委託　１，２９８，０００円
伊勢市連合遺族会に対し事業実施のための補助金を交付し
た。
・補助金額　　１，２００，０００円

遺家族等援護事業 ３，１６９

3,328 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,169 一般財源

3,169

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）５．地域福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

138,431 69,823 138,696

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1

 １． 生活困窮者が抱える複合的な生活課題を支援することで
困窮状態からの早期脱却を図り、将来の貧困の連鎖を防止
する取組を行った。

生活困窮者自立支
援事業

３３，７９５

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

79,749

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 高齢者及び障がいのある人のバスまたはタクシー利用料
金に対し、一部補助を実施することにより、日常生活にお
ける外出の機会の拡大を図り、社会参加の促進及び心身の
健康保持増進など介護予防の促進を図った。

・交付者数　　　　　１２，３６４人
・バス利用枚数　　１２３，２５３枚
・タクシー利用枚数　４４，９５３枚

【当初予算における内容、計画】
当初予算額 ３２，９１２，０００円
（対象者）
・７５歳以上の高齢者
・１８歳～７５歳未満の障がい者手帳所持者
（重度障がい者タクシー料金助成の対象者を除く）
（助成額等）
・年間４，０００円／人
（１００円券×４０枚または５０円券×８０枚）
・１乗車当たりの上限額
　バス　上限なし
　タクシー　３００円
（１００円券×３枚または５０円券×６枚）まで

【過去２ヵ年度の実績】
　令和５年度からの新規事業
　令和５年度
・交付者数　　　　　１５，４３０人
・バス利用枚数　　１３２，４８４枚
・タクシー利用枚数　３５，５８２枚

【事業を取りまく状況等】
心身の状況によりバス停に行くことが難しいなど、バス

を利用した外出が困難な人からの声を受けタクシーでの利
用支援を令和５年度から開始するとともに、障がいのある
人への支援も拡充し、外出機会の創出を図っている。

おでかけ支援事業 ２３，４８５

462,266 決 算 額 の 財 源 内 訳

426,699 一般財源

（款）3 民生費
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 ７． 高齢者が地域において尊厳のある生活を継続できるよう
に、高齢者の総合相談および虐待・権利擁護への対応・支
援、啓発を行い、地域包括ケアシステムの深化・推進を
図った。

地域包括ケア事業 ７，８１８

 ６． 市民の保健・医療の向上および福祉の増進を包括的に支
援する包括的支援事業等を地域において一体的に実施する
役割を担う地域包括支援センターを６か所設置し、委託運
用することにより地域包括ケアシステムの深化、推進を
図った。

地域包括支援セン
ター運営事業

１８１，８８０

 ５． 地域の特性や高齢者のニーズに応じた集いの場を開所
し、当該集いの場への参加、買物、通院等のための移送を
行う団体に対する支援を行った。また、介護予防に関する
講座、運動に特化した通いの場の創出支援、医療専門職の
介入による介護予防活動、通いの場の運営支援を行った。

地域介護予防活動
支援事業

９３０

 ４． 地域課題を地域自らが解決する方法を話し合う場の構築
及び地域活動の創出等を目的に生活支援コーディネーター
を配置し、地域活動の担い手の創出等のため生活支援サ
ポーター養成講座を開催した。

生活支援体制整備
事業

３６，２０６

 ３． 生活困窮者をはじめ、支援が必要な人が持つ多様なニー
ズや生活課題に柔軟に対応できるよう、地域住民のニー
ズ・生活課題の把握、住民主体の活動支援・情報発信、地
域コミュニティを形成する居場所づくり、多様な担い手が
連携する仕組みづくりを行った。

地域共助の基盤づ
くり事業

１２，０００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 地域福祉（活動）計画に基づき、支援を必要とする人が
抱える複雑化・複合化した生活課題について、地域住民
（組織）や福祉関係者への聞き取り等による把握及び関係
機関との連携・協働による解決を図るため包括的な支援体
制づくりを推進した。

小地域活動推進事
業

９７，２９４

（款）3 民生費
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決算書
       頁

137

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． 　ひきこもり状態にある人や働きづらさを抱えた人からの
相談に応じ、適切な支援を実施するとともに、市役所での
短時間雇用の取組「ワークステーションいせ」を開始し
た。

１．孤独・孤立対策推進事業（委託）
　　・新規相談件数　28件（延相談件数120件）
　　・利用登録件数　16件（内、新規9件）
　　・実習実施数　９か所
　　・企業開拓数　23企業（内、新規開拓数６企業）

２．ひきこもり支援推進事業（委託）
　　・新規相談件数　40件（延相談件数703件）
　　・支援ケース数　73件（内、新規37件）
　　・フリースペースの開催　119回（１か所）
　　　　利用者数　27人（延利用者数559人）
　　・家族の交流会の開催　９回
　　　　参加者数　23人（延参加者数77人）
　　・講演会の開催　１回（参加者数97人）
　　・サポーター養成講座　１回（修了者数13人）

３.　ワークステーションいせ(直営)
　　・採用人数　14人
　　（内、就労継続支援Ｂ型事業所併用２人）
　　・業務日数・時間
 　　 週１回１時間：2人、週２回２時間：12人
    ・業務内容
 　　 封入、チラシ折りなど専門性を必要としない業務
　　　各課での簿冊整理、PC入力
　　　保育所での絵本・おもちゃ消毒
    ・業務依頼課数　23課

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　26,868,000円
　　・相談支援、社会参加・就労支援、短時間雇用

【過去２ヵ年度の実績】
　 令和５年度からの新規事業
 　令和５年度　21,759,085円
　 ※ワークステーションいせは、令和６年度からの新規
事業

１．孤独・孤立対策推進事業（委託）
　　・新規相談件数　30件（延相談件数75件）
　　・利用登録件数　14件
　　・実習実施数　７か所
　　・企業開拓数　20企業（内、新規開拓数12企業）
２．ひきこもり支援推進事業（委託）
　　・新規相談件数　84件（延相談件数675件）
　　・支援ケース数　36件
　　・フリースペースの開催　133回（２か所）
　　　　利用者数　27人（延利用者数460人）
　　・家族の交流会の開催　６回
　　　　参加者数　18人（延参加者数38人）
　　・講演会の開催　２回（延参加者数545人）
　　・サポーター養成講座　１回（修了者数14人）

孤独・孤立対策推
進事業

２３，４０９

（款）3 民生費
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決算書
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（款）３．民生費　（項）２．老人福祉費　（目）１．老人福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

75,582 376,434 42,041

    （単位  千円）

決算書
       頁

139

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1
1

137

2

 ２． 日常生活における高齢者の移動手段を確保することによ
り、地域の活性化、社会参加の促進、心身の健康増進及び
介護予防の促進を図るため、電動アシスト自転車の購入費
用の一部補助を行った。
　　・交付人数　１６１人

高齢者電動アシス
ト自転車購入補助
事業

４，８９０

 １． ６５歳以上の寝たきりまたは歩行が全介助状態である下
肢の不自由な高齢者で、一般の交通機関を利用することが
困難な人に対し、移送用車両（リフト付タクシー等）の利
用を支援し、高齢者の福祉の増進を図った。
　　・利用枚数　　４１，５５６枚

高齢者リフト付タ
クシー利用支援事
業

４２，１３５

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

4,258,091

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 介護に従事する人材の確保及び介護職員の資質の向上を
図るため、介護職員初任者研修、介護支援専門員更新研修
等に係る費用の一部を助成した。
　初任者研修受講者：2人
　介護支援専門員更新研修等受講者：延べ8事業所、10人

介護従事者確保事
業

２３１

4,766,875 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,752,148 一般財源

 ９． 生活困窮世帯の子ども（小学４～６年生及び中学１～３
年生）を対象に、居場所を兼ねた学習機会の充実を図り、
個別指導型の学習支援を実施することにより、子どもの学
習意欲や学習習慣の定着を図った。

子どもの学習支援
等事業

９，１５８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【事業を取りまく状況等】
　様々な理由により、働きたくても働くことができない人
が増加傾向にあることから、福祉分野に限らず様々な関係
機関が連携・協働し、雇用に向けた社会参加や就労支援等
の仕組みづくりが必要となっている。

（款）3 民生費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

139

1

 １． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、設備等のメンテナンスを行い、老朽化
による施設の不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
・伊勢市みなとふれあいセンターオペレーター窓修繕工事
　　３５２，０００円

みなとふれあいセ
ンター管理経費

１３，８７９

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． ６５歳以上の高齢者で、居宅において養護を受けること
が困難な人を、養護老人ホームへ入所措置した。
　　・入所施設数 ３施設
　　・年度当初入所者数　７４名
　　・年度中の入所者数　１３名
　　・年度中の退所者　　２０名
　　・年度末入所者数　　６７名

老人ホーム入所措
置事業

１４０，１１７

 ６． 一人暮らし高齢者等の要援護者に対し救急時の対策とし
て、要援護者に係る情報を救急隊員や病院関係者へ迅速・
的確に伝えるため、救急医療情報キットを配備した。
　　配備件数　３，２１４件

救急医療情報キッ
ト配備事業

４２０

 ５． 市内に在住する年度末時点で満８８歳・１００歳・最高
齢の高齢者に対し、敬老と長寿を祝福し、感謝の意を表す
るため敬老祝品を贈呈した。（最高齢者への贈呈は生涯に
１回）
　　８８歳　：５，０００円相当　　９９８人
　　１００歳：１０，０００円相当　５８人
　　最高齢：１５，０００円相当（今年度対象者なし）

敬老祝品贈呈事業 ４，１４３

 ４． 伊勢市老人クラブ連合会及び各地区単位老人クラブの社
会奉仕活動や健康増進等に対して、補助金を交付し、生き
がいの場としてのクラブ活動を充実させた。

老人クラブ補助金 ８，０８２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 虚弱な一人暮らし高齢者や重度身体障がい者に対し、緊
急通報装置の貸与を行うことにより、緊急事態発生時に迅
速かつ適切に対処できる体制を整備し、一人暮らし高齢者
等の日常生活の安全確保を図った。

緊急通報体制等整
備事業

３，２６１

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）１．児童福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

172,607 199,121 11,800 108,314

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2
2

143

3
3

143

4
4

143

5

 ５． 月齢６か月になる０歳児や保育所等地域とのつながりが
ない未就園児について、ママ☆ほっとテラスへの来所を促
したり家庭訪問等を実施し、孤立しがちな家庭の保護者と
赤ちゃんの見守りを行った。

また、支援が必要と思われる家庭については、関係機関
で情報共有し適切なサービスにつなぎ、地域とのつながり
を持てるよう支援することで、児童虐待の未然防止を図っ
た。
０歳児及び未就園児を対象とした家庭訪問等の実施
・対象者数　　０歳児：561人　未就園児：8人
・来庁者数　　０歳児：459人
・家庭訪問等　０歳児：102人　未就園児：8人

０歳児・未就園児
等見守り支援事業

１，０９４

 ４． 施設入所又は里親委託など社会的養護が必要な児童が、
社会で自立できるよう支援するとともに、里親制度の普及
啓発により子ども家庭福祉の増進を図った。
　児童養護施設退所児童等支援給付金支給人数　１人

社会的養護自立支
援事業

５９２

 ３． 保健師及び家庭児童相談員、女性相談支援員、臨床心理
士（非常勤）を配置し、児童虐待通告や家庭児童相談、Ｄ
Ｖ（配偶者等による暴力）等の女性相談に対する助言指導
等を行った。
　・児童相談（児童虐待や家庭養育、不登校等）
　　　延べ2,762件（実人数898人　うち新規376人）
　・女性相談（ＤＶや離婚問題等）
　　　延べ　479件（実人数128人　うち新規 83人）

こども家庭相談セ
ンター事業

１２，１９５

 ２． 不適切な養育状態にあるなど虐待のリスクを抱え、特に
支援が必要な家庭を子育て経験者等が訪問し、育児・家事
支援を通じて、児童の養育環境の維持・改善及び保護者の
養育力の向上を支援した。
　訪問実家庭数　14戸　　延べ訪問件数　174件

子育て世帯訪問支
援事業

１，８９８

650,992

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 保護者の疾病等により家庭で児童の養育が一時的に困難
となった場合や経済的理由等により緊急一時的に母子の保
護を必要とする場合に、委託施設において養育又は保護を
行った。
　延べ利用者数　12人　　延べ利用日数　48日

子育て支援ショー
トステイ事業

３６７

1,186,121 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,142,834 一般財源

（款）3 民生費
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 ３． こども基本法に基づく「伊勢市こども計画」策定のため
子育て世帯・子ども・若者へニーズ調査等を実施し、伊勢
市子ども・子育て会議において計画案を審議し、計画を策
定した。

児童福祉一般事務
費

２９，０６２

 ２． 会員間の相互援助活動により、仕事と子育ての両立を図
るため一時的に子どもを預かる会員組織である「いせファ
ミリー・サポート・センター」の運営を行った。
　年度末会員数　260人　　活動件数　1,327件

ファミリーサポー
トセンター事業

１０，４４１

 １． 児童が病気あるいは病気回復期にあるために集団保育が
困難である間、当該児童を専用スペースで預かることによ
り、保護者の子育てと就労の両立支援を行った。
　延べ利用人数　515人

病児・病後児保育
事業

１５，２９２

子 育 て 応 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 学校および学校の設置者以外（首長部局）からのアプ
ローチによるいじめ解消の仕組みづくりに向けたモデル
ケースの構築を目的に各種取組をすすめた。
・いじめ報告相談アプリ
　　相談実績　701件（内いじめ69件）
・いじめ防止授業　全公立小・中学校（32校）
・いじめ防止研修会　対象：PTA等

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　20,000,000円
・「こどもいじめ相談窓口」設置
・いじめ報告相談アプリでの相談対応
・被害者に寄り添った支援体制の構築
・いじめ防止研修の実施　等

【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度からの新規事業
令和５年度　12,946,770円
・いじめ報告相談アプリ
　　相談実績　526件（内いじめ50件）
・いじめ防止授業　全公立小・中学校（32校）
・いじめ防止研修会　対象：民生委員等

【事業を取りまく状況等】
アプリはこどもが自らの気持ちを述べられる身近なツー

ルとなっており、年度を通じて一定数の相談がある。
いじめ相談が入口ではあるものの、こどもの声を直接聞

くことで、児童虐待・生活困窮・障がいなど複雑・複合化
した様々な課題の把握ができているため、今後も学校や教
育委員会等と連携しながら事業を継続していく。

いじめ防止対策推
進事業

１８，４３５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）3 民生費
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 ５． 多子世帯の育児負担及び子育て世帯の経済的負担を軽減
するため、未就学児２名を養育する者を対象に、親子３人
乗り自転車のレンタル事業を実施した。
　・レンタル件数　25件

親子３人乗り自転
車利用支援事業

３，２１９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 〇集合型学習支援（無料の学習塾）
低所得の子育て世帯の子どもを対象にした個別指導形式

による集合型学習支援(無料の学習塾)の実施を委託し、基
礎学力や学習意欲の向上を図り、貧困の連鎖の防止に努め
た。
　・委託先　公益社団法人全国学習塾協会
　・開催回数　延べ155回（４会場５教室）
　・受講者数　小学生 34人、中学生 25人
　・中学３年生受講者の高校進学率　100％
〇学習塾利用料助成

就学援助世帯等の中学生を対象に、経済的困難による教
育格差を縮小するため、学習塾利用にかかる費用を助成し
た。
　・交付人数　非課税・生活保護世帯　68人
              就学援助世帯　118人
　
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　22,604,000円
・集合型学習支援（無料の学習塾）
・学習塾利用料助成

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　18,179,545円
　集合型学習支援（無料の学習塾）
　・委託先　公益社団法人全国学習塾協会
　・開催回数　延べ198回（４会場６教室）
　・受講者数　小学生 43人、中学生 49人
　学習塾利用料助成（令和４年度開始）
　・交付人数　非課税・生活保護世帯　60人
 　           就学援助世帯　97人
令和５年度　20,652,171円
　集合型学習支援（無料の学習塾）
　・委託先　公益社団法人全国学習塾協会
　・開催回数　延べ198回（４会場６教室）
　・受講者数　小学生 27人、中学生 31人
　学習塾利用料助成
　・交付人数　非課税・生活保護世帯　71人
 　           就学援助世帯　111人
※開催回数の延べ回数は、同一会場において複数の教室を
開催したものはそれぞれの開催回数を含めている。

【事業を取りまく状況等】
親の経済格差による子どもの教育格差が将来の進学や収

入等に影響を及ぼすことから、こどもの貧困の解消に向け
た対策として学習支援を推進していく必要がある。

学習サポート事業 １９，７９５

（款）3 民生費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1

 １． へん地にある保育所の児童送迎にかかる負担を軽減し、
保育所送迎に対する地域格差を解消するとともに、安定的
な保育の提供を行うため、送迎バス運行経費の一部を補助
した。

児童送迎バス負担
金

２，０００

保 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． 保護者が仕事などにより昼間家庭にいない小学生を対象
に、放課後の遊びや生活の場を与えて、児童の健全育成を
図った。
　放課後児童クラブ数　34箇所

放課後児童対策事
業

４０３，６１５

 ７． 低所得の子育て世帯の子どもの進学に向けた挑戦を支援
するため、大学等の受験料や受験に向けた模擬試験料への
補助を開始した。
　大学等受験料補助　33件
　模擬試験料補助　　19件

大学受験料等支援
事業

１，５０４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 子どもの安全を守り、家族での子育てを応援するため、
緊急的な児童の預かりや市外からの児童の帰省の際に、市
内在住の祖父母やおじ・おばなどの家族を対象に、一時的
に必要となるチャイルドシートをレンタルし、家族による
育児の負担軽減を図った。
　・委託先　NPO法人三重みなみ子どもネットワーク
　・レンタル件数　83件

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　847,000円
・対象者　児童の祖父母、おじ・おばなど
・台数　乳児用　５台　幼児用　５台
・期間　２週間以内
・料金　１台につき1,000円／回

【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
６歳未満の児童へはチャイルドシートの着用が義務化さ

れているが、全国的にもチャイルドシート非着用による死
亡事故が発生している。非着用での死亡率は着用時に比べ
て高いため、児童の命を守るためにもチャイルドシートの
着用は重要である。

チャイルドシート
一時利用支援事業

７６６

（款）3 民生費
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 〇保育所復職・就職支援
　保育士確保に向けて、民間保育所等とともに、「保育士
復職・就職支援セミナー」および「保育のお仕事相談会」
を実施した。
　また、新規事業として「保育のお仕事セミナー＆合同就
職相談会」を開催した。
　保育のお仕事セミナー＆合同就職相談会
　参加法人等　13ブース　　参加者人数　16人
〇民間保育施設への補助事業
・保育士の業務負担を軽減し、離職を防ぐため、民間保育
所等に対して、保育にかかる周辺業務を行う職員や短時間
勤務の保育補助者の雇用にかかる人件費を補助した。
　保育体制強化事業補助金
　　　　　　　　　　　　　20施設　23,026,000円
　保育補助者雇上強化事業補助金
　　　　　　　　　　　　　17施設　39,079,000円

・新規採用者に対する就労奨励金・継続奨励金を制度化し
た民間保育所等に対する補助を実施し、民間保育所等の保
育士確保支援を行った。（令和５年10月から実施）
　保育士・幼稚園教諭等就労支援事業補助金
　　19施設・24人　　4,800,000円
　　※年度末返還１人含む
　幼稚園教諭就労促進支援補助金
　　２施設・２人　　　400,000円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　62,060,000円
　保育士確保に向けて、伊勢市内の私立保育所・認定こど
も園等と合同で、新卒保育士または潜在保育士の就職を支
援する相談会などを実施する。また、保育士の業務負担を
軽減し、離職を防ぐための職員等を雇上げる特定教育・保
育施設に対し、必要となる経費を補助する。

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度
　保育体制強化事業補助金
　　　　　　　　　　　　　13施設　14,715,000円
　保育補助者雇上強化事業補助金
　　　　　　　　　　　　　17施設　33,859,000円
令和５年度
　保育体制強化事業補助金
　　　　　　　　　　　　　18施設　19,684,000円
　保育補助者雇上強化事業補助金
　　　　　　　　　　　　　18施設　34,986,000円
　保育士・幼稚園教諭等就労支援事業補助金（保育課）
　　　　　　　　　　　　　１施設　200,000円

保育士確保事業 ６７，４７３

（款）3 民生費
43



決算書
       頁

2
2

141

3
3

141

4
4

141

5
5

141

6
6

141

7

 ７． ○一般保育事業補助金
公立保育施設と同水準の保育内容を確保するとともに、

提供する保育の資質向上を図り、子どもを安心して育てら
れる環境を整備し、安定した運営を維持するため、運営に
係る経費の一部を補助した。
　民間保育所等　29施設　76,727,000円

民間保育施設運営
補助事業

７６，７２７

 ６． ○延長保育
短時間認定児童および標準時間認定児童に対し通常の保

育時間を超えて長時間保育を実施している民間保育所等に
対しその経費を補助した。
　民間保育所等　８施設・136人　4,320,000円

○一時預かり事業
保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の

ための一時的な保育を行う民間保育所等に対しその経費を
補助した。
　民間保育所等　３施設　8,116,000円

民間保育施設特別
保育事業

１２，４３６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【事業を取りまく状況等】
　保育士の確保については、公私立共通の課題であり、市
においても合同で相談会を行うなどし、確保に努めてい
る。令和６年度については、就労支援事業補助金を活用し
た私立保育所・認定こども園等においては、採用をするこ
とができており、本事業の成果が出ていると考えられる
が、市全体では児童数の減少が顕著な状況となっており、
公私立含めて、適正な保育士数をどのように見込んでいく
かが課題である。

 ５． 公私立保育所職員の資質の向上を図るため、各種研修会
を開催した。また、公立保育所職員の資質の向上を図るた
め、各種研修を受講した。
　公私立保育所研修　　　　　 7講座  延べ408人
　公立保育所研修参加等　　　60講座　延べ359人

保育所研修事業 ３５４

 ４． 保育所等の入所児童の使用済み紙おむつ処分について、
感染症予防や衛生環境の改善のため、収集・運搬業務委託
を行った。
　公立保育所等　9施設、民間保育所等　22施設
　委託料　5,770,600円

保育環境改善事業 ５，７７１

 ３． 医療を要する状態にある児童が入所している保育所に、
看護師等を配置した。
　実施施設　公立保育所　１施設
　　　　　　私立保育所等　１施設　829,000円

医療的ケア児童保
育支援事業

４，１１７

（款）3 民生費
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 ９． 民間保育所等の低年齢児（０～２歳児）の年度途中入所
に対応するため、保育士の配置に必要な人件費を補助し
た。
○伊勢市低年齢児保育充実事業補助金

特別保育事業を実施し、０・１・２歳児童の受け入れの
ため保育士の配置に必要な経費を補助した。
　民間保育所等　９施設　9,750,000円

○伊勢市低年齢児待機児童対策事業補助金
待機児童の発生を防ぐため、満３歳児に達していない児

童の受け入れ体制を確保する私立保育所等に対し、保育士
の配置に必要な経費を補助した。
　民間保育所等　23施設　58,858,800円

民間保育施設低年
齢児保育充実事業

６８，６０９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． ○特別支援保育事業
保育所等での集団保育が可能で、かつ特別な支援を必要

とする児童を受け入れている民間保育所等で、基準を超え
る保育士配置に必要な経費及び運営の健全化を図るための
経費を補助した。
　民間保育所等　20施設　97,669,000円
　対象児童　（中度）63人　（重度）４人

○アレルギー等対応特別給食提供事業
食物アレルギー等があり保育所等における給食に特別な

配慮が必要な児童への安全な給食提供のため、民間保育所
等における調理員の加配、代替食材、研修等にかかる費用
を補助した。
　民間保育所等　22施設　21,622,000円
　対象児童数　130人

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　85,000,000円

特別な支援を必要とする児童や、食物アレルギー等で給
食に特別な配慮が必要な児童の受け入れに関し、私立保育
所・認定こども園等へ必要な人件費等を補助する。

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度
　特別支援保育事業補助金　14施設　46,221,000円
　アレルギー等対応特別給食提供事業補助金
　　　　　　　　　　　　　21施設　19,562,000円
令和５年度
　特別支援保育事業補助金　15施設　54,045,000円
　アレルギー等対応特別給食提供事業補助金
　　　　　　　　　　　　　22施設　21,491,000円

【事業を取りまく状況等】
保護者の就労等で教育・保育施設を利用する児童は増加

しており、特別な支援を必要とする児童についても同様で
ある。また、食物アレルギー等がある児童も増加してお
り、安心して預けられる保育環境が求められている。

民間保育施設特別
支援保育等充実事
業

１１９，２９１

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）２．児童措置費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

2,786,581 918,073 105,071

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1
1

143

2

4,821,873 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,818,664 一般財源

1,008,939

 ２． 子どもの健やかな育ちを社会全体で応援するという趣旨
のもとに、高校生年代まで（令和６年10月の制度改正前は
中学３年生まで）の子どもを養育する保護者に対し児童手
当を支給した。
　受給者数　8,236人　対象児童数　14,298人

児童手当支給事業 １，７２９，７６０

子 育 て 応 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 児童の福祉に欠ける母子及び経済的に困窮する妊産婦の
入所措置を行い、母子の自立促進のための生活支援又は妊
産婦の助産の援助を図った。
　母子生活支援施設　３世帯　９人
　助産施設　１人

児童入所施設措置
事業

１１，７０３

 11． 物価高騰等の影響により食材価格が高騰する中で、保育
所、認定こども園等の給食に係る食材費の一部を市が支援
をすることにより、給食費への価格転嫁を防ぎ、保護者の
経済的負担を軽減するとともに、給食の質の低下を防止す
るため、支援金交付等を行った。

　公立保育所等（食材費の補填）９施設   7,044,000円
　民間保育所等（支援金交付）29施設　28,821,294円

保育所等食材費負
担軽減事業

３５，８６５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 10． 保育所等施設の機能の維持及び向上を図るため、民間保
育所等が行う施設整備事業に対し補助金を交付した。
〇民間保育所等施設整備事業補助金
民間保育所等が行う大規模修繕等の工事の施工に要する費
用に対し補助金を交付した。
　民間保育所等　２施設　12,547,500円

○保育環境改善等事業
民間保育所等が行う保育環境の改善に要する以下の費用に
対し補助金を交付した。
・保育環境の向上等を図るため老朽化した備品や設備の更
新及び改修等を行うもの
　保育環境向上等事業補助金　２施設　2,058,000円
・熱中症対策として冷房設備を設置又は更新するための改
修等を行うもの
　熱中症対策事業補助金　２施設　1,832,700円

民間保育所等施設
整備事業

１６，４３８

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）３．父母子福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

149,638

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1
1

143

2
2

143

3

 ３． 父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の
増進を図るために、手当を支給した。
　受給資格者　948人

児童扶養手当支給
事業

４２３，５８８

 ２． ひとり親家庭の子どもの健やかな成長の一助となる養育
費の確実な受け取りを支援するため、その取り決めに係る
公正証書等の作成や、確実な受け取りのための保証契約に
かかる費用を補助した。
　債務名義取得事業補助　13件

ひとり親家庭養育
費確保サポート事
業

２５３

子 育 て 応 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ひとり親家庭等の相談に応じ、その自立に必要な情報提
供・助言・指導を行い、就労に資する主体的な能力開発の
取組を支援して、ひとり親家庭の自立の促進を図った。
　ひとり親・寡婦相談件数　   169件
　高等職業訓練促進給付金　　  10件
　自立支援教育訓練給付金　　　２件

ひとり親家庭支援
事業

１３，９５７

439,536 決 算 額 の 財 源 内 訳

437,798 一般財源

288,160

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）４．児童福祉施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

59,944 30,486 35,200 134,982

    （単位  千円）

決算書
       頁

145

1
1

145

2

 ２． 保育所等での集団保育が可能で、かつ特別な支援を必要
とする児童を受け入れ、健常な児童とともに保育すること
により健全育成を図るため、市立保育所に保育士及び保育
補助員を加配した。
　公立保育所等　９施設
　対象児童　（中度）75人　（重度） ８人

特別支援保育事業 １４６，１７１

1,338,542

保 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 〇延長保育
　11時間を超えて長時間の保育を実施した。
  保育所きらら館  利用児童数　４人
　ふたみ保育園　利用児童数　３人
〇休日保育

日曜、祝日等の保護者の就労等により、家庭での保育が
困難な場合に、子育てと仕事の両立を支援するため、休日
保育を行った。
　保育所きらら館　延べ　294人
〇一時保育

保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の
ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を
行った。

公立保育所等 ５施設（保育所きらら館、小俣子育て支
援センター、しごうこども園、御薗子育て支援センター、
駅前一時保育室）
　延べ利用児童数　１日利用　2,717人
　　　　　　  　　半日利用　1,317人

令和６年度から３歳未満の乳幼児を対象に初回利用料金
（給食費除く）が無料となる「一時保育お試し利用」を実
施した。
　利用者数　241人
〇地域活動 保育所を基点とした地域住民の主体的な子育
て支援の促進を図るため事業を実施した。
　公立保育所　５施設

市立保育所特別保
育事業

４２，８３１

1,667,171 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,599,154 一般財源

（款）3 民生費
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決算書
       頁

145

3
3

145

4
4

145

5

 ５． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
○主な整備
　市立保育所等防犯カメラ設置工事（認定こども園分）
　しごうこども園砂場パーゴラ設置工事
　しごうこども園交流室空調機取替工事

市立認定こども園
施設整備事業

４，９４３

 ４． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
○主な整備
　御薗第一保育園トイレ改修工事
　保育所しらとり園０歳児保育室空調機取替工事
　明倫保育所調理師用便所改修工事
　御薗第一保育園給食室床塗装工事
　保育所しらとり園空調機等取替工事
　市立保育所等防犯カメラ設置工事（保育所分）
　御薗第一保育園４歳児保育室ほかロッカー取替工事
　浜郷保育所２歳児保育室手洗い設置工事
　保育所きらら館空調機取替工事

市立保育所施設整
備事業

３５，４３６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 市内7か所の子育て支援センターで子育て家庭の交流の
場の提供、子育てに関する講座の開催、育児不安について
の相談指導等を行った。

また、令和３年度から子育て支援センターから遠い地域
を中心に、地域の施設を利用して定期的に移動子育て支援
センターを開設している。
　
〇子育て支援センター

明倫子育て支援センター、子育て支援センターきらら
館、しごう子育て支援センター、二見子育て支援セン
ター、小俣子育て支援センター、御薗子育て支援セン
ター、駅前子育て支援センター

利用者数　58,722人

〇移動子育て支援センター
宮本地区コミュニティーセンター、城田地区コミュニ

ティーセンター、修道こども園子育て支援室
 　利用者数　216人

地域子育て支援セ
ンター事業

１１０，６１９

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）６．こども発達支援費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,052 382 87,750

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1
2

147

2
2

147

3

 ３． 障がい児が地域において自立した日常生活又は社会生活
を送り、適切な福祉サービス等が提供されるよう障害児支
援利用計画の作成等を行った。
　利用計画作成延べ件数　  667件
　モニタリング延べ件数　1,455件

障害児相談支援事
業

２４，８７４

 ２． おおぞら児童園の施設を維持管理し、通園児の安全かつ
快適な施設利用を図った。おおぞら児童園管

理事業

４，３３７

120,917

こども発達支援室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 障がいのある児童の発達の促進と障がいの軽減を図るた
め、通園による訓練や療育、保育所等訪問支援、相談等を
行った。
・児童発達支援
　　発達療育：延べ190人、感覚運動あそび：延べ3,081人
　　作業療法：延べ411人、言語療法：延べ650人
　　心理療法：延べ87人
・放課後等デイサービス
　　小学部療育：延べ430人、作業療法：延べ150人
    言語療法：延べ200人
・保育所等訪問支援　　延べ5人
・療育や就学等についての相談：延べ221件

おおぞら児童園運
営事業

３３，３９１

219,033 決 算 額 の 財 源 内 訳

210,101 一般財源

（款）3 民生費
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決算書
       頁

147

4

 ４． 保健師・保育士・教員・臨床心理士等が、子どもの発達
や育ちに関する相談に応じ、子どものライフステージに応
じた途切れのない支援を行い必要なサービスや関係機関へ
のコーディネートを行った。

　・発達支援相談　1,221件
　・保育所等訪問事業　236件
　・５歳児発達支援事業　795人
　・ペアレント・トレーニング　11人（延べ53人）
　・学校訪問事業　515人
　・講演会の開催　１回

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　9,503,000円
　・発達支援相談、５歳児発達支援、保育所・学校訪問等

【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度　6,136,097円
　・発達支援相談　1,097件
　・保育所等訪問事業　227件
　・５歳児発達支援事業　887件
　・ペアレント・トレーニング　10人（延べ50人）
　・学校訪問事業　390人
　・講演会の開催　１回
令和４年度　6,360,492円
　・発達支援相談　1,228件
　・保育所等訪問事業　296件
　・５歳児発達支援事業　819人
　・ペアレント・トレーニング　４人（延べ24人）
　・学校訪問事業　385人
　・講演会の開催　１回

【事業を取りまく状況等】
発達障がいについて社会的認知が高まる中、保健・福

祉・教育が連携し、切れ目なく子どもの育ちを支援する体
制を強化していく必要がある。

こども発達支援事
業

７，９７４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）４．生活保護費　（目）２．扶助費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,348,580 43,155

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1

429,494

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助
長することを目的とした生活保護法の理念に基づいて、適
正な保護の実施に努めた。
　
令和６年度実績
　被保護世帯数　　　　　　８０８世帯
　被保護人員　　　　　　　９１２人
　被保護率　　　　　　　　７．７‰

　種　　別 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　生活扶助　　　　   　　　４０９，０２１，６９６
　住宅扶助         　　　  ２２６，９２０，１２３
　教育扶助          　   　　　１，５２４，２５０
　介護扶助        　  　　　 ９８，２８４，４９７
　医療扶助       　　　１，０４３，１５７，４９３
　出産扶助　　　　　　　   　　　　　　　　　　０
　生業扶助  　　 　　　　　　　１，９８４，１３４
　葬祭扶助        　　　 　　　１，７００，３６７
　保護施設事務費　　　　　　 ３７，８８９，３９４
　就労自立給付金   　　　            ４６，８９５
　進学・就職準備給付金     　　　　７００，０００
　合　　計 　  　　　　１，８２１，２２８，８４９

令和５年度実績
　被保護世帯数　　　　　  ８２０世帯
　被保護人員　　　　　　  ９２９人
　被保護率 　　　　　　   ７．８‰

　種　　別 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　生活扶助　　 　　　　　　４２４，９５６，１７４
　住宅扶助       　　　　　２３３，８４０，２０６
　教育扶助      　 　　　　　　２，５０４，８１１
　介護扶助        　　　　　 ９４，７１８，６５８
　医療扶助    　 　　　１，０６６，３７７，５５０
　出産扶助　　　 　　　　  　　　　　　　　　　０
　生業扶助  　　　　　　 　　　２，４５９，２０６
　葬祭扶助        　　　 　　　１，９８０，８８５
　保護施設事務費   　　　　　３８，３８１，１３８
　就労自立給付金　   　　　　　　　２１７，３７５
　進学準備給付金　 　　　  　　　　１００，０００
　合　　計 　  　　　　１，８６５，５３６，００３

各種扶助事業 １，８２１，２２９

1,925,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,821,229 一般財源

（款）3 民生費
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（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）１．人権施策管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

14,717

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1
1

149

2
2

149

3

（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）２．人権啓発推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

343

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1
1

149

2

 ２． 非核・平和第４５回空襲展を実施した。平和を祈念した
折鶴用に「非核平和宣言都市｣名入り折紙を作成し、市内
中学の「中学生ピースメッセンジャー」広島平和事業にお
いて献納した。日本非核宣言自治体協議会のポスターを活
用した原爆被災ポスター展を実施し、広く市民へ非核・平
和の周知を行った。９月の国際平和デーには、正午に「鐘
の音とともに祈りを」と題して市内の寺院や教会等の協力
を得て鐘を鳴らし、平和を感謝し、恒久平和を祈念する取
り組みを実施した。

非核平和推進事業 １，１５４

3,989

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権啓発パンフレット・啓発物品を作成し、「差別をな
くす強調月間」及び「人権週間」を中心に、企業訪問、街
頭啓発などで配布した。第１０回人権映画祭では、いじ
め、多様性、ＳＮＳなど、様々なテーマで制作された作品
を上映するともに、瀬木直貴監督による記念講演を実施し
た。

人権啓発推進事業 １，２２７

4,911 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,332 一般財源

 ３． 人権問題に関する理解と認識を深めるため、市民館講座
を開催し、市民に学習の場と気づきの機会を提供した。市民館講座開催事

業

８３

 ２． 令和７年度に解体を予定している一之木地区集会所のアス
ベスト含有調査を行った。集会所管理運営事

業

２，０８１

47,169

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市人権施策推進協議会と協力し、人権尊重啓発ポス
ター・人権尊重啓発標語の募集、人権セミナー開催等の各
種事業の展開を通じて、市民の人権意識の高揚に努めた。

人権施策推進事業 ９２５

64,273 決 算 額 の 財 源 内 訳

61,886 一般財源

（款）3 民生費
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決算書
       頁

149

3
3

149

4
4

149

5

 ５． 小中ＰＴＡ会員と一般からの受講者を募集し、４回の講
座を開催した。講座内容は子どもの人権、性の多様性、イ
ンターネットと人権、障がい者の人権とし、人権問題を広
く学習する機会を提供した。延べ１２４名の参加があり、
人権啓発に努めた。

人権啓発講座開催
事業

１９５

 ４． 市内２１の各協議会に負担金を支出して、講演会、人権
展、啓発紙の発行等の活動の支援を行った。小学校区別人権・

同和教育推進連絡
協議会事業

８４０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 「伊勢市人権講演会」は、開会行事として、市内小中学
生各１名による人権作文の朗読、人権尊重啓発ポスター・
標語の表彰式を行った。その後の講演会では、タレント/
振付師であるKABA.ちゃんにお越しいただき、「知ってほ
しい、LGBTQのこと～これが私。自分らしく生きるために
～」と題してお話しいただいた。自身がトランスジェン
ダーによって経験した出来事、かつての自分のように悩ん
でいる方への思いを話され、市民の人権感覚の向上につな
がった。

講演会開催事業 ９１６

（款）3 民生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）１．保健衛生総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

8,503 16,472 75,700 3,854

    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1
1

151

2
2

151

3
3

151

4
4

153

5
5

153

6

 ６． 犬や猫の適正な飼育を図るため、不妊手術費等の一部助
成を行った。また、伊勢市が市内の動物病院と委託契約を
締結し、ＴＮＲ活動を行った。

不妊去勢手術費用の助成　１，８９４，５００円
　助成金交付件数　犬２１３頭、猫３７３匹
ＴＮＲ活動       　　　　　７７０，０００円
　実施回数　４８回、猫７７匹

犬猫不妊去勢手術
推進事業

２，６６７

 ５． 持続可能な社会づくりに貢献する人材育成のため、事業
者や大学と連携し、環境教育の出前講座等を実施した。
小中学校：延べ１６校、３６クラス、７１８人

環境教育推進事業 ３００

 ４． 公共用水域の汚濁防止、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図るため、合併処理浄化槽設置者に対し補助し、合
併処理浄化槽の普及に努めた。

予定処理区域外 ９６基 ２６，０５３千円（予定処理
区域内低地等含む）
　予定処理区域内　２３基　　２，６４２千円

共同汚水処理施設の適正な維持管理を推進するため、補
助金交付要綱に基づき、修繕工事を実施した管理団体に対
し補助を行った。
　補助件数　２件　１，２８３千円

合併処理浄化槽整
備事業補助金

３０，０４３

 ２． １市２町で構成する伊勢広域環境組合クリーンセンター
でし尿等の適正処理を行った。
　共通経費　　　２，９３６千円
　運営経費　２０９，４２７千円

伊勢広域環境組合
負担金（し尿）

２１２，３６３

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合斎場で火葬業務を
行った。
　共通経費　　　　８００千円
　運営経費　５７，４７４千円
　建設経費　　９，２３４千円

伊勢広域環境組合
負担金（斎場）

６７，５０８

 ３． 伊勢市環境会議と連携し、各家庭における生活排水対策
の啓発活動等に取り組んだ。
　実施事業：いきもの調査、水質調査　等

生活排水対策啓発
事業

１３７

627,172 決 算 額 の 財 源 内 訳

580,872 一般財源

476,343

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）4 衛生費
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 ７． 温室効果ガスの排出削減、脱炭素社会の実現に向け、市
民に対する脱炭素にかかる啓発活動及び事業所に対する脱
炭素経営のための補助を行った。また、第３期伊勢市環境
基本計画（計画期間：Ｒ２～Ｒ１１）の中間見直しを行っ
た。
　・事業所脱炭素化支援補助金
　　　交付件数１４件　交付総額１，９８１千円
　・伊勢市環境フェア（令和６年１０月６日実施）
　　　来場者数１０，０００人

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１１，６３６，０００円
　○脱炭素型ライフスタイルの推進
　　・地球温暖化防止、エコ住宅・家電、電気自動車・
　　　エコドライブ、公共交通利用促進等の普及啓発
　　・「伊勢市環境フェア～みんなで脱炭素社会をめざ
　　　そう～」の開催
　○脱炭素経営の促進
　　・脱炭素経営セミナー開催
　　・事業所脱炭素化支援
　○第３期伊勢市環境基本計画（計画期間：Ｒ２～Ｒ１
　　１）の中間見直し
　　・第３期伊勢市環境基本計画策定支援業務委託

【過去２ヵ年度の実績】
　令和５年度からの新規事業
　令和５年度　４，４２０，１６０円
　○脱炭素経営の促進
　　・脱炭素経営セミナー開催
　　・事業所脱炭素化支援補助金
　　　　交付件数　１０件　交付総額　１，１３６千円
　○脱炭素型ライフスタイルの推進
　　・地球温暖化防止、エコ住宅・エコ家電、電気自動
      車・エコドライブの普及啓発
　　・「伊勢市環境フェア～みんなで脱炭素社会をめざそ
　　　う～」の開催
　　　開催日：令和５年１０月９日（月・祝）
　　　場所：三重県営サンアリーナ
　○脱炭素化に向けた現状把握
　　・温室効果ガス排出量等の現状把握
　　・市民・事業者向けアンケートの実施

【事業を取りまく状況等】
カーボンニュートラルに向けて市民生活・事業活動の転

換が求められるため、引き続き、市民啓発や事業所の脱炭
素化促進を進める必要がある。事業所脱炭素化支援補助金
について関係機関と連携して周知を図る。

脱炭素社会普及促
進事業

１０，８３３

 ８． 住宅への再生可能エネルギーの導入促進及び再生可能エ
ネルギー電力の自家消費を図るため、太陽光発電設備・蓄
電池の設置に対する補助を行った。
　太陽光発電設備　１８件　６，４４０千円
　蓄電池　　　　　１６件　６，９０３千円

太陽光発電設備等
設置費補助金

１３，３４３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）4 衛生費
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    （単位  千円）
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）２．保健センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

37 3,321 25,687

    （単位  千円）
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    （単位  千円）
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 ３． 病院群輪番制は、一次救急医療体制に併せ、市内の２病
院（伊勢赤十字病院、市立伊勢総合病院）が、輪番制によ
り、休日及び夜間における重症救急患者の受け入れに対応
する二次救急体制を確保するためのものであり、この補助
金はその運営費を補助するものである。
令和６年度は２０，４７６人の受け入れがあり、市民の安
心・安全確保に大きく貢献した。

病院群輪番制病院
運営費補助金

３４，５９６

 ２． 休日・夜間応急診療所への医師派遣調整及び救急医療知
識の普及啓発並びに情報提供業務を伊勢地区医師会に委託
し、一次救急医療体制の確保を図った。

一次救急医療事業 ４，０５７

 １． 市民の安心と救急医療体制の保持を図るため、健康、医
療をはじめ、介護、育児やメンタルヘルスなどの、市民の
心と体の様々な相談に、医師や看護師などの専門家による
２４時間年中無休、通話料無料の電話相談サービスを委託
により実施した。9,993件の相談があった。

健康・医療電話相
談事業

８，１１８

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

1,322,058

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 病院事業会計に対して繰出基準に基づく繰出しのほか、資
金不足改善のため、繰出しを行った。
・通常分　　　　　９０４，７０１千円
・資金不足改善分　１３６，０００千円

病院事業会計繰出
金

１，０４０，７０１

1,360,832 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,351,103 一般財源

小俣総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域住民の福祉の充実及び公衆衛生の向上を目的に設置
された。現在は指定管理者制度を導入して管理運営を行っ
ている。

毎月６回程度のかわり湯を実施するなど、利用拡大に努
め、市民の憩いの場として多くの方に利用していただい
た。
　　令和６年度利用者数　48,786人

離宮の湯管理運営
事業

２０，７１４

（款）4 衛生費
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 ８． 南勢志摩医療圏（伊勢志摩地域）の地域医療体制の充実
を目的に設置した研究部門により、医師不足や医師の偏在
の解消にむけて、医師確保体制の仕組みづくり、医師の
キャリア形成や研修プログラムの開発・研究、指導医の養
成や研修医等への教育を行うことで、南勢志摩医療圏（伊
勢志摩区域）の医師確保対策の仕組みづくりの充実を図っ
た。

南勢地域医療学寄
附研究部門設置事
業

９，５００

 ７． 不採算部門のうち、公的病院である伊勢赤十字病院が市
内で唯一保有する小児医療病床及び周産期医療病床の運営
経費を一部補助し、地域医療体制の確保を図り、市民の安
心・安全な医療の提供につなげた。

公的病院支援事業
補助金

３５，０００

 ６． 地域医療（主に回復期リハビリテーション）の充実を目
的に設置した寄附講座により、市立伊勢総合病院へ医師が
派遣され、スタッフへの指導、医療従事者向けの講習会、
研修等により、リハビリテーション環境の充実を図った。

連携リハビリテー
ション医学講座設
置事業

２４，０００

 ５． 健康づくりの基本となる食生活を適正なものにするた
め、食生活改善推進員の自主的な活動に対する支援を行っ
た。

食生活改善推進事
業

８０４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 生涯を健康で暮らせるような「健康文化都市」をめざし
て、第２期伊勢市健康づくり指針に基づき生活習慣病の発
症予防と重症化予防を中心に健康づくり事業を推進した。
重点事業への取組みとして、ウォーキングの推進、低カロ
リーバランス食レシピの活用や推定野菜摂取量の測定、野
菜レシピの動画配信など野菜摂取の啓発を行った。健康マ
イレージ事業では、市公式LINEアカウントでの参加者に
は、応援メッセージを送り、取り組み継続を呼びかけた。
【当初予算における計画、内容】
当初予算額　４，２１２，０００円
・ウォーキング大会、いせし健康体操の普及
・野菜摂取の普及啓発を目的とした講座、イベント
・いせし健康マイレージ事業
・市民健康意識調査の実施
【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　１，２３０，０１７円
・ウォーキング大会、いせし健康体操の普及
・低カロリーバランス食レシピの普及
・いせし健康マイレージ事業
令和５年度　１，４５２，５０６円
・ウォーキング大会、いせし健康体操の普及
・野菜摂取の普及啓発を目的とした講座、イベント
・いせし健康マイレージ事業
・第２次自殺対策推進計画の策定
【事業を取りまく状況等】

令和６年度に実施した市民健康意識調査をもとに第２期
伊勢市健康づくり指針の評価を行い、健康日本２１（第三
次）≪令和６～１７年度≫、第３次三重の健康づくり基本
計画≪令和６～１７年度≫との整合性を図りながら、次期
指針の策定を進めていく必要がある。

健康増進事業 ３，８１７

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）３．予防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

57,818 4,892 26,636

    （単位  千円）

決算書
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155

1
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）４．成人保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

704 6,671 12,263

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ４０歳以上の保険未加入の方を対象にした健康増進法健
康診査と、４０・４５・５０・５５・６０歳及び６５歳～
７０歳の女性に骨粗しょう症検診等を実施し、生活習慣病
の早期発見、市民の健康増進に努めた。

成人健康診査事業 ７，６４８

242,491 決 算 額 の 財 源 内 訳

241,479 一般財源

221,841

健 康 課

 ２． 令和5年度をもって特例臨時接種が終了した新型コロナウ
イルスワクチン接種について、国保連合会への支払いやワ
クチン等の廃棄等を行った。

新型コロナウイル
スワクチン接種事

４６６

533,886

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 定期予防接種を県内の実施医療機関で実施し、対象者に
接種を行うとともに、未接種者に対し勧奨通知を送付し、
接種率の向上を図った。また、今年度から、新たに定期接
種として開始された新型コロナワクチン接種を実施すると
ともに、おたふくかぜワクチンと帯状疱疹ワクチンの任意
予防接種費用の一部助成を開始した。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　３８１，９５３，０００円
・各種定期予防接種の実施、
・予防接種健康被害調査委員会の開催
・任意接種費用の一部助成　等
【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業
接種者数
・新型コロナワクチン接種　　　　　３，２０９人
（定期接種として開始）
・帯状疱疹予防接種費助成事業　　　３，０８１人
・おたふくかぜ予防接種費助成事業　１，０４９人
【事業を取りまく状況等】
帯状疱疹のワクチン接種については、６５歳以上の高齢者
等を対象に、令和７年度から定期接種として位置づけられ
る。

予防接種事業 ６２２，７６６

703,767 決 算 額 の 財 源 内 訳

623,232 一般財源

（款）4 衛生費
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 ４． 各種がん検診要精検未受診者、がん検診要精検未把握
者、健康増進法に基づく健康診査受診結果で指導が必要な
対象者に、疾病の早期発見、早期治療を図るための生活習
慣指導を行い、健康づくりに対する啓発に努めた。

成人保健指導事業 ８４５

 ３． 満２０歳、３０歳、３５歳、４０歳～５０歳、５５歳、
６０歳、６５歳、７０歳の市民を対象に、市内及び度会郡
内の実施歯科医院で歯周疾患の検診を実施した。
２，２６７人（うち６０３人は国民健康保険加入者）が受
診し、歯周疾患の早期発見、早期治療に寄与し、８０２０
運動を推進した。

歯周疾患検診事業 ５，４４０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 市内の医療機関（個別）、地域（集団）において、胃・
子宮・大腸・乳・前立腺及び肺がん検診を実施した。日本
人の死因第１位であるがん（悪性新生物）を早期発見し、
早期治療につながるよう努めた。４０歳未満の末期がん患
者に対し、在宅療養にかかる経費の一部４，９５０円を助
成した。

がん検診事業 ２２７，５４６

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）５．母子保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

67,997 19,121 1,865

    （単位  千円）
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 ２． 妊娠・出産・育児に関して健康状態を一貫して記録し管
理する母子健康手帳を交付し、必要な保健指導を行い母子
の健康の保持増進を図ると共に、切れ目ない子育て支援を
図った。交付件数　６８３件（内　双胎１０件、再交付
１２２件）

母子健康手帳交付
事業

４８５

130,299

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 安心して妊娠・出産・子育てができるよう、中央保健セ
ンターを拠点に、母子保健コーディネーター（保健師）や
助産師が中心となって、妊娠期からの切れ目ない支援の充
実を図った。
（１）母子保健相談支援事業（ママ☆ほっとテラス）
産前産後の母親が気軽に立ち寄って相談できる「ママ☆
ほっとテラス」を拠点に、母子保健コーディネーターが中
心となり、妊娠期からの相談や訪問、「ママ安心サポート
プラン」の作成など、母子健康手帳交付時からの継続した
支援を実施した。ママ☆ほっとテラスには、８，２６０人
の来所があった。
こども家庭センターにおける母子保健の相談機能を担い、
支援が必要な妊婦への伴奏型支援や関係機関等との連携を
図った。
（２）産前・産後サポート事業
助産師が中心となり、妊産婦の悩みや不安に寄り添う支援
を実施した。施設の拡充により個別の沐浴指導や産後ママ
の教室を新たに実施した。
（３）産後ケア事業
産科医療機関等において母体ケア、育児相談等の産後のケ
アを実施した。
宿泊型８人、通所型２人、訪問型４人、宿泊型・通所型
1人、通所型・訪問型3人

【当初予算における内容、計画】
当初予算：２２，５９１，０００円
利用者支援事業　こども家庭センター型を実施。
【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　１５，００８，９５０円
ママ☆こころの相談室を月１回に拡充。
令和５年度　１９，６６５，６８３円
７月より初回産科受診費助成事業を開始。
【事業を取りまく状況等】

出産や育児に不安を持つ妊産婦が増えており、関係機関
との連携を強化し、こども家庭センターにおける母子保健
機能の強化を図っていく必要がある。

妊娠出産支援事業 ２２，７９９

248,743 決 算 額 の 財 源 内 訳

219,282 一般財源

（款）4 衛生費
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 ８． 専門職による相談や教室を通し、乳幼児の疾病異常の早
期発見及び母子の健全育成に努めるとともに、保護者が自
信を持って育児を行うことが出来るよう子育て支援を図っ
た。
子育て相談　６４回　延べ７６８人
健診事後フォロー教室　３６回　延べ４４１人
（親子教室アイアイ１９９人　発達支援教室２４２人）
その他健康教育　　　　４５回　　延べ１，０７３人

乳幼児保健指導事
業

１，３５８

 ７． 新生児聴覚検査に係る費用の一部助成（上限３，０００
円）をすることにより、経済的負担の軽減と先天性聴覚障
がいの早期発見と支援にむけた体制整備を行い、乳幼児の
健康の保持増進を図った。　　助成件数　４４８件

新生児聴覚検査助
成事業

１，３４０

 ６． 口腔内の状態が悪化しやすい妊娠中に歯科健診を行い、
早産・低出生体重児出産の一因である歯周疾患の早期発
見・早期治療を行った。さらに、１歳６か月児健康診査対
象の保護者に「子育て応援歯科健診」を実施し、保護者の
口腔衛生の向上から子どものむし歯予防へとつなげた。む
し歯が増加しやすい幼児期に継続的な歯科健診・フッ素塗
布を実施し、幼児期の歯科保健対策の強化を図った。
妊婦歯科健康診査　　　　　２４０人
子育て応援歯科健康診査　　１１２人
むし歯バイバイ教室　１８回　　４９９人
３歳児フッ化物塗布　　９回　　３９６人

歯科健康診査事業 ３，１８３

 ５． 幼児の発達の観察の節目である時期に、１歳６か月児健
康診査、３歳児健康診査を実施し、疾病や虐待の早期発
見、育児不安の解消等を図った。
１歳６か月児健康診査　１９回　６７７人
３歳児健康診査　　　　２１回　７６２人

幼児健康診査事業 ５，４２１

 ４． 妊婦健康診査、産婦健康診査、乳児健康診査を委託医療
機関で実施し、妊産婦や乳児の疾病や虐待、産後うつなど
の異常の早期発見と健康の保持増進を図った。また、妊
婦・産婦・１か月児健康診査の委託医療機関以外での受診
には健診費用の助成を行った。
妊婦健康診査（14回）延６，８６９人
産婦健康診査（２回）延１，０３９人
乳児健康診査（３回）延１，６２８人

妊産婦・乳児健康
診査事業

７７，１９４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 安心して出産、子育てができるよう国において創設され
た出産・子育て応援交付金に基づき、妊娠・出産・子育て
期の面談を行う伴走型の相談支援、経済的支援として給付
金を支給した。
出産応援給付金６０７人、子育て応援給付金５９３人

出産・子育て応援
事業

８３，１９５

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）６．墓地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

4,699

    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1

3,115

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 共同墓地内の環境改善を図るため、自治会等が行う共同
墓地整備事業に対し補助を行った。
　補助金交付件数　９件

共同墓地整備事業
補助金

３，１０５

8,566 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,814 一般財源

 11． 入院養育が必要な未熟児15人に対して、医療の給付に要
する経費を補助することにより、経済的負担の軽減と未熟
児の健康の保持増進を図った。

未熟児養育医療事
業

５，９４９

 ９． 新生児をはじめ乳幼児、妊産婦のいる家庭を訪問し、相
談に応じることで不安や悩みの解消、異常の早期発見に努
めた。
妊産婦　６００人　　新生児５８０人　　乳幼児７３０人
育児支援２２９人

新生児等訪問指導
事業

５，７７１

 10． 不妊不育治療を行っている夫婦に対し、治療にかかる費
用の一部を助成することにより経済的な負担の軽減を図
り、少子化対策に寄与した。
不妊不育治療医療費助成１３４人、内不育治療上乗せ４件
特定不妊治療医療費助成（先進医療）５３人

【当初予算における内容、計画】
当初予算：２１，２５７，０００円
不妊治療・不育治療にかかった費用の一部助成を行う。

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　不妊治療１２０人、内不育治療上乗せ４件
令和５年度　不妊治療１３２人、内不育治療上乗せ１件
　　　　　　特定不妊治療（先進医療）５２人

【事業を取りまく状況等】
晩婚化や少子化が進んでいる中、不妊治療が保険適応に

なってきている。しかし、保険適応外の治療も多いため子
どもを望む夫婦への経済的支援を図っていく必要がる。

不妊不育治療費助
成事業

１２，５８７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）７．診療所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

101,864

    （単位  千円）

決算書
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1
1

157

2

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）１．清掃総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

358

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合清掃工場にて、ご
みの適正処理を行った。
○共通経費　　　７，０９８千円
    （平等割１０％加入事務数割９０％）
○運営経費　５０９，３１５千円（実績割１００％）
○建設経費　５００，６１０千円
　　（平等割１０％人口割９０％）
○公債費　　１１１，７５４千円 （元利補給金）
○清掃事業所分担金　３，８９０千円

伊勢広域環境組合
負担金（ごみ）

１，１３２，６６７

1,219,574 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,215,148 一般財源

1,214,790

ご み 減 量 課

 ２． 休日における急病に対処するため、休日・夜間応急診療
所（歯科）を開設し、応急的な医療を行うことで、一次救
急医療の確保に努めた。　受診者数４１５人

歯科診療所運営事
業

９，５１７

25,684

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 夜間や休日などにおける急病に対処するため、休日・夜
間応急診療所（内科・小児科）を開設し、応急的な医療を
行うことで、一次救急医療の確保に努めた。 受診者数
８，１８７人

医科診療所運営事
業

１１８，０３１

134,419 決 算 額 の 財 源 内 訳

127,548 一般財源

（款）4 衛生費
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 ４． 市有地等に不法投棄された家電４品目及び処理困難物を
適正に処理した。
○主な不法投棄物の回収実績
　　テレビ３８台、冷蔵庫・冷凍庫９台、
　　洗濯機・衣類乾燥機７台、
　　エアコン1台、タイヤ４２本、消火器９３本
　　ガスボンベ４本、金庫９台

不法投棄防止対策
推進事業

４２３

 ３． 燃えるごみの排出場所の集積化を促進することで、ごみ
収集の効率化を図るとともに、ごみの散乱防止、市民の美
化意識の高揚及び良好な生活環境を確保することを目的と
して、燃えるごみ集積所を設置した自治会に対し補助金を
交付した。
○交付申請団体数　　 １５団体
○補助金交付基数　　 ３４基
○補助率　利用世帯数に応じて補助金限度額を設定

廃棄物集積所設置
補助金

４，８５１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 路上喫煙禁止区域におけるパトロールや街頭啓発を実施
し、たばこのポイ捨ての抑止に努めるとともに、併せて案
内用看板の設置、状況確認及び清掃を実施した。

また、環境美化意識の啓発事業実施のため、伊勢市環境
会議へ負担金を支出し事業を実施した。
○路上喫煙対策
　　・路上喫煙パトロールの実施
  　・路上喫煙対策審議会の開催
　　・路上喫煙禁止区域の案内看板の設置
    ・路上喫煙対策の啓発イベントの実施
〇伊勢市環境会議負担金内容
　  ・ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ（もったいない）ポスターコ
      ンクール
　　・ごみゼロ早朝清掃

きれいなまちづく
り推進事業

３３１

（款）4 衛生費
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）２．資源循環推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

811 594

    （単位  千円）

決算書
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 ２． 生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量化を図ることを
目的に、ごみ減量化容器を購入し、設置した者に対し補助
金を交付した｡
○家庭用　　　　８９件　　８９基

ごみ減量化容器設
置補助金

１，８５０

11,875

ご み 減 量 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 自治会、ＰＴＡ等資源物の集団回収事業を行う団体に対
して、回収量に応じ再生資源回収事業奨励金を交付するこ
とにより、ごみの減量・資源化を図った。
○交付団体数      １１９団体
○回収量　　    　９９９ｔ
 （内訳：紙類９５０ｔ、布類２３ｔ、缶類２６ｔ）
  ※１ｋｇ当たり３円の奨励金
〇回収量（瓶）　  　　１２５本
  ※１本当たり３円の奨励金

再生資源回収推進
事業

２，９９８

16,471 決 算 額 の 財 源 内 訳

13,280 一般財源

（款）4 衛生費
66



決算書
       頁

159

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 　ごみ処理基本計画に基づき、ごみの減量・資源化を進め
るため、ごみの発生抑制（リデュース）、再利用（リユー
ス）及び再生利用（リサイクル）を重点に置き、市民、事
業者、行政が主体的に、又は連携して事業を展開した。

主な事業内容
・ごみ分別アプリ「さんあ～る」の運用開始（登録数
　３８４１名）
・小学校等に対する出前授業等の実施　３２件
・自治会等から回収依頼のあった刈草・木などの再資源
　化（草１３．６１ｔ、木１５６．３７㎥）
・ファミマフードドライブの実施（回収量３５５ｋｇ）
・マイボトル・マイカップ運動の推進
　（Ｒ６実績　マイボトル協力店１事業所、マイボトル
　推進事業者１事業所）
・「２０２４すぐ食べるならつれてって！キャンペー
　　ン」の実施（１０月１日～１１月８日、応募総数
　　２，６７９通）
・食品ロス削減マッチングサービス「タベスケ」の実施
　（令和７年３月末実績　協力店舗１９店舗、ユー
　ザー数８５２名、食品ロス削減量２８．０６ｋg）
・小学４年生を対象に「雑がみチャレンジ」の実施
 （市内小学校１５校、３７７人参加、１，０７４ｋｇ
　の分別・資源化）
・これまで資源化できなかった紙類の資源化（トイレの
  紙さまプロジェクトの実施）
 （Ｒ６実績　４６，８５２ｋｇ）
・小学５年生を対象に「ごみゼロチャレンジ」の実施
 （市内小学校１０校、２２７名参加、生ごみの水切り
　などごみの減量化の実施）
　
【当初予算における内容、計画】
 当初予算額　８，７７２，０００円
・生ごみの水切りに関する取組
・食品ロス削減に関する取組
・雑がみ類の資源化に関する取組
・プラスチック製品の資源化に関する取組
・ＳＮＳ、動画配信等を利用した啓発
・環境教育のさらなる拡大
・未利用資源化へ向けた諸調査・検討

ＭＯＴＴＡＩＮＡ
Ｉ推進事業

６，７７８

（款）4 衛生費
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度　３，０２０，８７２円
・消滅型生ごみ処理機「ミニ・キエーロ」のモニター募
　集（５０名）
・プラスチック製品の先行実施回収（１５自治会）及び
　自治会説明
・ファミマフードドライブの実施（回収量２７８ｋｇ）
・マイボトル・マイカップ運動の推進
　（Ｒ５実績　マイボトル推進事業者３事業所）
・「２０２３すぐ食べるならつれてって！キャンペー
　ン」の実施（１０月１日～３１日、応募総数１，９６
　２通）
・食品ロス削減マッチングサービス「タベスケ」の実施
　（令和６年３月末現在実績　協力店舗１９店舗、ユー
　ザー数８０１名、食品ロス削減量２３．２ｋg）
・小学４年生を対象に「雑がみチャレンジ」の実施
 （市内小学校１１校、４５９人参加、１，４５３ｋｇ
　の分別・資源化）
・これまで資源化できなかった紙類の資源化（トイレの
  紙さまプロジェクトの実施）
 （Ｒ５実績　３６，３４２ｋｇ）
・小学５年生を対象に「ごみゼロチャレンジ」の実施
 （市内小学校５校、１４０名参加、生ごみの水切り
　などごみの減量化の実施）
・ワークショップ（生ごみ減量、食品ロス削減など）の
　開催（６回）
・「スポＧＯＭＩワールドカップ２０２３三重ＳＴＡＧ
　Ｅ　ｉｎ　伊勢」の開催（参加者２９組８７名）

令和４年度　１，４３４，７３０円
・ファミマフードドライブの実施（回収量６５１ｋｇ）
・マイボトル・マイカップ運動の推進
　（マイボトル協力店３店舗、マイボトル推進事業者４
　事業所）
・「２０２２すぐ食べるならつれてって！キャンペー
　ン」の実施（１０月１日～３１日、応募総数１，５２
　４通）
・食品ロス削減マッチングサービス「タベスケ」の開始
　（協力店舗１７店舗、ユーザー数７１２名、食品ロス
　削減量７．３ｋg）
・小学４年生を対象に「雑がみチャレンジ」の実施
 （市内小学校１２校、５３６人参加、１，５０６ｋｇ
　の分別・資源化）
・これまで資源化できなかった紙類の資源化（トイレの
  紙さまプロジェクトの実施）
 （Ｒ４実績３４，１５３ｋｇ）
・小学５年生を対象に「ごみゼロチャレンジ」の実施
 （市内小学校７校、２９１名参加、生ごみの水切りな
　どごみの減量化の実施）
・生ごみの水切りアイデア募集及び効果の啓発
 （アイデア応募総数１０件）

（款）4 衛生費
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決算書
       頁

3

（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）３．じん芥処理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

5,000 8,835

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1
1

161

2

 ２． 自治会主催にて回収された粗大ごみの収集運搬を行っ
た。また、廃棄物投棄場を適正に維持管理するとともに、
市民から搬入されたガレキ類（コンクリートブロック、レ
ンガ、瓦）の適正処理を行い、環境保全の推進を図った。
〇各粗大ごみの収集運搬量
　可燃性粗大ごみ 　３８４，９８０ｋｇ
　非圧縮粗大ごみ　 　９８，９４０ｋｇ
  金属混成粗大ごみ １４２，４５０ｋｇ
　自転車　　　　　　　 ２，０３２台
〇各投棄場の搬入状況
　伊勢年間搬入量　 　５５，７９０ｋｇ
　小俣年間搬入量　　 ８２，１３０ｋｇ

じん芥収集一般事
業

５１，０５６

ご み 減 量 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ごみの減量・資源化のため、缶・金属類、資源びん（無
色、茶色、その他の色）､紙・布類（新聞・折込チラシ、
雑誌・雑紙類、段ボ－ル、飲料用紙パック、布・衣類）、
ペットボトル、プラスチック類、ガラス・くずびん類、陶
磁器類、乾電池及び蛍光管の分別回収を行った。
　○市内ステ－ション設置状況
・資源ステ－ション　　１，００２箇所
・資源拠点ステ－ション　　  １９箇所
　（内訳）伊勢中央、宇治、船江、城田、中島、佐八、
　　　　　明倫、神社、厚生、早修、北浜、宮本、沼
　　　　　木、大湊、いせトピア、二見、小俣、明野、
　　　　　御薗

再資源分別回収事
業

７２７，４２５

958,712 決 算 額 の 財 源 内 訳

942,240 一般財源

928,405

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【事業を取りまく状況等】
　依然として家庭から出る燃えるごみのうち生ごみ、食べ
残しや未利用食品の食品ロス、紙類等の資源物の割合が大
きいことから、ごみの減量・資源化に向けて、生ごみの水
切り、食品ロスの削減、資源物の分別に関する啓発活動を
実施し、市民意識の定着化・習慣化を図っていく。また、
事業系のごみの減量を図るため、事業者へのごみ減量・資
源化の啓発を進める。

（款）4 衛生費
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（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）１．労働諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

973 5,436

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1
1

161

2

 ２． 女性や障がい者等の就労促進や若者と企業の接点づくり
などの取り組みを行った。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額  １３，０９２，０００円
  ・女性の就職支援セミナーの開催
　・障がい者雇用に係るセミナーの開催
  ・オープン・カンパニー促進事業の実施
  ・ＩＴパスポート資格取得支援補助
  ・南三重地域就労対策協議会負担金
　・奨学金返還支援事業
　・「Out of KidZania in いせ」の開催　等
　
【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度　　　３，６９１，１１８円
  ・女性就職支援（セミナー参加者）
　・障がい者雇用に係るセミナーの開催
  ・インターンシップ促進事業の実施
  ・ＩＴパスポート資格取得支援補助
  ・南三重地域就労対策協議会負担金 等
　
令和４年度　　　３，３１０，０６８円
  ・女性就職支援セミナーの開催
　・障がい者雇用に係るセミナーの開催
  ・インターンシップ促進事業の実施
  ・南三重地域就労対策協議会負担金　等
　
【事業を取りまく状況等】

人手不足が課題となっており、多様な労働参加が求めら
れている。特に、人口減少が進む中、若者の地元就職、定
着を近隣市町や関係機関・関係団体と連携し進めていく必
要がある。

雇用就労支援事業 １１，０９０

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 若年求職者や無業者を対象に、いせ若者就業サポートス
テーションと連携し、個別の事情に応じた就労支援を実施
した。
○伊勢市若者就職総合支援事業
　・臨床心理士による心理カウンセリング
　・キャリア開発プログラム　　・講演会の開催
　・セミナー、講座の開催　　　・ボランティア体験
　・就労体験　　　　　　　　　・市内事業所見学会

若年求職者等支援
事業

４，１９８

53,576

61,819 決 算 額 の 財 源 内 訳

59,985 一般財源

（款）5 労働費
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 ６． 令和５年度末をもって廃止したサンライフ伊勢の除却を
進めるため、アスベスト含有調査、解体工事設計を行っ
た。

サンライフ管理経
費

２，３７９

 ５． 社会の高齢化が急速に進む中、高齢者の労働対策及び生
きがい対策の一環として設立された公益社団法人伊勢市シ
ルバー人材センターに対し、管理運営費の補助を行った。

高年齢者労働能力
活用事業費補助金

１７，２７７

 ４． 中小企業で働く勤労者と事業主への福祉制度の充実を推
進し、併せて中小企業の発展を図るため、一般社団法人伊
勢地域勤労者福祉サービスセンターに対し、管理運営費の
補助を行った。

伊勢地域勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

１３，８６１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 中小企業の従業員の福祉の増進と雇用の安定を図るた
め、退職金共済制度に新たに従業員を加入させた事業者に
補助金を交付した。　補助実績　６２件

中小企業退職金共
済制度奨励補助金

１，５１３

（款）5 労働費
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）３．農業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

700 26,192

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1
1

165

2
2

165

3
3

165

4

 ４． 今後、農業者の減少により耕作者のいない農地の増加が
見込まれるため、農地の中間受け皿となる農地中間管理機
構による、担い手への農地集積・集約化に対する調整を
行った。

農地中間管理事業 ７２９

 ２． 農業が持続的に営まれることにより、農村環境が良好に
保たれることから、農業者等の地域農業や農村振興に資す
る取り組みを支援することで生産活動の強化を図った。

また、農業の振興を推進する区域を定め、農業の近代化
のための施策を総合的かつ計画的に推進するため、農業振
興地域整備計画の見直しを行った。

農業振興事業 ４，４７７

 １． 地域農業の担い手である認定農業者を支援するため、そ
の経営規模拡大等のために借り入れた資金の利子補給を
行った。

また、経営の不安定な就農初期の青年就農者に対して給
付金の給付や、独立就農直後に必要な農業機械等の導入に
ついての支援を行い、青年就農者の増加及び就農後の定着
を図った。

担い手支援事業 ２５，４７８

 ３． 水田を活用して小麦･野菜等を作付している農業者に対
して交付金を交付することにより、農業経営の安定や農地
の有効利用を図った。現地確認等の業務については、伊勢
市農業再生協議会への補助金交付により推進活動の支援を
行った。

また、自然災害等のリスクによる農業収入の減少に備え
るため、農業経営収入保険への加入を促進し、農業経営の
安定を図った。

経営所得安定対策
推進事業

６，７３９

43,854 決 算 額 の 財 源 内 訳

40,481 一般財源

13,589

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）6 農林水産業費
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 ６． 農業体験の機会を設け、食の大切さ、食を育む産業であ
る農業の大切さなどについて考えてもらう機会を提供し
た。

農業体験学習事業 ８７２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 市内産農産物及びその加工品について、その競争力の強
化を図り、生産量拡大、販路拡大、加工品の開発等による
高付加価値化、認知度の向上を推進する取組を行う団体等
に対して支援を行うことや、ＰＲイベントを実施すること
で、地域農業の活性化を図った。
　　　　　　　　　　　　　　　２，１８５，７７７円
・競争力強化チャレンジ応援事業補助金による支援
　                            １，０００，０００円
・ワインぶどう生産拡大支援補助金
　　　　　　　　　　　　　　　１，０５０，０００円
・市内産農産物のPRイベント
　　　　　　　　　　　　　　　　　１３５，７７７円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　　　５，１３３，０００円
・競争力強化チャレンジ応援事業補助金による支援
　　　　　　　　　　　　　　　３，５００，０００円
・ワインぶどう生産拡大支援補助金
　　　　　　　　　　　　　　　１，５００，０００円
・市内産農産物のPRイベント
　　　　　　　　　　　　　　　　　１３３，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　　　　　　　　　　１，１９４，６３４円
・農産物ブランド化推進事業補助金による支援
　　　　　　　　　　　　　　　１，０００，０００円
・ブランド化推進農産物のPRイベント
　　　　　　　　　　　　　　　　  １９４，６３４円
令和５年度　　　　　　　　　　２，２８１，６６３円
・競争力強化チャレンジ応援事業補助金による支援
　                            ２，１６４，０００円
・市内産農産物のPRイベント
　　　　　　　　　　　　　　　　　１１７，６６３円

【事業を取りまく状況等】
近年、産地間競争の激化に伴う農産物価格の低迷などに

より農業を取り巻く環境は厳しい状況になっている。その
中で、地域農業の振興や農業者の所得向上を図るため、農
産物の認知度向上及び販路拡大等を行う施策の推進が必要
である。

競争力強化チャレ
ンジ応援事業

２，１８６

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）４．農業用施設管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

86,192 9,200 1,444

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1
1

165

2

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）５．畜産業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 食肉の安全を確保するため、伊勢市を含む主要株主によ
り三重県松阪食肉公社施設の経費を負担し、維持管理対策
を図った。

また、昨今の社会情勢の影響で燃油等価格が高騰したこ
とにより三重県松阪食肉公社に対し、臨時的に支援を行っ
た。

畜産振興一般経費 ５，５２３

5,611 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,523 一般財源

5,523

162,042 決 算 額 の 財 源 内 訳

159,422 一般財源

62,586

 ２． 農業者及び地域住民を含めた組織等で取り組む農業用水
路や農道等（農業用施設等）の地域資源の基礎的な保全活
動や推進活動に対し支援を行う『農地維持支払交付金』と
農業用施設等の軽微な補修や農村環境保全活動等の取組み
に対し支援を行う『資源向上支払交付金（共同活動）』、
老朽化が進む農地周りの農業用施設等の長寿命化のための
補修・更新等の活動に対し支援を行う『資源向上支払交付
金（施設の長寿命化）』を交付することで、農地が持つ多
面的機能の推進を図った。

多面的機能支払交
付金事業

１１３，９２０

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市二見地域農産物等活用型総合交流促進施設（民話
の駅蘇民・しょうぶ園）及び横輪地区活性化事業で整備し
た伊勢市都市農山村交流促進施設（郷の恵「風輪」）につ
いて、指定管理者による管理運営を行うことで、地域活性
化を図った。

また、経営構造対策事業によって整備した産直施設であ
るサンファームおばたの管理運営を行い、農家の市場出荷
以外の販路を確保し、農業者の経営安定、担い手の育成等
を図った。

産直施設維持管理
経費

１２，５１５

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）６．農地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

82,555 92,800 46,063

    （単位  千円）

決算書
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 ６． 磯町西部において、農地のほ場整備を行うため、県が実
施する測量設計業務委託に対して負担金を支出した。農地中間管理機構

関連農地整備事業

２，０００

 ５． 【補助関係事業】 農業用排水路を整備することで、排水
路の機能回復と農村環境の整備を図った。
・鹿海町地内排水路整備工事ほか３件
・菱川整備実施計画書修正業務委託

農業用排水路整備
事業

１０７，６６５

 ４． 【市単独事業】 農業用排水路を整備することで、排水路
の機能回復と農村環境の整備を図った。
・有滝町地内排水路整備工事ほか２件

農業用排水路整備
事業

９，８９６

 ３． 【市単独事業】 農道を整備することで、農道機能を保持
し農村環境の整備を図った。
・一色町地内農道舗装等工事ほか４件

農道整備事業 ２０，３５３

 ２． 安定した水供給と維持管理の省力化及び生産性向上を図
るため、パイプラインの更新整備及び給水栓整備を行う国
営関連県営事業に対し負担金を支出した。

【県営事業（地区名）】
・高度水利機能確保基盤整備事業（宮川左岸地区）
・　　　　　　 〃 　　　　　　（城田下外城田地区）
・水利施設管理強化事業

県営事業負担金 ２７，６８０

18,777

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 土地改良区等の実施する事業に対して市の基準による補
助金を交付し、農業農村の基盤整備による農業経営の安定
を図った。
　交付件数・・・９件

土地改良事業補助
金

９，４３６

302,858 決 算 額 の 財 源 内 訳

240,195 一般財源

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）７．湛水防除事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

26,063 97,400 20,106

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 排水機場の機能を維持するため、土地改良施設維持管理
適正化事業により、補修工事等を実施した。
・西（新）排水機場補修工事（エンジンの整備補修ほか）
・汁谷川排水機場補修工事（エンジンの整備補修ほか）

排水機等補修事業 ２７，２４４

276,915 決 算 額 の 財 源 内 訳

218,974 一般財源

75,405

 ８． 農業用用水管を更新するための実施計画書修正及び老朽
化した農業用排水路を改良することにより、ごみ処理施設
建設予定地周辺の生活環境の保全及び増進を図った。
・西豊浜町地内排水路整備工事
・西豊浜町農業用用水管更新実施計画書修正業務委託

農業用施設整備事
業

３５，３２３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 災害の防止や被害の軽減を図り、災害に強い農村づくり
を進めるため、災害時の影響が大きい農業用ため池等の防
災・減災対策の新たな事業化に向け、実施計画書の作成、
測量、地質調査を行った。

また、県が実施する笹原池の堤体改修工事、西池の改修
に伴う測量設計業務委託、明神樋管の撤去工事に伴う測量
設計業務委託に対して負担金を支出した。
・ため池（西世古池）整備実施計画書作成に伴う測量業務
委託
・ため池（西世古池）整備実施計画書作成に伴う地質調査
業務委託
・ため池（西世古池）整備実施計画書作成業務委託

農村地域防災減災
事業

２７，８４２

（款）6 農林水産業費
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 ２． 農業用排水機場について、長寿命化計画に基づき補修・
更新を実施した。また排水機場の遠隔操作化を行うため事
業計画書の作成を実施した。なお実施設計・工事について
は、三重県が実施している。
・鹿海排水機場事業計画書修正業務委託
・楠部排水機場ほか農村災害対策整備計画（安全度評価）
作成業務委託
・楠部排水機場ほか事業計画書作成業務委託
＜県営事業への負担＞
・亀池排水機場補修更新工事
・東大淀排水機場実施設計業務委託及び補修更新工事
・三津排水機場実施設計業務委託及び補修更新工事
・楠部・楠部第二排水機場実施設計業務委託及び補修更新
工事
・通排水機場補修更新工事
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　１００，８８０，０００円
・鹿海排水機場事業計画書修正業務委託
・楠部排水機場ほか農村災害対策整備計画（安全度評価）
作成業務委託
・楠部排水機場ほか事業計画書作成業務委託
＜県営事業への負担＞
・亀池排水機場補修更新工事
・東大淀排水機場実施設計業務委託及び補修更新工事
・三津排水機場実施設計業務委託及び補修更新工事
・楠部・楠部第二排水機場実施設計業務委託及び補修更新
工事
・下野排水機場実施設計書業務委託

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度                  ７８，４８７，５００円
・東大淀排水機場事業計画書修正業務委託
・鹿海排水機場ほか事業計画書作成業務委託
＜県営事業への負担＞
・亀池排水機場実施設計業務委託
・新田排水機場実施設計業務委託及び補修更新工事
・西排水機場実施設計業務委託
令和５年度　　　　　　　　　８９，０６３，５５０円
・三津排水機場事業計画書修正業務委託
＜県営事業への負担＞
・新田排水機場（２期地区）補修更新工事
・通排水機場実施設計業務委託
・西排水機場補修更新工事
・亀池排水機場補修更新工事
・東大淀排水機場実施設計業務委託

【事業を取りまく状況等】
市内にある農業用排水機場の多くが昭和４０～５０年代

に造成されたものであり老朽化が進行している。予防保全
型の施設管理を行うため、平成３０年度に長寿命化計画を
作成し令和元年度より事業着手した。エンジンやポンプの
更新には多額の費用・期間を有することから、三重県と連
携し、国の補助事業等を活用しながら老朽化対策を進めて
いる。また、平成２９年台風第２１号により敷地又はその
周辺が冠水した排水機場については、操作人の安全確保や
確実な稼働を目的として遠隔操作化を進めている。

排水機維持管理経
費（機能更新）

１２７，０５４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）２．林業費　（目）２．林業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

11,437 946

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

57,781

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 野生鳥獣による農作物等の被害防止を目的に、伊勢市鳥
獣被害防止対策協議会が実施する事業に対して負担金を支
出し、集落を含む関係機関が一体となって鳥獣被害対策に
取り組んだ。また、伊勢地区猟友会に有害獣の捕獲処分等
を委託し、農作物及び生活環境等の被害軽減を図った。
　　　　　　　　　　　　　　１４，８７８，２４０円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
・猟友会への獣害防止事業業務委託(アライグマ含む）
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
・目撃情報報告システムの実証実験
・ニホンザルの生息状況調査
・有害鳥獣防護柵設置費補助金の交付
・専門家を講師とした獣害対策シンポジウムの開催

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　　１５，８６４，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
・猟友会への獣害防止事業業務委託（アライグマ含む）
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
・目撃情報報告システムの実証実験
・ニホンザルの生息状況調査
・有害鳥獣防護柵設置費補助金の交付
・専門家による獣害対策の講習会・指導

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　　　　　　　　　　９，２９１，７４２円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
・猟友会への獣害防止事業業務委託
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
令和５年度　　　　　　　　　１０，７１２，８４７円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
・猟友会への獣害防止事業業務委託
・猟友会へのアライグマ処分業務委託等
・獣害パトロールによるテレメトリー調査

【事業を取りまく状況等】
有害獣による農作物被害が多発するなか、近年では市街

地にも出没するなど生活被害も発生し、地域全体の課題と
なっている。また、捕獲従事者についても高齢化等により
活動人数が減少している。

このような中、新規狩猟者の確保に繋げる取り組みや、
ＩＣＴなど先進技術を活用した捕獲を検討するとともに、
地域で取り組む効果的な獣害対策を進めるため、地域と行
政並びに関係機関との連携を図っていく必要がある。

獣害防止事業 １４，８７８

76,379 決 算 額 の 財 源 内 訳

70,164 一般財源

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）２．水産振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢湾・宮川各漁業協同組合が実施する稚貝や稚魚の放
流等の水産資源増殖事業や施設整備関係事業に対して支援
し、資源の増大・確保と漁家経営の安定に繋げた。

水産振興補助金 １，３１７

3,174 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,472 一般財源

1,472

農 林 水 産 課

 ３． 森林環境譲与税を活用し、森林資源の適切な管理を推進
するための調査及び管理界確認を行った。また、木材利用
の推進を図るため、施設の改修工事を行った。
・森林経営管理意向調査業務委託
・森林調査（管理界確認）業務委託
・二見しょうぶロマンの森東屋改修工事
・宮山展望台改修工事

森林経営管理事業 ３５，３１６

 ２． みえ森と緑の県民税市町交付金を活用して、松くい虫の
防除事業及び松林の保全のため間伐、下刈を実施し、暮ら
しに身近な森林づくりを行った。
・二見町西地内ほか松くい虫防除（地上散布）業務委託
・村松町地内松くい虫防除（樹幹注入）業務委託
・東大淀町地内ほか松くい虫防除（枯松伐倒破砕）業務委
託
・二見町今一色地内保安林下刈業務委託
・二見町西地内ほか保安林下刈業務委託
・二見町西地内ほか松林内遊歩道除草業務委託
・二見町今一色地内松林間伐業務委託
・村松町地内松林下刈業務委託

森林整備事業 １１，４３７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）6 農林水産業費
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）３．漁港管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

21,572 21,500 5,670

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

3,386

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 漁港機能保全計画に基づき保全工事を実施し、施設の長
寿命化を図った。
・村松漁港第２物揚場保全工事
　　　　　　　　　　　　矢板被覆　Ｌ＝５２ｍ
　　　　　　　　　　　　　　※令和５年度から繰越

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円
繰越予算額　　　　　　　　　５３，０００，０００円
・村松漁港第２物揚場保全工事

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　　　　　　　　　８３，５２０，８００円
・大淀漁港南防波堤保全工事　※令和３年度から一部繰越
・豊北漁港土路用地護岸ほか保全工事
・大淀漁港南防波堤保全工事　　※令和５年度へ一部繰越
令和５年度　　　　　　　　　８７，８０７，５００円
・大淀漁港南防波堤保全工事　※令和４年度から一部繰越
・村松漁港第２物揚場設計業務委託
・村松漁港第２物揚場保全工事

【事業を取りまく状況等】
伊勢市が管理する漁港ごとに策定した機能保全計画に基

づき保全工事を進めており、令和６年度をもって初期の対
策が完了した。

水産物供給基盤機
能保全事業

４８，６７０

57,606 決 算 額 の 財 源 内 訳

52,128 一般財源

（款）6 農林水産業費
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）１．商工総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,488 4,994

    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1
1

171

2

139,789 決 算 額 の 財 源 内 訳

137,442 一般財源

130,960

 ２． 伊勢市消費生活センターにおいて、架空請求や悪質商法
などによる消費生活トラブルに関する相談に対応し、助言
やあっせんを行うことでトラブルの早期解決に努め、連携
市町を含めた圏域住民の安全安心な消費生活に寄与するこ
とができた。
・連携市町：鳥羽市、志摩市、玉城町、大紀町、南伊勢町
・相談件数：１，２８９件（うち伊勢市８２５件）

また、ホームページやＳＮＳ、広報紙等を通じて消費生
活に関する情報を発信することで市民に消費者としての自
立を促し、消費者被害の未然防止に繋げることができた。
このほか、高齢者クラブを中心にした出前講座の実施や啓
発チラシの配布により、高齢者の消費者トラブルに関する
注意喚起を図ることができた。若年者向けには、市内９高
等学校の２年生を対象に啓発チラシを配付するなど、消費
者問題への関心を高めることができた。また、市内イベン
ト会場へのブース出展や図書館など公共施設における啓発
物品の展示・配布により、消費生活センターの周知を図っ
た。

消費生活センター
運営事業

１２，１８８

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 令和５年度末で廃止した旧伊勢市産業支援センターにつ
いて、庁内の利用に至らなかったため、売却までの間、必
要な施設管理を行い、一般競争入札による土地及び建物の
売却を行うとともに、使用していた備品等を処分した。ま
た、建設時に交付を受けた県補助金について、補助制限期
間を満たずに売却したため、補助金を返還した。
・土地及び建物売却価格　１７７，１３０，０００円
・県補助金返還額　　　  ３８，８４０，７０４円

旧産業支援セン
ター管理経費

４０，０２７

（款）7 商工費
81



（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）２．商工業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,448 31,594

    （単位  千円）

決算書
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1
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2

 ２． 中小企業者の経営改善と経営基盤強化の支援、及び中小
企業者への相談対応や経営指導の充実を図るため、伊勢商
工会議所中小企業相談所、伊勢小俣町商工会が行う経営指
導事業や専門家派遣事業に要する経費に対し、補助金を交
付し、専門的な見地からの指導や相談対応の促進を通じ、
中小企業者の課題解決等に寄与した。

中小企業者の持続的発展を促し地域経済の活性化を図る
ため、三重県融資制度及び日本政策金融公庫融資制度のう
ち対象融資を受けた場合に、その融資にかかる利子の一部
の補助を行った。また、三重県が認定する計画に基づき、
経営課題の解決に取り組む中小企業者を支援する伊勢商工
会議所中小企業相談所、伊勢小俣町商工会に対して補助金
を交付し、中小企業者の生産性や販路開拓等の経営力向上
に寄与した。
・経営改善普及事業補助金　　補助件数　２件
・専門家派遣事業補助金　　　補助件数　２件
・経営力向上支援事業利子補給補助金
　　補助件数　１０７件
・三重県版経営向上計画実施支援補助金
　　補助件数　　　２件（事業者３７社）

経営強化支援事業 ２８，６０５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域のコミュニティの担い手として、また、まちづくり
における賑わい創出の中心的な役割などが期待されている
中心市街地商店街等の活性化を図るため、伊勢まちづくり
株式会社が実施する取り組みに対しては負担金を、伊勢ま
ちづくり会社が継続的に事業を推進するために必要な経費
に対しては補助金を支出した。また、伊勢市内の商業振興
を図るため、地域住民及び観光客のニーズに応える商業環
境の整備やにぎわいの創出に新たに取り組む商業団体等に
対して、事業費の一部を補助した。
（１）伊勢まちづくり株式会社への負担金交付
　・商店街等空店舗対策事業　補助件数　９件
　・商店街等活性化対策事業　補助件数　４件
　・商店街等通行量調査実証実験事業
（２）伊勢まちづくり株式会社事業推進補助金
（３）商業魅力アップ支援事業補助金　補助件数　５件

地域商業活性化事
業

１６，７９６

146,299 決 算 額 の 財 源 内 訳

119,488 一般財源

86,446

商 工 労 政 課

（款）7 商工費
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 ４． 製造業者の経営基盤の強化や創業しやすい環境整備のた
め、伊勢商工会議所に業務を委託することで、令和５年度
末をもって廃止した旧伊勢市産業支援センター事業のもの
づくり支援を継承するとともに、創業支援の強化を図っ
た。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　２８，５５０，０００円
・企業支援員等による事業者の課題解決支援
・製造業者向けのセミナーの開催
・大学・高校等との連携による製造企業視察会等の開催
・創業支援相談・フォローアップのワンストップ窓口設置
・創業セミナー及び創業スクール等の実施　　等

【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業
（参考）産業支援センター管理運営経費
指定管理者　　伊勢商工会議所
指定管理期間　令和４年４月１日～令和６年３月３１日
指定管理料　　総額　８８，６７５，４００円
　　　　　　　令和５年度　４４，３３７，７００円
　　　　　　　令和４年度　４４，３３７，７００円
・企業支援員等による事業者の課題解決支援
・製造業者向けのセミナーの開催
・大学・高校等との連携による製造企業視察会等の開催
・創業支援相談のワンストップ窓口設置
・創業セミナー等の実施
・試験機器等の貸出
・起業家支援室等の提供
・伝統工芸品産業の振興　　　等
　
【事業を取りまく状況等】

人口の社会減が続く中、商工団体及び関係支援機関との
ネットワークを強化して、市内事業者の経営基盤の強化、
経営向上に係る支援に取り組むとともに、それを支える人
材の育成、また、安定した雇用の確保、創業による新たな
産業の創出等を促進する必要がある。

中小企業サポート
事業

２８，５５０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 雇用の創出及び移住・定住の促進を図るため、新たに市
内に事業所を設置し創業・移転を行う者に対して、創業等
に必要となる経費の一部を補助し、新規創業や市外からの
事業所移転の促進に寄与した。また、創業者の安定した経
営を図るため、創業関連融資制度のうち対象となる融資を
受けた場合に、その融資に係る利子の一部の補助や融資に
係る信用保証協会の保証料の補助を行った。
・創業・移転促進補助金
　　創業者数　　２１社（うち前年度からの繰越６件）
　　事業所移転数　１社
・創業・再挑戦アシスト資金保証料補給補助金
　　補助件数　　１０件
・創業・再挑戦アシスト資金利子補給補助金
　　補助件数　　８７件

創業支援事業 ２０，７０５

（款）7 商工費
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 物産展の開催や伊勢市ＥＣポータルサイト「ＩＳＥ Ｏ
ＮＥ（イセ・ワン）」の運用等を行うことにより、伊勢の
地域産品の情報を発信し、認知度の向上、販路拡大及び今
後の誘客に繋げるとともに、商談・展示スキルの向上支援
や商談会等に出展する市内中小企業者に補助金を交付し、
販路拡大及び新規需要開拓の促進に寄与した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　７,４８７,０００円
・伊勢市期間限定店舗「ＩＳＥ ＳＨＯＰ」の設置
・商談・展示スキルアップセミナー開催
・商談会等出展支援事業補助金の交付
・伊勢市ＥＣポータルサイトを通じた販路拡大　等

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　３,３７４,０８８円
・伊勢市期間限定店舗「ＩＳＥ ＳＨＯＰ」の設置
　場所　たまプラーザ テラス（神奈川県横浜市）
・商談会等出展支援事業補助金の交付　等
（参考）
　ＥＣ販路開拓支援事業　２５,４３８,３１２円
　・伊勢市ＥＣポータルサイトの開設
　・伊勢市ＥＣサイト開設・出店・改修補助金　等
令和５年度　５,４３９,７５７円
・伊勢市期間限定店舗「ＩＳＥ ＳＨＯＰ」の設置
　場所　さっぽろ地下街オーロラタウン（北海道）
・商談会等出展支援事業補助金の交付
・伊勢市ＥＣポータルサイトを通じた販路拡大　等

【事業を取りまく状況等】
第６３回神宮式年遷宮に向けて、物産展やインターネット
等により多角的に地域産品の魅力を発信するとともに、市
内中小企業者の販路拡大や新規需要開拓を促進する必要が
ある。

地域産品販売促進
事業

７，０６５

（款）7 商工費
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）３．産業支援推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

58,045

    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1

16,048

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 中小製造事業者等が行う新製品・新技術の研究開発に対
して補助金を交付し、企業力の強化を図った。
・新産業創出支援事業補助金
　　補助件数　１件

ものづくり推進事
業

２，３６０

74,750 決 算 額 の 財 源 内 訳

74,093 一般財源

 ６． 地域力の維持・強化に取り組み、地域の活性化を図るた
め、地域おこし協力隊員の受入れを行うことで、地域課題
の解決、地域活性化及び地域資源の発掘や利活用、並びに
伝統工芸の技術継承の推進に寄与した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　２９,０７２，０００円
　委嘱人数　６名
　活動内容　中心市街地に関する魅力創出活動等

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度
・地域おこし協力隊事業
　（事業組換前：商業活性化推進事業）
　委託料　　６,６６７,１０７円
　委嘱人数　３名（うち、２名は途中退任した）
令和５年度
・地域おこし協力隊事業
　（事業組換前：商業活性化推進事業）
　委託料　　６,４８５,３９７円
　委嘱人数　３名
・地域おこし協力隊事業
　（事業組換前：ものづくり推進事業）
　委託料　　１,３６４,０８０円
　委嘱人数　１名

【事業を取りまく状況等】
令和６年度には初めて１名が３年間の任期後に定住した。
現在活動中の隊員の退任後の定住を見据えた支援を行うと
ともに、必要に応じて新たな隊員の受け入れを行う。

外部活力導入事業 １７，７６７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）7 商工費
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 ２． 伊勢市企業立地促進条例に基づき対象施設の新設・増設・
移転を行う事業者に奨励金を交付し、産業の振興及び雇用
の促進を図った。また、企業訪問や県主催の企業セミナー
への参加等により、企業の立地に関するニーズ等の情報収
集を行った。

・奨励金交付件数　１４件
・奨励措置新規指定件数　３件

企業立地推進事業 ７１，７３３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）7 商工費
86



（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）１．観光総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

8,257 13,023

    （単位  千円）
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 ４． 第６３回神宮式年遷宮の諸祭・諸行事や大阪・関西万博
（令和７年）を契機として伊勢を訪れる観光客に対応する
受入環境整備等を行った。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額４６,７９８,０００円
・観光危機管理
・バリアフリー観光推進事業
・伊勢市観光客実態調査
・地域観光新発見事業
・民俗伝統行事継承事業　等
【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業
【事業を取りまく状況等】

伊勢市の注目や観光需要をさらに高めていくことが地域
経済の持続性へとつながるため、遷宮を契機とした観光ま
ちづくり、観光客・事業者・市民のニーズに応じた取り組
みを検討していく必要がある。

選ばれる観光地づ
くり推進事業

３９，０８７

 ２． 今後の人口減少や観光客の増加も踏まえた観光課題に対
応していくため、訪れる人も住む人も満足できる持続可能
な観光振興のための観光財源として、宿泊税の導入につい
て伊勢市宿泊税検討委員会を組織し検討を行った。また、
検討委員会から税制概要等が示された答申書の提出を受け
た。

観光一般経費 ７，５１９

 １． 観光地域づくりの司令塔として、地域をけん引する地域
ＤＭＯである（公社）伊勢市観光協会の財政基盤安定化を
目的として支援を行った。

観光協会負担金 ６，２１３

 ３． 二見浦海水浴場開設中の管理運営や海岸周辺地域を観光
資源として活用し、年間を通じて継続的に集客できるイベ
ント等を（公社）伊勢市観光協会等と連携して開催した。
海水浴客数（延べ）　　　　　：４,６７０人
二見イベント参加者数（延べ）：３,７７８人
合計　　　　　　　　　　　　：８,４４８人

二見ビーチ活性化
事業

７，７８４

323,092 決 算 額 の 財 源 内 訳

305,085 一般財源

283,805

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）8 観光費
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    （単位  千円）
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）２．旅客誘致費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

 １． 市内での集大会や合宿、会議等を誘致するため、市内宿
泊者数に応じて補助金を交付する伊勢市集大会・合宿誘致
補助金事業を実施した。
交付団体（延べ）：８６団体
補助金額：１８,３９３,０００円
宿泊者数（延べ）：２２,１７６人

スポーツ・ＭＩＣ
Ｅ誘致推進事業

１８，３９３

158,581 決 算 額 の 財 源 内 訳

153,509 一般財源

153,509

観 光 振 興 課

 ２． 二見町内の観光トイレ及び管理地の維持管理を行った。ま
た、二見浦公園周辺に交通誘導員を配置し、渋滞防止・緩
和に努めた。

観光一般経費 １０，５４５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国指定重要文化財である賓日館の運営及び維持管理につ
いて、「ＮＰＯ法人 二見浦・賓日館の会」を指定管理者
とすることで、地域の雇用を創出するとともに、随時イベ
ント等を開催し、文化水準及びまちづくり意識の向上を
図った。また、施設の適正な管理を行い、維持向上に努め
た。
○入館者数　令和６年度　２９，２５０人
・火災保険料　　　　　　 　　　　  　 　　５８千円
・指定管理委託料　　　　　　　　　  ８，７８５千円
・ＡＥＤ・駐車場用地賃借料　　　  　　　３９３千円

賓日館管理運営事
業

９，２３６

二見総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 観光誘客業務の推進にあたり、事務用品等の調達や名刺
台紙の制作、観光パンフレットの送付等を実施した。観光一般経費 １，０３７

（款）8 観光費
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 ２． 伊勢志摩への観光客誘致や地域づくりを目的に、（公
社）伊勢志摩観光コンベンション機構に参画し、学生団体
誘致や国内誘客プロモーション、観光型ＭａａＳ、高付加
価値インバウンド観光地づくり推進等の事業を実施した。

伊勢志摩広域観光
活性化事業

１８，４８８

 １． ターゲットを定めた情報発信による地域経済の持続・発
展を目的に、公共交通機関タイアップ誘客キャンペーン、
各種メディア媒体を通じた発信、クリエイター連携事業、
高所得者向けＰＲ事業、着地型旅行商品造成販売、関係団
体協働ＰＲ活動等を実施した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額：４２，０３２，０００円
公共交通機関タイアップキャンペーン、各種メディア媒体
を通じた発信、クリエイター連携事業、高所得者向けＰＲ
事業、着地型旅行商品造成販売、関係団体協働ＰＲ活動等
【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度：４３，６９９，８０５円
令和５年度：４０，２６２，５８８円
【事業を取りまく状況等】
旅行市場の多様化に対応していくため、ターゲットを定め
た戦略的な情報発信や旅行商品造成を進める必要がある。

ターゲット戦略推
進事業

３６，４４０

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 伊勢神宮奉納全国花火大会委員会に事務局として参画
し、花火大会を開催した。
開催日：令和６年７月１３日（土）
会　場：宮川河畔（度会橋上流）
観覧数：約１９０,０００人
　　　（うち、有料観覧席６,７９６人※協賛席除く）
打上発数：約７,０００発

花火大会開催負担
金

５０，０００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）8 観光費
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決算書
       頁

173

3
3

175

4

（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）３．伝統文化継承費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

30,288

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

30,681 決 算 額 の 財 源 内 訳

30,541 一般財源

253

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． お木曳行事、お白石持行事の保存継承を行うため、初穂
曳実施や伊勢商工会議所、（公社）伊勢市観光協会ととも
に基金の積み立てを行った。

民俗伝統行事継承
事業

３０，５４１

 ４． 第６３回神宮式年遷宮に向け、より一層伊勢を全国にＰ
Ｒし、誘客に繋げるため、東京ラジオ局タイアップ誘客事
業、伊勢志摩せんぐう旅博事業を実施した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額：１３，６５８，０００円
東京ラジオ局タイアップ誘客事業、伊勢志摩せんぐう旅博
事業、大阪・関西万博催事出展事業
【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業
【事業を取りまく状況等】
当初予算時計画では、大阪・関西万博一般参加催事に係る
経費を計上していたが、不採択により未執行とした。
神宮式年遷宮は伊勢への誘客における絶好のタイミングで
あることから、時期を逸することなく誘客宣伝を実施する
必要がある。

御遷宮誘客宣伝事
業

８，４５０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 各団体への参画や連携による取り組みと市単独の取り組
みなど、効果的な事業展開となるために地域を分け、各種
団体事業参画、外国人短期留学生招聘及び情報発信事業、
欧米ＰＲ事業、外国語パンフレット作成事業等を実施し
た。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額：１７，５５０，０００円
各種団体事業参画、外国人短期留学生招聘及び情報発信事
業、欧米PR事業、外国語パンフレット作成事業等
【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度：１９，５８４，０１０円
令和５年度：１９，４３２，８８２円
【事業を取りまく状況等】
円安や諸外国の経済成長などに伴いインバウンド需要が増
大する中で、時流に乗り遅れず伊勢が旅行先として選ばれ
る情報発信が必要。また、伊勢の文化の独自性に対する興
味を喚起できる国地域の選択と集中を行う必要がある。

外国人観光客誘致
推進事業

１６，２２０

（款）8 観光費
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（款）９．土木費　（項）１．土木管理費　（目）１．土木総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

72,516 25,878

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

用 地 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国土調査法に基づく地籍調査において、調査区域を定
め、地籍（地番・所有者・地積・地目・境界）の整備を
行った。
（概要）
　　①令和６年度現年分
　　　地籍調査業務　　　　　　　一式　　　　２件
　　 ○調査区域（業務内容）
　　　・岡本２丁目（素図作成）
　　　　調査面積　０．０８ｋ㎡
　　　・岡本２丁目（素図作成）
　　　　調査面積　０．１２ｋ㎡
　    システム保守業務    　　　一式　　　　１件
　　②令和５年度から繰越
　　　地籍調査業務　　　　　　　一式　　　１０件
　　 ○調査区域（業務内容）
　　　・古市町、倭町、勢田町（閲覧）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡
　　　・久世戸町、古市町、楠部町（閲覧）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡
　　　・神久１丁目（閲覧）
　　　　調査面積　０．０４ｋ㎡
　　　・神久２丁目（閲覧）
　　　　調査面積　０．１８ｋ㎡
　　　・尾上町、岡本２丁目（調査・測量）
　　　　調査面積　０．１４ｋ㎡
　　　・倭町、尾上町、楠部町（調査・測量）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡
　　　・神久５丁目、神久６丁目（調査・測量）
　　　　調査面積　０．１４ｋ㎡
　　　・御薗町高向（図根三角測量）
　　　　調査面積　０．６１ｋ㎡
　　　・御薗町高向（素図作成）
　　　　調査面積　０．１６ｋ㎡
　　　・御薗町高向（素図作成）
　　　　調査面積　０．２０ｋ㎡

地籍調査推進事業 ９９，８８４

553,954 決 算 額 の 財 源 内 訳

476,161 一般財源

377,767

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）１．道路橋梁総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,850

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）２．道路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

4,500 3,337 77,700 116,300

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1

57,638

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 路面の荒廃が著しく、通行に支障をきたしている道路の
舗装を行い、機能回復を図った。
（概要）
  　道路舗装　　　　  Ａ＝５，７１４㎡

道路舗装事業 ５５，２５１

266,048 決 算 額 の 財 源 内 訳

259,475 一般財源

161,899

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 適切な道路管理を行うため、道路の拡幅及び道路用地の
寄附採納を行った。また、道路事業等に伴う市道の認定、
改良等に基づき、道路台帳の修正業務を行った。
（概要）〇道路台帳修正　　　　　　６．３ｋｍ
　　　　　供用開始（新規認定）　　１．８ｋｍ
　　　　　供用開始（区域変更）　　１．０ｋｍ
　　　　　未供用　（新規認定）　　０．０ｋｍ
    　　　廃止　　　　　　　　　　０．４ｋｍ
    　　　改良　 　　 　　　　　　３．１ｋｍ

狭あい道路の解消を図るため、建築行為等に際して、道
路後退用地の寄附採納を行い、安心安全で快適なまちづく
りを進めた。
（概要）○後退用地等に係る報償金
      　　申請者数　　　　          　　２名
      　　筆数　　　　　        　　 　 ２筆
      　　面積　　 　　         ２２．８２㎡
     　　 金額　            ５４６，１４９円
        ○後退用地等に係る助成金
        　申請者数  　　  　      　　１０名
      　　筆数　　  　　　        　　　８筆
      　　面積　　　　        １０５．５０㎡
      　　金額　        　　９９８，７４０円

道路管理経費 ２９，５４８

166,855 決 算 額 の 財 源 内 訳

163,749 一般財源

（款）9 土木費
92



決算書
       頁

177

2
2

177

3

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）３．道路新設改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

9,489 470,400 19,279

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1
1

177

2

 ２． 「ごみ処理施設整備に関する協定書」に基づき、市民生
活に密着した道路の拡幅等改良を行うことにより、道路機
能の改善、生活環境基盤の整備を進めている。
（概要）
　 　測量業務　　　　　　　 一式　　　　　　１件
　 　詳細設計業務　　　　　 一式　　　　　　１件

（新ごみ処理施設
整備関連）
道路改良事業

１６，９４３

 １． 市民生活に密着した道路の拡幅等改良を行うことによ
り、道路機能の改善、生活環境基盤の整備を進めている。
（概要）
　①令和６年度現年分
　　 除草業務　　　　　　 　一式   　　　 　２件
　　 建物調査業務　　　　　 一式　   　　　 １件
　   用地　　　　　　　　　 ６名（延べ人数）
　②令和５年度から一部繰越
  　 道路整備工　　　　　　 一式　　　　　　２件
  ③令和５年度から一部繰越及び令和６年度と合併施行
  　 橋梁下部工　　　　　　 一式　　　　　　１件
　④令和７年度へ一部繰越
   　橋梁上部工　　　　　　 一式　　　　　　１件
　　 補償　　　　　　　　　 １名

　◇社会資本整備総合交付金事業

道路改良事業 １９９，９９０

574,193 決 算 額 の 財 源 内 訳

538,233 一般財源

39,065

基 盤 整 備 課

 ３． 「ごみ処理施設整備に関する協定書」に基づき、路面の
荒廃が著しく、通行に支障をきたしている道路の舗装を行
い、機能回復を図った。
（概要）
  　道路舗装　　 　　 Ａ＝８９２㎡

（新ごみ処理施設
整備関連）
道路舗装事業

１０，３８７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 小中学校の通学路における通学路交通安全プログラムで
の要対策箇所をはじめ、通学路の安全対策を重点的に実施
することで危険箇所の解消を図り、安全安心な歩行空間を
確保した。
（概要）
  　区画線   　　 　　Ｌ＝５，４０５ｍ
  　道路舗装　　 　　 Ａ＝６５㎡
　　防護柵   　　 　　Ｌ＝５７ｍ

通学路維持補修経
費

１１，９２１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1
1

179

2

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）４．橋梁維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

52,774 43,000 2,488

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路交通の安全性を確保する上で、従来の破損してから
修繕するという事後的な対応から、計画的かつ予防的な対
応に転換し、橋梁施設の長寿命化及びそれに伴うコスト縮
減を図っている。
（概要）
　①令和６年度現年分
　 　点検業務　　　　　　　 一式　　　　　　１件
　 　詳細設計業務　　　　　 一式　　　　　　１件
　 　橋梁修繕　　　　 　　　一式　　　　 　 ３件
　②令和５年度から一部繰越
　　 橋梁修繕　　　　 　　　一式　　　　 　 １件
　◇道路更新防災等対策事業

橋梁長寿命化事業 １０９，２８３

147,223 決 算 額 の 財 源 内 訳

110,273 一般財源

12,011

 ２． 「ごみ処理施設整備に関する協定書」に基づき、道路側
溝整備等により道路機能の改善を行い、生活環境基盤の向
上や通行の安全確保を図った。
（概要）
　　側溝　　 　　　　 Ｌ＝２４５ｍ

（新ごみ処理施設
整備関連）
道路側溝等改良事
業

２７，２３９

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路側溝整備等により道路機能の改善を行い、生活環境
基盤の向上や通行の安全確保を図った。
（概要）
　　測量設計業務   　 一式
    施工延長 　　　　 Ｌ＝２，５３２ｍ

道路側溝等改良事
業

２９４，０６１

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）５．交通安全施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）６．道路整備事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

663,136 500,600 79,286

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1

8,074

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本地域は、道路網が未整備な上、伊勢赤十字病院や商業
施設への交通によって、慢性的な渋滞が発生し、一般車両
のみならず救急車両のアクセスも悪い状況である。このこ
とから、来訪者や救急車両の交通の円滑化を図り、快適か
つ安全安心なまちづくりを行うため、本路線の整備を進め
ている。
（概要）
   　除草業務　　　　　　　　　一式　　　 　１件
　　 建物調査再算定業務　　　　一式　　　　 ２件

一之木５丁目１６
号線整備事業

２，１０４

2,602,681 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,251,096 一般財源

53,436

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 交通事故防止・安全な交通環境の確保のため、道路反射
鏡・防護柵・照明灯・その他交通安全施設新規設置及び修
繕を行った。
 （概要）
　　　区画線設置、道路反射鏡設置
　　　及び道路照明灯設置等　　　　一式

交通安全施設整備
事業

１４，８８０

54,150 決 算 額 の 財 源 内 訳

53,436 一般財源

（款）9 土木費
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決算書
       頁

179
 ２．  現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、橋梁の

設置位置の問題から現位置での架替えが困難であるため、
代替機能を持つ本路線の整備が必要である。宮川へ新たに
橋梁を架設し、交通の円滑化及び道路環境改善を図るため
整備を進めている。
（概要）
　①令和６年度現年分
　　 道路整備等　　　　　　　　一式　　 　　３件
　　 受委託契約（工事積算）　　一式　　　　 １件
　　 除草業務　　　　　　　　　一式　　　 　１件
　　 建物調査業務　　　　　　　一式　　　　 １件
　　 建物調査再算定業務　　　　一式　　　　 ２件
　　 用地　　　　　　　　　　　６名（延べ人数）
　　 補償　　　　　　　　　　　６名（延べ人数）
     不動産鑑定評価業務　　　　一式　　　　 ４件
　　 登記業務　　　　　　　　　一式　　　　 ４件
　②令和５年度から一部繰越
　　 補償　　　　　　　　　　　１名
　③令和５年度から一部繰越及び令和７年度へ一部繰越分
　　 受委託契約(橋梁下部工事)　一式　　　　 １件
　　※債務負担行為による令和５年度～令和７年度契約
　④令和５年度から繰越
　　 井戸調査業務　　　　　　　一式　　　　 １件
　　 計測管理計画修正業務　　　一式　　　　 １件
　　 事業認可申請図書作成業務　一式　　　　 １件
　⑤令和７年度へ一部繰越
　　 補償　　　　　　　　　　　１名
　⑥令和７年度へ繰越
　　 詳細設計修正業務　　　　　一式　　　　 １件
　　 井戸調査業務　　　　　　　一式　　　　 １件
　   受委託契約(工法検討)　　　一式　　　　 １件
　　※債務負担行為による令和６年度～令和７年度契約
　　 建物調査再算定業務　　　　一式　　　　 １件
　　 用地　　　　　　　　　　　１名
  ◇社会資本整備総合交付金事業
　◇道路更新防災等対策事業

高向小俣線ほか１
線整備事業

１，１６１，０８０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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決算書
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2

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　２，０３４，６７２，０００円
　・橋梁下部　　　　　　　   　一式
　・道路整備　　　　　　　　 　一式
　・工事積算　　　　　　　　　 一式
　・井戸調査業務　　　　    　 一式
　・除草業務　　　　　　    　 一式
　・建物調査再算定業務　　  　 一式
　・図書作成業務　　　　　　　 一式
　・不動産鑑定評価業務　　   　一式
　・登記業務　　　　　　　   　一式
　・用地　　　　　　　　　   　一式
　・用地借地　　　　　　　   　一式
　・補償　　　　　　　　　   　一式
　繰越予算額　４４７，２５９，６２０円
　・橋梁下部　　　　　 　　  　一式
　・井戸調査業務　　　　　　 　一式
　・事業認可申請図書作成業務　 一式
　・計測管理計画修正業務　　 　一式
　・補償　　　　　　　　　   　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　令和４年度　４５６，３５８，１４２円
　・橋梁詳細設計業務　　　　 　一式　　　　　１件
　・橋梁下部　　　　　　　　 　一式　　　　　１件
　・事業用地整備　　　　　　 　一式　　　　　１件
　・道路整備　　　　　　　　 　一式　　　　　１件
　・工事積算業務　　　　　　 　一式　　　　　１件
　・除草業務　　　　　　　　　 一式　　　　  １件
　・建物調査業務　　　　　　 　一式　　　　　４件
　・建物調査再算定業務　　　　 一式　　　　　３件
　・用地　　　　　　　 Ａ＝５９５．３４㎡
　・補償　　　　　　　 １８名(延べ人数)
　(前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む)

  令和５年度　６１９，７３４，０６５円
　・橋梁下部　　　　 　　　　　一式　　　  　２件
　・事業用地整備　　　　 　　　一式　　　　　１件
　・道路整備　　　　　　 　　　一式　　　　　２件
　・除草業務　　　　　　　　 　一式 　　　   １件
　・井戸調査業務　　　 　　　　一式　　　　　１件
　・建物調査業務　　　　　　 　一式　　　　　２件
　・建物調査再算定業務　　　 　一式 　　　　 ３件
　・用地借地　　　　　 Ａ＝１０，４１１㎡
　・補償　　　　　　　 ８名(延べ人数)
　(前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）
　
【事業を取りまく状況等】
・道路、橋梁の工事にあたっては、関係機関や地元等と協
　議を行い事業を円滑に進めていく必要がある。
・橋梁区間の設計・調査・工事については、専門的な知識
　を要するため県へ委託する。
・大規模な事業である本路線には多大な事業費が必要であ
　るが、国からの予算配分が厳しい状況であることから、
　財源確保が重要な課題である。

（款）9 土木費
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 ５． 「ごみ処理施設整備に関する協定書」に基づき、小中学校
の通学路における通学路交通安全プログラムでの要対策箇
所をはじめ、通学路の安全対策を重点的に実施することで
危険箇所の解消を図り、安全安心な歩行空間を確保するた
め、整備を進めている。
（概要）
　 土地評価業務　　　　　　　　一式　　　 　１件
　
　◇社会資本整備総合交付金（防災・安全）事業

（新ごみ処理施設
整備関連）
通学路整備事業

３，２５６

 ４． 伊勢市駅周辺の道路や駐輪場の整備を行い、住環境の向
上と中心市街地の賑わいを創出し、活性化を図るため整備
を進めている。
（概要）
　①令和６年度現年分
　　 道路舗装　　　　　　Ａ＝３３８㎡　　　 １件
　　 照明灯設置　　　　　Ｎ＝８基　　　　　 １件
　②令和５年度から一部繰越
　　 道路舗装　　　　　　Ａ＝６００㎡　　　 １件
　　 視覚障がい者誘導用ブロック整備
　　　　　　　　　　　　 Ａ＝９８㎡　　　　 １件
　③令和５年度から繰越
　　 照明灯設置　　　　　Ｎ＝１０基　　　　 １件
　◇都市構造再編集中支援事業

中心市街地活性化
整備事業

７７，９１６

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 小中学校の通学路における通学路交通安全プログラムで
の要対策箇所をはじめ、通学路の安全対策を重点的に実施
することで危険箇所の解消を図り、安全安心な歩行空間を
確保するため、整備を進めている。
（概要）
　 　測量業務　　　　　　　 一式　　　　　　１件
　 　予備設計業務　　　　　 一式　　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金（防災・安全）事業
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　８，１００，０００円
　・測量業務　　　　　　　　一式
　・予備設計業務　　　　　　一式
 
【過去２ヵ年度の実績】
　令和４年度　７０，１４３，７００円
　・通学路整備工事　　　　  一式  　　　　　４件
　(前年度からの繰越を含む）
　令和５年度　　１，１００，０００円
　・通学路整備工事　　　　  一式  　　　　　１件

【事業を取りまく状況等】
整備工事等の事業を、円滑に進めていくには、関係機関

との協議や地権者の協力が必要である。

通学路整備事業 ６，７４０

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）３．河川改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

38,400

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1

（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）４．排水路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

146,900 9,144

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

205,990

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　対象施設の追加やポンプ場の機能診断を行う等、定期的
に見直しを実施している長期補修計画に基づき、効率的か
つ効果的なポンプ場の運用及び予防保全の観点による都市
ポンプ場の整備、機能更新を行った。

（概要）
　　都市ポンプ場機能診断業務　　一式
　　（ポンプ場　１機場）
　　施設整備更新工事
　　　　令和５年度から繰越
　　　　　　ポンプ場　　　　　　　１機場
　　　　令和６年度現年分
　　　　　　ポンプ場　　　　　　　２機場
　　　　　　※債務負担行為による令和６年度～令和７年
　　　　　　　度契約を含む
　　　　　　ポンプ施設　　　　　　３施設

排水機場維持管理
経費（ポンプ場機
能更新）

１６１，９１７

371,753 決 算 額 の 財 源 内 訳

362,034 一般財源

889

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 流下能力不足や護岸、河床の浸食等により人家等への災
害発生が危惧される河川において、災害を防止するため、
護岸改良整備等を進めている。
（概要）
　 ①令和６年度現年分
　　 河川改良　　　　　　Ｌ＝１１７ｍ　　　 １件
　　 用地　　　　　　　　　　　１名
　　 補償　　　　　　　　　　　１名
　 ②令和７年度へ繰越
　　 用地　　　　　　　　　　　１名
　　 補償　　　　　　　　　　　１名

河川改良事業 ３９，２８９

112,855 決 算 額 の 財 源 内 訳

39,289 一般財源

（款）9 土木費
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1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【当初予算における内容、計画】
　　当初予算額 　99,036,000円
　　都市ポンプ場機能診断業務　　一式
　　（ポンプ場　１機場）
    施設整備更新工事
　　　　　　ポンプ場　　　　　 　３機場
　　　　　　ポンプ施設　　　　 　４施設

【過去２ヵ年度の実績】
　　令和４年度
　　　都市ポンプ場施設整備更新詳細設計業務　一式
　　　（ポンプ場　２機場、ポンプ施設　１施設）
      施設整備更新工事
　　　　ポンプ場　　　　　　　１機場
　　　　ポンプ施設　 　　　　 ５施設
　　　　（次年度への繰越分を含む）

　　令和５年度
　　　都市ポンプ場施設整備更新詳細設計業務　一式
　　　（ポンプ場　１機場）
      施設整備更新工事
　　　　ポンプ場　　　　　　　１機場
　　　　ポンプ施設　 　　　　 ４施設
　　　　（次年度への繰越分を含む）

【事業を取りまく状況等】
　   ・設備の老朽化に伴う更新費用の増大への懸念に対
　　　 し、長期補修計画を作成し、施設を延命化するこ
　　　 とによりライフサイクルコストの縮減を図った。
 　　・計画的な維持管理を行うために、事後保全方式か
       ら予防保全方式に切り替えることにより、地域の
       治水に対する安全性、信頼性を確保した。

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）５．排水路整備費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円
決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

259,400 25

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1

（款）９．土木費　（項）４．港湾海岸費　（目）１．港湾海岸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円
決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

4,790 21,500 1,865

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1

5,588

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　三重県が施行した港湾改修事業に対し、負担を行った。
（宇治山田港）県営事業地元負担

金

２３，９４５

43,498 決 算 額 の 財 源 内 訳
33,743 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 豪雨時の急激な増水等による浸水被害を防止するため、
排水路の整備を進めている。
（概要）
　 ①令和６年度現年分
　 　排水路改良　　　　　Ｌ＝３２２ｍ　　　 ４件
　　 用地　　　　　　　　　　　１名
　　 補償　　　　　　　　　　　３件
　 ②令和５年度から一部繰越
　　 排水路改良　　　　　Ｌ＝１００ｍ　　　 １件
　 ③令和５年度から繰越
　　 用地　　　　　　　　　　　３名
　　 補償　　　　　　　　　　　３名
　 ④令和７年度へ一部繰越
　　 排水路改良　　　　　Ｌ＝１９６ｍ　　　 ２件
　 ⑤令和７年度へ繰越
　　 排水路改良　　　　　Ｌ＝１８８ｍ　　　 ２件
　　 補償　　　　　　　　　　　１件

排水施設整備事業 ２５９，５１１

391,061 決 算 額 の 財 源 内 訳
259,511 一般財源

86

基 盤 整 備 課

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）２．まちづくり推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円
決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

170,613 140,200 15,500

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1

37,071

都 市 計 画 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 急速な人口減少と少子高齢化などの影響により、市街地
の低密度化が進み、中心市街地の都市機能の低下が問題と
なっている。そのため、多くの人にとって安全で快適に暮
らせるまちづくりを実現することで、中心市街地の再生と
活性化を図る。

令和６年度は、市街地再開発事業等を推進するため、伊
勢市駅前Ｃ地区再開発組合が実施する施設整備費等に対
し、補助金による支援を行った。

また、都市再生整備計画の効果を検証するため、都市再
生整備計画事業評価を行った。
（概要）
　令和６年度
 （住環境整備交付金）　　　３２８，８１１，９００円
　　補助金　　　　　　　　　　 　　　一式　　　１件
　　委託料　　　　　　　　　　　　 　一式　　　１件
　　◇社会資本整備総合交付金事業
　
【当初予算における内容、計画】
 （住環境整備交付金）
　当初予算額　　 　　　　　３６０，３０９，０００円
　　補助金　　　　　　　　　　　 　　一式　　　１件
　　委託料　　　　　　　　　　　　 　一式　　　１件
　
【過去２ヵ年度の実績】
　令和４年度
 （住環境整備交付金）　　　５８１，８０７，３００円
　　補助金　　　　　　　　　　 　　　一式　　　１件
　　負担金　　　　　 　　　　　　　　一式　　　２件
 令和５年度
 （住環境整備交付金）　　　１８８，０４６，０００円
　　補助金　　　　　　　　　　 　　　一式　　　１件

【事業を取りまく状況等】
・住環境整備交付金により支援し、平成２８年度に完成し
た民間都市開発の効果により、伊勢市駅前地区周辺地域の
にぎわいが取り戻されつつあり、活性化に向けた動きも活
発化している。更なる中心市街地の再生と活性化を図るた
め、隣接する新たな民間都市開発に対しても、補助金等に
よる支援を行い、事業を促進させる必要がある。

中心市街地再生事
業

３２８，８１２

376,472 決 算 額 の 財 源 内 訳
363,384 一般財源

（款）9 土木費
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 ３． 居心地がよく歩きたくなるまちなかの形成により、都市
の多様性の集積やイノベーションの創出など都市の魅力を
高め、コンパクトシティの推進や中心市街地の活性化を図
る。

令和６年度は、伊勢市駅前商店街において道路空間への
テーブルやベンチの設置などによる社会実験を８月と10月
に実施し、また、市内においてウォーカブルの取組の可能
性がある地域の調査を行った。

（概要）
　令和６年度　　　 　　　　　１５，５７８，２００円
　　委託料　　　　　　　　　　　　 　一式　　　１件
　
【当初予算における内容、計画】
 　当初予算額　　 　　　　　 １９，０００，０００円
　　委託料　　　　　　　　　　　　 　一式　　　１件

【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
・伊勢市駅前市街地再開発事業を支援し、民間都市開発の
効果により、伊勢市駅前地区周辺地域のにぎわいが取り戻
されつつあり、活性化に向けた動きも活発化している。更
なる中心市街地の再生と活性化を図り、再開発事業の効果
を高めていくため、事業を推進する必要がある。

まちなかウォーカ
ブル推進事業

１５，５７８

 ２． 都市機能再生事業にて施行された施設に対し、「伊勢市
中心市街地都市機能再生促進条例」に基づき都市機能再生
奨励金の交付を行うことで、事業効果を一層促進させ、伊
勢市駅前周辺の活性化を図る。

令和６年度は、都市機能再生奨励金として、１件の交付
を行った。
（概要）
　令和６年度　 　　　　　　  １８，９９４，１００円
　　都市機能再生奨励金　　　　　　   一式　　　１件

中心市街地都市機
能再生促進事業

１８，９９４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）５．街路事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円
決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

19,727 54,488 26,576

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　三重県が施行した街路整備事業に対し、負担を行った。
（外宮常磐線  【伊勢南島線】）
（本町宮川堤線【伊勢南島線】）
（御幸道路　  【伊勢南島線】）
（豊川浦田線  【伊勢磯部線】）

県営事業地元負担
金

７０，１２９

229,844 決 算 額 の 財 源 内 訳
105,996 一般財源

5,205

監 理 課

（款）9 土木費
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    （単位  千円）

決算書
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185

1

 １． 電線類が景観を阻害しており、また、地震による電柱の
倒壊などの被害が懸念されるため、電線類を地中化するこ
とにより、都市景観の向上と災害に強いまちづくりを進め
ている。
（概要）
　①令和６年度現年分
　　 移転補償　　　　　　２名（延べ人数）
　②令和７年度へ一部繰越
　　 電線共同溝整備　　　Ｌ＝１３９ｍ　　　 １件
　③令和７年度へ繰越
　　 移転補償　　　　　　１名

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　８６，９００，０００円
　 ・電線共同溝整備　　 　　一式
　 ・移転補償　　　　　　　 一式

【過去２ヵ年度の実績】
　令和４年度　　１０，３４１，１００円
　・測量業務　　　　　　　　一式　　　　　　１件
　・予備設計業務 　　　　　 一式　　　　　  １件
　・試掘　　　　　 　　　　 一式　　　　　  １件

　令和５年度　　　９，７００，９００円
　・詳細設計業務　　　　　　一式　　　　　　１件
　・試掘　　　　　 　　　　 一式　　　　　  １件
　
 【事業を取りまく状況等】

宇治山田駅前の岡本吹上線は、市民や観光客などの利用
者も多く、通行空間の安全性・快適性、観光地として良好
な景観形成を図る必要がある。また、第３次緊急輸送道路
に位置付けられていることから、道路の防災機能の向上も
求められている。

　◇無電柱化推進計画事業

岡本吹上線改良事
業

３５，８６７

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）６．公園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円
決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

15,000 82,400 36,764

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1

185

2

2

185
 ３．

６９，１２１

　都市公園の種別や地域特性、社会需要に応じ、地域住民
や来訪者が集い、交流拠点となる公園に遊具等を増設し、
憩いや子どもの遊び場となる公園整備を進めている。
（概要）
　①令和６年度現年分
　　 詳細設計業務　　　　　 一式　　　　　  １件
　　 公園整備　　　　 　　　一式　　　　　　２件
　　 トイレ等建築　　　　　 一式　　　　　　２件
　　 建築確認申請手数料等　 一式　　　　　　２件
　②令和５年度から一部繰越
　　 公園整備　　　　　　　 一式　　　　　  １件
　
 【当初予算における内容、計画】
　 当初予算額　５０，０８２，０００円
　 ・詳細設計業務　　　　 　一式
　 ・公園整備　　　　　　　 一式
　 ・トイレ等建築　　　　　 一式
　 ・建築確認申請手数料等　 一式

 【過去２ヵ年度の実績】
 　令和４年度　７６，２３８，８００円
　 ・測量業務　　　　 　　　一式　　　　　　１件
　 ・詳細設計業務　　　　　 一式　　　　　  １件
　 ・公園整備　　　　　　　 一式　　　　　　４件

　 令和５年度　７７，２３７，０００円
　 ・測量業務　　　　　　　 一式　　　　　　１件
　 ・詳細設計業務　　　　　 一式　　　　　　１件
　 ・公園整備　　　　　　　 一式　　　　　　１件

集まれこどもたち
公園整備事業

 ２． 地域住民や来訪者が集い、憩いやコミュニティ活動の
場、子どもの遊び場となる公園整備を進めている。
（概要）
　令和５年度から一部繰越
　 トイレ改築　　　　　　 　Ａ＝９．６㎡ 　１件
　令和５年度から繰越
　 旧トイレ解体　　　　　　 一式　　　　 　１件

公園整備事業 ７，４００

24,566

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　宮川の高水敷を利用した公園整備を進めている。
（概要）
　 樹木伐採業務 　 　一式　     　　 １件

宮川河川敷公園整
備事業

１，７５９

196,329 決 算 額 の 財 源 内 訳
158,730 一般財源

（款）9 土木費
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決算書
       頁

3

3

187

4

187

5

（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）１．住宅管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円
決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

18,539 34,200 133,175

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1

20,134

住 宅 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 入居者サービスの向上のための指定管理者による市営住
宅等の管理を実施し、単身高齢者の定期巡回や、休日・夜
間も含め迅速な対応を行った。また、効率的かつ経済的な
管理運営のため、住宅の調査等を定期に行った。
　　指定管理者：ＦＥ住宅管理共同企業体
　  期　　　間：令和４年４月１日
　　      　　　　　～令和９年３月３１日
　  期間全体の
  　指定管理料：４７９，８０３，５３２円

公営住宅維持管理
経費

８８，０１９

241,302 決 算 額 の 財 源 内 訳
206,048 一般財源

 ５． 「ごみ処理施設整備に関する協定」に基づき、地域住民や
来訪者が集い、憩いやコミュニティ活動の場、子どもの遊
び場となる公園整備を進めている。
（概要）
　①令和６年度現年分
　　 公園整備　　　　 　　　一式　　　　　 　 １件
　②令和５年度から繰越
　　 用地　　　　　　　　　 Ａ＝１，５３６．６０㎡
　　 補償　　　　　　　　　 ２名（延べ人数）

（新ごみ処理施設
整備関連）
公園整備事業

４９，０１８

 ４． 公園施設の安全・安心を確保しつつ、重点的・効率的な
維持管理や更新投資を行っていくため、公園施設長寿命化
計画に基づき、公園施設の長寿命化を図っている。本年度
は、６公園の遊具の更新を行った。
（概要）
　　 公園改修　　　　　　　　　一式　　　　４件
　　◇社会資本整備総合交付金事業

公園長寿命化事業 ３１，４３２

 【事業を取りまく状況等】
　 住民や関係者等の意見をより多く聞き入れ、インク
ルーシブな遊具を含めた遊具の選定を行うことにより、誰
もが一緒に遊べ、多くの人が交流できる公園となるよう取
り組んでいく必要がある。
　また、財源確保の取り組みのため、「森林環境譲与税」
の対象事業としている。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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決算書
       頁

187

2

1

187

3

（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）２．住宅対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円
決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

39,986 22,693 391

    （単位  千円）

決算書
       頁

187住宅・建築物耐震
改修等促進事業

 １．
９１，３１１

209,333 決 算 額 の 財 源 内 訳
117,505 一般財源

54,435

住 宅 政 策 課

　阪神・淡路大震災で昭和56年以前に建築された木造住宅
が多数倒壊したことを教訓に、南海トラフ地震による被害
を最小限にするため、三重県木造住宅耐震促進協議会と連
携し、古い木造住宅を戸別に訪問し、耐震改修の必要性を
訴え、耐震化の促進を図った。
　無料耐震診断の結果、「倒壊の危険性が高い」と診断さ
れた木造住宅を対象とし、耐震補強工事等に要した費用に
対して一部補助を行った。また、市内に存在する危険なブ
ロック塀等の撤去に要した費用に対して一部補助を行っ
た。
（概要）
　令和６年度
  ・戸別訪問　　　　　　　　　　　　　　４，５８９件
　・木造住宅耐震診断等業務　　　　　  一式　４９０件
　・補助金
　　　耐震補強設計　　　　　　　　　  一式　　１６件
　　　耐震補強工事　　　　  　　　　  一式　　　６件
　　　除却工事　　　　　　　　　　　　一式　１３９件
　　　リフォーム工事　　　　　　　　  一式　　　４件
　　　耐震シェルター等設置工事　　　　一式　　１２件
　　　ブロック塀等撤去工事　　　　　  一式　  ５４件

 ３． 「社会資本総合整備計画（地域住宅計画）」及び「伊勢
市営住宅等長寿命化計画」に基づき、市営住宅の機能改善
のため、下記の工事等を施行した。
（概要）
　　屋根等改修工事
　　　・倭Ｂ団地　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・倭Ｃ団地　　　　　　　　　　　　一式　　１件

住宅等整備事業 ３６，６４０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 市営住宅の機能保持と入居者の安全を確保するため、下
記の工事及び業務を施行した。
（概要）
　①令和６年度現年分
　　排水管改修工事
　　　・高向団地　　　　　　　　　　　　一式　　１件
    空家解体工事
　　　・横世古団地　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・西団地　　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　②令和７年度へ一部繰越
　　物置改築工事
　　　・大湊団地　　　　　　　　　　　　一式　　１件
　

住宅等改修事業 １６，９００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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決算書
       頁

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　９２，５５９，０００円
　・木造住宅耐震診断等業務　　　　　  一式　３００件
　・補助金
　　　耐震補強設計　　　　　　　　　  一式　　２０件
　　　耐震補強工事　　　　  　　　　  一式　　４０件
　　　除却工事　　　　　　　　　　　　一式　１２０件
　　　リフォーム工事　　　　　　　　  一式　　２０件
　　　耐震シェルター等設置工事　　　　一式　　１０件
　　　ブロック塀等撤去工事　　　　　  一式　  ５０件

【過去２ヵ年度の実績】
　令和４年度  ４８，９２９，４００円
　・戸別訪問　　　　　　　　　　　　　　　　　４５件
　・木造住宅耐震診断等業務　　　　　　一式　１６７件
　・補助金
　　　耐震補強設計　　　　　　　　　　一式　　　２件
　　　耐震補強工事　　　 　　 　　　　一式　　　４件
　　　除却工事　　　　　 　　 　　　　一式　１１６件
　　　リフォーム工事　　　　　  　　　一式　　　３件
　　　ブロック塀等撤去工事　　　  　　一式　　２７件

　令和５年度　４６，７６３，６００円
　・戸別訪問　　　　　　　　　　　　　　　　　７２件
　・木造住宅耐震診断等業務　　　　　  一式　１６８件
　・補助金
　　　耐震補強設計　　　　　　　　　  一式　　　５件
　　　耐震補強工事　　　　  　　　　  一式　　　４件
　　　除却工事　　　　　　　　　　　　一式　１０７件
　　　リフォーム工事　　　　　　　　  一式　　　４件
　　　ブロック塀等撤去工事　　　　　  一式　  ２８件

【事業を取り巻く状況等】
　伊勢市は「南海トラフ地震防災対策推進地域」に指定さ
れ、発生時には甚大な被害の発生が予想されており、古い
木造住宅の耐震化が急務となっている。補助内容の拡充や
戸別訪問による啓発活動がきっかけとなり、木造住宅耐震
化への関心が高まっている状況である。住人の安全確保と
いう点だけでなく、地域の防災力向上の観点からも、引き
続き事業を実施し、耐震化を促進していく必要がある。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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決算書
       頁

187

2

2

187

3

 ３． 空家の利活用による流通を図るとともに、移住と定住の
促進及び子育て支援、並びに空家の機能回復と改善を図る
ため、空家のリフォーム工事費用及び購入費用に対して補
助を行った。

また、市内住宅関連産業の振興を促進し、地域経済の活
性化を図るため、市内住宅関連業者による住宅のリフォー
ムを行う者に対して補助を行った。
　・空家リフォーム促進事業補助金　　　　６件
　・空家購入促進事業補助金　　　　　　　８件
　・住宅リフォーム促進事業補助金　　２０１件

住宅・空家
リフォーム等促進
事業

１５，６６３

 ２． 伊勢市空家等対策計画に基づき、特定空家等をはじめと
する周辺に悪影響を及ぼす管理不全な空家等の解消に取り
組むとともに、伊勢市空家バンク制度を運営するなど、空
家の利活用の促進に取り組んだ。
　・空家等の除却・管理済件数　７９０件
　・特定空家等への対応
　　　　総件数　　認定　１６件（うち解除済　１２件）
　　　　Ｒ６実績  認定　　２件　解除１件
　・伊勢市空家バンク制度の運営
　　　（登録）
　　　　総件数　　所有者等 　　　 １９８件
　　　　　　　　　利用者 　　　１,０５８件
　　　　Ｒ６実績　所有者等　        ３３件
                　利用者          １９９件
　　　（成約）
　　　　総件数　 　売買　　６９件　　賃貸　　２２件
　　　　Ｒ６実績 　売買　　１６件　　賃貸　　　１件
　・空家管理システム運用保守業務　　　  　　　 一式
  ・空家バンク物件調査等業務　　　　　　　　　 一式
　・神久１丁目地内特定空家等に関する所有者
    不明建物管理命令申立にかかる事業委託　　 　一式
  ・特定空家等認定支援業務　　　　　　　　　 　一式
　・空家所有者等調査業務　　　　　　  　　　　 一式
  ・空家に関する電話無料相談会の実施　　　　　 ３回
　・空家無料相談制度等の広報周知
　・伊勢市空家等対策協議会の開催　             １回
  ・老朽危険空家等除却費補助金　 　　　　　　  ５件
  ・空家に住んでみません家事業補助金
　　（家賃補助）　　　　　　　　　　　　　　　 ４件
　・空家関連補助制度等のチラシ等作成　　　　　 一式

空家等対策事業 ９，５２８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）9 土木費
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）１．常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

772 977 41,700 390,177

    （単位  千円）

決算書
       頁

189

1
1

189

2
2

189

3
3

189

4

 ４． 令和６年８月に三重南消防通信指令事務協議会を設置
し、令和１０年度に共同運用を開始する消防指令センター
構築準備のため備品等を購入した。
　
　ノート型パソコン　　　　５台　　　　４８７千円
　Ｏｆｆｉｃｅライセンス　５式　　　　４４０千円
　カラーレーザープリンター１台　　　　２７０千円ほか

三重南消防通信指
令事務協議会運営
経費

２，１６５

 ３． 円滑な救急活動を行うことを目的に、小俣分署配備の老
朽化した高規格救急自動車を更新した。

　高規格救急自動車　　　　　　　１９，６３５千円
　高度救命処置用資機材　　　　　１４，９６０千円ほか

救急車購入事業 ３４，６７０

 １． 「いつでも・どこでも・誰でも」応急手当が可能となる
よう、自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の取り扱いを含めた
講習を行い、市民への普及を図った。

　救命講習に係る消耗品　　　　　　　　９２０千円
　救命講習用資器材　　　　１式　　　　３４３千円ほか
　【実績】
　令和６年度救命講習開催回数  　　　  　２０６回
　　　　　　　　　　受講延人数　　　５，１１７人

応急手当普及啓発
事業

１，２６３

 ２． 　救急・救助・警防活動に必要な資機材の充実を図った。

　防火衣　　　　　　　　２５組　　５，５００千円
　　職員貸与補充
　軽量空気ボンベ　　　　２０本　　３，１９０千円
　　各署所配備
　消防用ホース　　　　　７０本　　２，９７０千円
　　各署所配備
　防火帽　　　　　　　　２５組　　１，５１３千円ほか
　　職員貸与補充

各種資機材購入経
費

１４，０９７

1,946,584 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,913,087 一般財源

1,479,461

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）10 消防費
111



（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）２．非常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

28,300 21,860

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1
1

191

2

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）３．消防施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,400 399

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市内の水道管布設工事に併せ消火栓の不足地域に消火栓
を設置し、消防水利の整備を図った。

　単口消火栓６基　　　　　　　 　 ７，８６６千円

消火栓新設負担金 ７，８６６

54,251 決 算 額 の 財 源 内 訳

51,321 一般財源

49,522

152,013 決 算 額 の 財 源 内 訳

144,502 一般財源

94,342

 ２． 　老朽化した小型動力ポンプ付積載車４台を更新した。

　小型動力ポンプ付積載車  ２台　２２，２２０千円ほか
　　小俣分団小俣第２班、佐八分団佐八班配備
　【前年度繰越分】
　小型動力ポンプ付積載車  ２台  ２１，２４８千円ほか
　　小俣分団小俣第１班、浜郷分団一色班配備

小型動力ポンプ付
積載車購入事業

４４，８４４

消 防 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　消防団活動に必要な資機材の充実を図った。

　消防団用ホース　　　　３５本　　１，４２５千円
　　第１～７方面隊配備
　ポンプ車操法用ホース　１２本　　　　５２１千円
　　団本部配備
　発動発電機及び投光器　　３組　　　　４３４千円ほか
　　御薗分団御薗第１班、小俣分団小俣第３班、
　　浜郷分団黒瀬班配備

各種資機材購入経
費

２，４７９

（款）10 消防費
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決算書
       頁

191

2
2

191

3
3

191

4

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）４．水防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

191

1

5,792

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 河川、港湾海岸等の洪水・津波又は高潮の際に被害を軽
減するため、関係機関と共に伊勢市水防訓練を行った。ま
た、台風等による豪雨時には、道路冠水、家屋への浸水を
防ぐため、市内を巡視し、道路冠水箇所の通行止め、自治
会へ土のう配布など水防活動を行った。
（概要）
  ・危機管理型水位計等点検業務
　・水防訓練の実施
　・配布用土のうの作成

水害予防経費 ５，７９２

8,984 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,792 一般財源

 ４． 　消防団車庫の長寿命化を目的とした改修を行った。

　消防団東大淀分団柏班車庫塗装工事
                               　 １，２５４千円
　消防団中島分団車庫塗装工事
                              　　　　９９０千円ほか

消防団車庫改修事
業

３，１１２

 ３． 　消防署庁舎の機能維持を目的とした改修を行った。

　消防署二見出張所照明設備改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　 １，２２０千円ほか

消防署庁舎改修経
費

１，８８７

 ２． 消火活動を円滑にするため老朽化した消防水利の改修等
及び消防水利の明示化を図った。
　
　防火井戸埋設工事　　　　　　 　 ５，４５４千円
　消防水利溶着塗装工事　　　　 　 ２，７３７千円
　防火水槽撤去工事　　　　　　　　２，５３０千円
　消防水利蓋改修工事　　　　　　  ２，４３９千円ほか
　

消防水利施設整備
経費

１３，６７１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）10 消防費
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）５．災害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

4,976 82,200 56,746

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1

 １． 市と社会福祉協議会が関係団体等と協働して運営する災
害ボランティアセンターに関して、有事の際に円滑な対応
ができるよう、各種の取組を行った（社会福祉協議会への
負担金により実施）。

災害ボランティア
支援事業

４８８

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

96,771

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 観光客の帰宅困難者対策として、宇治防災倉庫（仮称）
の整備を進めた。
　宇治防災倉庫（仮称）の整備
　・新築工事設計業務　一式
　・地質調査業務　　　一式

　【当初予算における計画、内容】
　　当初予算額　　２２，１５９千円
　（防災倉庫設計・調査業務）
　・防災倉庫造成設計業務
　・新築工事設計業務
　・地質調査業務
　（その他避難所の整備等）
　・避難所看板設置

【過去２ヵ年度の実績】
  令和５年度からの新規事業
　令和５年度　　　　４，５８１千円
　・物資拠点電源対策用可搬式発電機の整備　３セット
　・災害協定先避難所看板設置　　  　　　　１か所

【事業を取りまく状況等】
今後も災害時に利用する防災備蓄倉庫の整備を主に進め

ていく。

備蓄倉庫等整備事
業

７，５２５

257,190 決 算 額 の 財 源 内 訳

240,693 一般財源

（款）10 消防費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1

 １． 災害時に、自分や家族の支援だけでは避難することが困
難な人が迅速・安全に避難支援等を受けられる体制を整え
るため、情報提供に同意を得られた人の名簿（防災ささえ
あい名簿）を作成し、避難行動支援関係者に名簿の提供を
行った。また、災害時の避難支援等を実効性のあるものと
するため、個別避難計画の作成を推進した。

　　・防災ささえあい名簿登録者　３，１３２人
　　・個別避難計画作成者　　　　２，４８９人

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　７，０１５，０００円
・避難行動要支援者へ防災ささえあい名簿及び個別避難計
画の情報提供に関する同意書を送付
・防災ささえあい手帳及びガイドブックを送付
・個別避難計画作成勧奨通知の送付
・福祉専門職へ個別避難計画作成を依頼
・個別避難計画新規作成者へ控えを送付

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　３，６６７，３３０円
　　・防災ささえあい名簿登録者　３，６２４人
　　・個別避難計画作成者　　　　１，７８１人
令和５年度　４，３４１，２８４円
　　・防災ささえあい名簿登録者　３，３８８人
　　・個別避難計画作成者　　　　２，３０８人

【事業を取りまく状況等】
災害時の避難支援等を更に実効性のあるものとするため

には、個別避難計画の作成促進が重要である。
日頃からケアプラン等の作成を通じて、避難行動要支援

者の状況等を把握しており、信頼関係を期待できること、
災害時のケア継続にも役立つことなどから、ケアマネ
ジャーなど福祉専門職の参画による個別避難計画の作成を
進めている。

避難行動要支援者
対策事業

３，４４７

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）10 消防費
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）３．教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

10,785 7,978 45,623

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1
1

195

2

 １． 道路・交通事情等により通学に危険等が生じる遠距離通
学等児童生徒に対してスクールバス等を運行することで、
安全な通学環境を整備した。
（概要）
・利用人数(計)：２４３人
・伊勢宮川中学校スクールバス運行業務委託(９０人)
　 　　　　　　　　　　　　　　 　 ４９,３６０千円
・二見浦小学校スクールバス運行業務委託等(７５人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２３,８８４千円
・二見中学校スクールタクシー運行業務委託(４人)
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　   ６１８千円
・みなと小学校スクールバス運行業務委託(６５人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７,７７７千円
・みなと小学校スクールタクシー運行業務委託(９人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １,３９５千円
・土地借上料 　　　　　　　　　　　　 　１２２千円

通学安全対策事業 ８３，１５６

 ２． ①実費徴収に係る補足給付事業補助金
新制度に移行していない私立幼稚園に在園する市内在住

園児の保護者に対し、低所得世帯等を対象に幼稚園の副食
費相当額の補助を行った。
・補助金支給者数 　　　                  　　  ６人
・補助金支給額　　                       １９８千円
②幼児教育育成補助金

私立幼稚園及び私立認定こども園の経営の安定化と幼児
教育の充実を図るため、運営費に対して補助を行った。
・補助金支給園　　                      　　 １２園
・補助金支給額　                    １０,３７２千円
③一時預かり事業（幼稚園型）補助金

私立幼稚園及び私立認定こども園の一時預かり事業を安
定的に実施するための人件費等に対して補助を行った。
・補助金支給園　                        　 　  ４園
・補助金支給額　                    　５,４０１千円

私立学校等振興助
成事業

１５，９７１

477,563 決 算 額 の 財 源 内 訳

455,663 一般財源

391,277

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1
1

195

2
2

195

3

 ３． 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を
行うために、特別支援教育体制整備をすすめた。

学習支援員、看護師を配置することで、学習環境の整備
に努め、個に応じたきめ細かな支援を行うことができた。
○令和６年度（令和７年３月３１日現在）
　小学校２２校　７７人（うち看護師１人）
　中学校１０校　２０人

授業のユニバーサルデザイン化推進事業においては、す
べての児童生徒にとっての「分かる、できる」を保障する
授業づくりを小学校２校中学校１校で実施し、授業を市内
全小中学校に公開した。
 
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　１７０，６４２，０００円
・学習支援員、看護師の配置。
・授業のユニバーサルデザイン化推進事業の実施。
・特別支援教育研究委託事業の実施。

【過去２ヵ年度の実績】
○令和４年度（令和５年３月３１日現在）
　小学校１９校　６１人（うち看護師４人）
　中学校　７校　１１人
〇令和５年度（令和６年３月３１日現在）
  小学校２２校　７５人（うち看護師４人）
　中学校１０校　１６人

【事業を取りまく状況等】
子ども一人ひとりに応じた支援を行うために令和５年度

より学習支援員を増員した。今後も特別支援学級や通常学
級に在籍する支援の必要な児童生徒の生活面や学習面をサ
ポートしたり、看護師を配置して医療的ケアの必要な児童
生徒に必要なケアを行ったりして、特別支援教育の充実を
図る必要がある。

学校生活支援事業 １６７，７９５

 ２． 地域人材や学生を教育支援ボランティア・学校安全ボラ
ンティアとして活用することで、個に応じたきめ細かな支
援や指導を行い、確かな学力の定着、安全で安心な教育環
境づくりに取り組むことができた。

学校評議員から得た学校運営に関しての助言や地域の情
報を、学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地域や社
会に開かれた学校づくりに努めた。

学校教育支援事業 ８，２９０

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 幼稚園、小中学校で行われる自然、環境、文化やボラン
ティアについての体験や交流、創意工夫を生かした教育活
動を支援した。

また、キャリア教育の一環として、中学校２年生を対象
として３日間の職場体験学習を実施した。

児童生徒が音楽や美術・科学等に触れる機会を支援し、
また、成果を発表する場を設けることにより、児童生徒の
学習意欲を高めるとともに豊かな感性を養った。

児童生徒教育活動
支援事業

６，８０５

（款）11 教育費
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決算書
       頁

195

4
4

195

5
5

195

6
6

195

7

 ７． 児童生徒の体育・文化活動の促進を図るため、各種大会
への参加支援や体育大会の開催等を行った。体育・文化活動支

援事業

８，０３９

 ６． 児童生徒が様々な経験を通じて「食」に関する知識と
「食」を選択する力を習得し、健全な食生活が実践できる
るよう、学校・家庭・地域が連携しそれぞれの学校・地域
の特色を活かした食育の取組を実施した。

食育推進事業 ４０２

 ５． 目標基準準拠検査（ＣＲＴ）を小学校２年生～中学校２
年生に実施するとともに、小学校１年生においては伊勢市
教育委員会が作成した学力調査（国語・算数）を実施し、
授業改善及び個に応じたきめ細かい指導に生かすことがで
きた。
（ＣＲＴ実施学年及び教科 小学校２～６年生：国語・算
数、中学校１年生：国語・数学、中学校２年生：国語・数
学・英語）

また、研究校を指定し、課題解決に向けた計画的・継続
的な実践研究を行い、授業改善に係る実践研究を行った。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　６，４９３，０００円
・CRT・小学校１年生学力調査の実施。
・授業改善、学力向上推進に係る研修の実施。

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　９，５５５，４４１円
・CRT、小学校１年生学力調査の実施。
・授業改善、学力向上推進に係る研修の実施。
令和５年度　６，４３４，９９９円
・CRT、小学校１年生学力調査の実施。
・授業改善、学力向上推進に係る研修の実施。

【事業を取りまく状況等】
令和４年度までは、社会、理科、英語などの主要５教科

についても調査を実施していたが、現在は国語、算数・数
学、英語の３教科の実施となっている。今後もCRTを実施
することによって児童生徒の学力の定着度を継続して分析
していくとともに、学習指導要領に示された資質・能力の
育成を主体的･対話的で深い学びに基づいた授業改善を行
うことで、明らかになった学習課題を解決していくことが
必要である。

学力向上推進事業 ６，１５４

 ４． 遠距離その他の事由により徒歩による通学が困難な児童
について、その通学に要する交通費を支給し、児童の通学
上の安全確保を図った。なお、平成２９年度から次年度分
の通学定期券の現物支給を行っている。
・令和７年度通学分　１，１６４，４８０円（４８人）

通学安全対策事業 １，１６４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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決算書
       頁
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8
8

195

9
9

195

10
10

195

11
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195

12
12

195

13
13

197

14

 14． 小学生ちょこっと英語体験、中学生英語スピーチコンテ
スト、英語検定チャレンジ事業等、児童生徒が様々な形で
外国語に関わることができる機会を設け、外国語への関心
や意欲の向上を図った。また、就学前教育保育施設へのＡ
ＬＴの派遣を行った。
・英語検定チャレンジ事業（５２０人）
　１級…０人　準１級…４人　２級…２０人
　準２級…８５人　３級…１６１人　４級…１６０人
  ５級…９０人

エンジョイイング
リッシュ事業

１２，３３６

 13． いじめ防止等に資する対策を効果的に進めるため、「い
じめ防止対策推進法」及び「伊勢市いじめ防止基本方針」
に沿って会議･研修会を実施し、関係機関や各小中学校と
の連携を図った。

いじめ防止対策推
進事業

１９５

 12． 広島平和記念式典に市立各中学校代表２０人、教諭２
人、指導主事３人が参列し戦争の悲惨さや核兵器廃絶の取
組の重要性、平和の尊さを体感した。参加生徒は「中学生
ピースメッセンジャー」として、現地で学んだことや感じ
たことをそれぞれ自校の平和学習の場で還流発表するとと
もに、広く市民に向けて参加報告会、感想文集の発行、広
報やＺＴＶ放送による発信、伊勢市ホームぺージへの生徒
感想文の掲載、市内５カ所におけるパネル展示も行い、平
和の尊さを伝え広めることができた。

非核・平和推進事
業

１，１８４

 11． 経済的理由により修学が困難な大学又は高等学校等に在
学する学生、生徒に奨学金を支給し、奨学生の学費の負担
を軽減するとともに、社会に貢献する有用な人材の育成に
努めた。

奨学金育英事業 １０，４８８

 10． 今後の学校水泳における民間プール施設の効果的かつ経
済的な活用を検討するため、令和６年度は、１０校の水泳
の授業を委託し、研究をすすめた。
（早修小、中島小、佐八小、豊浜東小、豊浜西小、北浜
小、東大淀小、進修小、四郷小、二見浦小）

学校水泳民間プー
ル施設活用事業

１４，６０５

 ９． 市立中学校に部活動指導員を１３人配置し、部活動指導
体制の充実と、部活動を担当する教員の負担軽減・支援を
行った。

部活動指導員配置
事業

７，３１５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． スクールカウンセラーへの相談は、人間関係に関する相
談が最も多く、不登校やいじめ、学習関係等多岐にわたっ
ている。令和６年度については、不登校や家庭環境、心
身・保健に関する個別面談等の緊急派遣要請があり、複数
の学校に緊急派遣を行った。

スクールカウンセ
ラー活用事業

８９０

（款）11 教育費
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15

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1

（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）４．教育研究所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

6,437 40,333

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1
1

197

2

 ２． 小中学生の教育、いじめや不登校等について、学校や保
護者等からの相談に対し、教育コンサルタントが電話や面
談、学校訪問等を実施。また、児童生徒・保護者を対象
に、臨床心理士によるカウンセリングを実施した。

カウンセリング
ルーム総合推進事
業

２４，３７６

378,999

教 育 研 究 所

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 教育に関する今日的、将来的な課題について研究を進め
るとともに、教職員対象の研修講座を開催し、市内保幼小
中学校の教育力向上を図った。(研究１件・研修講座17講
座)

教育研究研修推進
経費

２，００１

436,031 決 算 額 の 財 源 内 訳

425,769 一般財源

 １． 市立全小中学校の図書館に司書資格を有する図書館ス
タッフを配置し、図書館業務のスムーズな管理運営、児童
生徒へのオリエンテーション、読み聞かせ等、学校図書館
活動の活性化を図った。

学校図書館活性化
支援事業

２９，１９９

教 育 メ デ ィ ア 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 15． 英語を母語とする人材やそれと等しい環境で英語を身に
つけた人材を雇用し、中学校の英語科及び小学校の外国語
活動等で、担当教員が行う授業の補助を行った。ＪＥＴプ
ログラムによる雇用９人と市直接雇用９人の計１８人を中
学校、小学校や就学前教育保育施設に派遣した。(内２人
はエンジョイイングリッシュ事業)

ＡＬＴ活動事業 ７０，４４１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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197

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 　増加する不登校への対応と、誰一人取り残されない学び
の保障をめざして、令和6年度より「子ども輝き生き活き
総合推進事業」と「不登校対策子ども未来サポート総合推
進事業」を統合し、「子どもの学び場づくりサポート総合
推進事業」として、児童生徒の総合的な支援に取り組ん
だ。教育支援センターNESTでは、不登校・登校しぶりの児
童生徒の社会的自立を目指して体験活動や保護者面談を充
実させ、総合的に支援した。
　不登校児童生徒への多様な居場所の確保と早期対応・早
期支援のために、別室（ねすとルーム）サポーターを小学
校７校に配置した。
　全ての小中学校へ非常勤講師の派遣やアンケートの実施
と分析等により、いじめ等の未然防止・早期発見・早期対
応と不登校の対応・支援に取り組んだ。
【当初の予算における内容、計画】
当初予算額　63,039,000円
(令和６年度実績）　60,894,571円
　○教育支援センターNEST
　・通級児童生徒数　　　　　　25名
　・相談件数(延べ件数)　   1,033件
 　(電話 502件、来所 161件、学校訪問 370件)
　・NEST未来サポート研修会　　　　　　　　　２回
　・不登校・登校しぶりをともに語り考える会　２回
　〇子ども未来サポート会議　　　　　　　　　２回
　〇小学校７校に別室（ねすとルームサポーター）を配置
　〇小中学校に非常勤講師を配置　32人
　〇よりよい学校生活と友だちづくりのためのアンケート
（WEBQU）を実施（年２回）

子どもの学び場づ
くりサポート総合
推進事業

６０，８９５

（款）11 教育費
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       頁

3

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【過去２ヵ年度の実績】
令和５年度
「不登校対策子ども未来サポート総合推進事業」
　12,541,970円
　○教育支援センターNEST
　・通級児童生徒数　　　　　　25名
　・相談件数(延べ件数)　   901件
　 (電話 495件、来所 137件、学校訪問 269件)
　・不登校対策子ども未来サポート研修会　　　２回
　・不登校・登校しぶりをともに語り考える会　２回
　〇不登校対策子ども未来サポート会議　　　　２回
「子ども輝き生き活き総合推進事業」40,765,000円
　〇小中学校に非常勤講師を配置　32人
　〇よりよい学校生活と友だちづくりのためのアンケート
（WEBQU）を実施（年２回）

令和４年度
「不登校対策子ども未来サポート総合推進事業」
　11,577,976円
　○教育支援センターNEST
　・通級児童生徒数　　　　　　37名
　・相談件数(延べ件数)　   1,380件
　 (電話 904件、来所 182件、学校訪問 294件)
　・不登校対策子ども未来サポート研修会　　　２回
　・不登校・登校しぶりをともに語り考える会　２回
　〇不登校対策子ども未来サポート会議　　　　２回
「子ども輝き生き活き総合推進事業」40,096,155円
　〇小中学校に非常勤講師を配置　32人
　〇よりよい学校生活と友だちづくりのためのアンケート
（WEBQU）を実施（年２回）
【事業を取りまく状況等】
　不登校児童生徒数について、伊勢市は、全国・三重県の
数値は下回っているものの、不登校児童生徒は増加傾向に
あることから、学校、家庭及び関係機関との連携強化、教
育支援センターNESTでの支援の充実を図るとともに、別室
登校児童生徒の支援の充実、不登校の早期発見、早期対応
につなげる必要がある。

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）５．人権教育費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1
1

197

2

（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）６．教育集会所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

199

1

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 子ども人権スクールを開催し、市内小中学生に人権学習
の場と機会を提供した。また、小中学校への出前学習や教
職員研修を実施し、人権教育の推進に努めた。

教育集会所人権教
育事業

６９９

954 決 算 額 の 財 源 内 訳

699 一般財源

699

 ２． 中学校区を単位とした人権教育推進事業を中心に、各学
校での取組の充実に向けて、年間を通した計画的な取組が
実施できるよう事業を展開した。市の委託事業として５中
学校区に研究指定を行い、人権教育の公開授業等を通して
校区の連携強化を図った。また、市立全小中学校で取り組
んだ人権作文をもとに、各校で人権フォーラムを実施し、
人権学習の推進を図った。各小中学校で取り組んだ人権に
関する作文については、作文集「人権の芽」（９６０部）
を作成・印刷し、各学校へ配布するとともに活用を促すこ
とで、人権学習の推進に努めた。

人権教育子ども輝
きプラン総合推進
事業

１，０７９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 人権教育の先進的な取組を学ぶために、研修会に参加し
小中学校等の取組につながる最新の情報や資料を得た。ま
た人権教育担当者会議を年２回実施し、人権教育の動向や
様々な人権問題等についての研修を行うことで、人権教育
の推進に努めた。

人権教育推進一般
経費

５２７

29,210 一般財源

29,210

学 校 教 育 課

30,148 決 算 額 の 財 源 内 訳

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）１．小学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

44,377 81,900 1,016

    （単位  千円）

決算書
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1
1

199

2

 ２． 老朽化したトイレの環境改善のため、床の乾式化、便器
の洋式化及び照明のLED化等を行った。
 
・トイレ改修工事（進修小、小俣小、明野小、御薗小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　８２，８２０千円
　※令和５年度から繰越

小学校長寿命化改
修事業

８２，８２０

428,586

学 校 施 設 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 小学校施設の安全面、衛生面の機能充実及び施設機能の
維持等の整備を行った。
（概要）
・プール塗装修繕工事（御薗小）　　　　　４９５千円
・門扉改修工事（上野小）　　　　　　１，２６５千円
・ブランコ更新工事（有緝小、宮山小、御薗小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，９６６千円
・床修繕工事（明倫小、四郷小）　　　２，４０６千円
・給食室改修工事（修道小、浜郷小）　６，７０４千円
・放送設備更新工事（城田小、上野小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，３２３千円
・空調機改修工事（早修小）※　　　　３，９２７千円
・空調機設置工事（御薗小）※　　　　４，４５５千円
　※令和５年度から繰越

小学校整備事業 ３３，５４１

582,912 決 算 額 の 財 源 内 訳

555,879 一般財源

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）２．小学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

2,651 1,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

199

1
1

199

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

199

1

教 育 メ デ ィ ア 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　２２校（市立小学校全校）
・整備額　７，３５８，１８２円

学校図書館充実経
費

７，３５８

 ２． 経済的理由により、就学困難な児童に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。な
お、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度新入
学予定児童から、入学前の３月に支給している。
・令和６年度在校生支給人数　　８１５人
(要保護　 １人、準要保護 　８１４人）
・令和７年度入学予定者入学前支給人数　　１１６人
(準要保護のみ)

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

５９，４９０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○一般教材備品 教育現場で必要とする教材及び著しく老
朽化した教材を整備した。
・整備校　２２校（市立小学校全校）
・整備額　９，２８９，９７１円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品 科学技術教育の
基盤となる小学校における理科教育のための設備(理科教
育振興法に基づく）を国の補助を受け整備した。
・整備校　５校（明倫小学校ほか）
・整備額　６９８，９４０円
○特別支援教育設備整備 新設または増設された特別支援
学級において、障がいに適応した教育を実施するために必
要な教材を整備した。
・整備校　１０校（修道小学校ほか）
・整備額　４３７，４９２円

小学校教材整備経
費

１０，４２６

129,667 決 算 額 の 財 源 内 訳

126,572 一般財源

122,921

学 校 教 育 課

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）３．小学校建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

15,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

201

1

（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）１．中学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

36,959 66,600

    （単位  千円）

決算書
       頁

201

1

247,405

学 校 施 設 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 中学校施設の安全面、衛生面の機能充実及び施設機能の
維持等の整備を行った。
（概要）
・外壁等改修工事（港中、城田中）　８９，８２１千円
・放送設備更新工事（城田中）　　　　２，４８６千円
・床修繕工事（御薗中）　　　　　　　５，４１２千円
・防犯カメラ設置工事（厚生中、城田中、御薗中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０４５千円

中学校整備事業 ９８，７６４

370,119 決 算 額 の 財 源 内 訳

350,964 一般財源

5,692

学 校 施 設 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 児童数の増加及び施設の老朽化に伴い、新たに給食室を
整備するため設計業務等を行った。

・建築確認申請手数料　　　　　　　　　　４５０千円
・アスベスト含有調査業務委託　　　　　　　９９千円
・廃タイヤ運搬処分業務委託　　　　　　　　６７千円
・地質調査業務委託　　　　　 　　　 ４，１８１千円
・設計業務委託　　　　　　　　　　１５，８９５千円

明野小学校給食室
整備事業

２０，６９２

25,422 決 算 額 の 財 源 内 訳

20,692 一般財源

（款）11 教育費
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決算書
       頁

201

2

（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）２．中学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

2,116

    （単位  千円）

決算書
       頁

201

1

66,344

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ○一般教材備品 教育現場で必要とする教材及び著しく老
朽化した教材を整備した。
・整備校　１０校（市立中学校全校）
・整備額　５，７０２，２４４円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品 科学技術教育の
基盤となる中学校における理科教育のための設備(理科教
育振興法に基づく）を国の補助を受け整備した。
・整備校　７校（倉田山中学校ほか）
・整備額　１，８２９，４１０円
○特別支援教育設備整備 新設または増設された特別支援
学級において、障がいに適応した教育を実施するために必
要な教材を整備した。
・整備校　４校（厚生中学校ほか）
・整備額　２２７，３７０円

中学校教材整備経
費

７，７５９

73,066 決 算 額 の 財 源 内 訳

68,460 一般財源

 ２． 老朽化した屋内運動場の安全性と機能性を向上させるこ
とを目的とした改修工事を実施するため、設計業務等を
行った。
・アスベスト及びＰＣＢ含有調査業務委託  ５５１千円
・設計業務委託　　　　　　　　　  １０，０１０千円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１７，２５１，０００円
　・建築確認申請手数料
　・設計業務委託料

【過去２ヵ年度の実績】
　令和６年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
市内の学校施設は、昭和40年代後半から50年代にかけて

建築されたものが多く、効率的なメンテナンスと予防保全
的な改修等の長寿命化の実施により、ライフサイクルコス
トの縮減と財政負担の軽減、平準化を図っていく必要があ
る。

なお、設計を進める中で建築物の主要構造部の変更を伴
わないことから、建築確認申請手数料は不要となった。

中学校長寿命化改
修事業

１０，５６１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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決算書
       頁

201

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

201

1

（款）11．教育費　（項）４．幼稚園費　（目）１．幼稚園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

821

    （単位  千円）

決算書
       頁

203

1

134,234

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ①原油価格・物価高騰の影響を受けている私立幼稚園の給
食食材費の一部を市が支援をすることで、給食費への転嫁
を防ぎ、保護者の経済的負担の軽減を図った。
（概要）
・支援金支給園　　　　　　　　　　　　　　　　 ５園
・支援金支給額　        　　　　　　  ２,６１１千円

②公立幼稚園の昼食費（配食サービス）の増額分について
市が負担することで保護者の経済的負担の軽減を図った。
（概要）
・支援金支給園　　　　　　　　　　　　　　　　 ２園
・支援金支給額　        　　　　　　　　 ２５４千円

幼稚園食材費負担
軽減事業

２，８６５

143,323 決 算 額 の 財 源 内 訳

135,055 一般財源

 １． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　１０校（市立中学校全校）
・整備額　５，６４９，９４７円

学校図書館充実経
費

５，６５０

教 育 メ デ ィ ア 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 経済的理由により、就学困難な生徒に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。な
お、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度新入
学予定生徒から、入学前の３月に支給している。
・令和６年度在校生支給人数　　４６１人
(要保護　２人、準要保護　４５９人）
・令和７年度入学予定者入学前支給人数　　１１７人
（準要保護のみ）

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

５０，５５４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）２．社会教育推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

904 33,100 7,076

    （単位  千円）

決算書
       頁

203

1
1

203

2
2

203

3
3

203

4

 ４． 伊勢市生涯学習センターにおいて、指定管理者制度の導入
により管理運営を行った。また、生涯学習活動の場として
使用されている二見生涯学習センターの維持管理を行っ
た。

○伊勢市生涯学習センター（いせトピア）
　指定管理者　　特定非営利活動法人まなびの広場
　指定管理期間　令和６年度～令和10年度
　指定管理料　　88,987,000円（令和６年度）
　業務内容    　施設の管理運営、生涯学習講座、
　　　　　　　　イベントなどの実施
　講座開設状況　130講座（1,836人受講）
　利用状況　　　7,761回（106,236人）
　
○二見生涯学習センター（直営）
　使用状況　820回（8,731人）

生涯学習センター
施設維持管理経費

１１４，８２９

 ３． 地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で健やかな
活動場所を確保するため、「放課後子ども教室」を実施し
た。事業実施にあたって、伊勢文化サークル協会と連携し
て、子どもたちに様々な体験・活動を提供した。
・伊勢市における呼称：いせ子どもチャレンジ教室
・実施講座数　30講座
（受講者　連携型247人、校内交流型247人）

放課後子ども教室
運営事業

１，９５５

 ２． 生涯学習の学習機会と学習場所を提供するため、二見・小
俣・御薗の各公民館等で、生涯学習講座を開催した。

講座数及び受講者数（括弧内は延べ数）
・３公民館講座　　　32講座 398人（167回 　1,851人）
・民間活用講座　　　 6講座  89人（  8回  　 129人）
・家庭教育応援講座　 8講座  63人（ 25回  　 204人）
・高校連携講座　　　 2講座  33人（  4回  　  65人）
伊勢文化サークル協会の活動支援

生涯学習推進事業 ２，２４１

140,150

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 社会教育委員兼公民館運営審議会委員会議
・委員数　11人
・会議関係事業の実施状況等についての審議
・委員研修　第55回東海北陸社会教育研究大会への参加

社会教育推進事業 ４３２

190,022 決 算 額 の 財 源 内 訳

181,230 一般財源

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）３．文化振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

5,050 570 10,300 60,448

    （単位  千円）

決算書
       頁

205

1
1

205

2
2

205

3
3

205

4

 ４． 指定文化財等の適正な保存管理を図るため、補助金を交
付した。
【令和６年度対象事業及び市補助金決算額】
○国史跡離宮院跡環境整備事業
・補助事業者　官舎神社氏子総代会
・補助金　　　１５５千円
○弥栄の松　病害対策事業
・補助事業者　日保見山八幡宮
・補助金　　　８７千円
○一色能能面等保管室空調設備更新工事
・補助事業者　一色町能楽保存会
・補助金　　　２１７千円

文化財保存整備事
業補助金

４５９

 ３． 市民の文化芸術への関心を高めるとともに、文化芸術活
動の活性化と観光誘客の促進を図るため、令和２年度から
令和４年度まで観光誘客課が実施した「クリエイターズ・
ワーケーション促進事業」に参加した文化芸術分野のプロ
のクリエイターや地元で活躍する作家等と連携し、外宮参
道等で作品展示やワークショップなどを行った。

アクティブ・アー
ト推進事業

２，４４１

 ２． 子どもたちの豊かな心と感性を育むとともに、次世代へ
の文化の継承を図るため、箏、ダンス、いけばな等の文化
芸術体験講座を小中学校において実施した。また、日本の
伝統的な文芸の形式である短歌・俳句を用い、瑞々しい感
性で世界に伊勢市の魅力をＰＲしてもらいたいとの思いを
込め、小中学生を対象に短歌と俳句の作品公募を行った。
令和６年度は、子どもたちが伊勢の歴史・文化・伝統を親
しみやすく学ぶための啓発物品として、ショウワノート株
式会社とのコラボレーションで作成した市オリジナルの
「伊勢ぶんか学習帳」を中学生へ配布した。

次世代のための文
化芸術推進事業

２，８１５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民が身近な施設で文化芸術を鑑賞できる機会として、
（公社）落語芸術協会との共催により「芸協らくご・伊勢
おかげ寄席」を開催した。また、今後の伊勢市を担う児童
に伝統文化に興味を持ってもらうきっかけ作りを目的に、
市内小中学校に希望を募り落語講座を実施した。

文化芸術鑑賞事業 ６７８

200,528 決 算 額 の 財 源 内 訳

190,932 一般財源

114,564

文 化 政 策 課

（款）11 教育費
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 ８． 令和７年度中の開館に向けて、基本構想・基本計画を策
定し、それに基づく基本・実施設計を行った。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　１５，２１４千円
　・基本計画策定業務委託
　・基本計画策定委員会の開催
【過去２ヵ年度の実績】
　令和４年度
　・郷土資料館再開の検討
　令和５年度
　・郷土資料館設置方針の決定
　・基本計画策定委員会の開催
【事業を取りまく状況等】

当市の郷土資料館は平成２３年に閉館して以降、郷土の
歴史文化を総合的に紹介する博物館が存在しない。歴史的
資料の収集、保存、調査研究、展示、教育普及等の活動を
行い、歴史文化に関する知見を広く市民や観光客に伝える
ための施設が必要である。

郷土資料館整備事
業

４６，２７６

 ７． 国名勝・二見浦の現状と課題を把握し、保存・活用を図
るため、2ヵ年事業による保存活用計画の作成に着手し
た。

二見浦保存活用事
業

３，９３８

 ５． 市内で伝承されている指定無形民俗文化財等の連綿とし
た保存継承を支援するため、補助金の交付を行った。
　交付団体数　上條区自治会等１８団体

指定無形民俗文化
財等保存継承事業
補助金

１，９６９

 ６． 賓日館は市が所管する文化財（国の重要文化財）であ
り、文化観光施設として活用している。

令和６年度は、現状と課題を把握し、保存・活用を図る
ための保存活用計画を作成し、維持管理のための修繕等を
行った。また、ＶＲ映像を制作し、公開した。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　８，５４１千円
　・保存活用計画の作成
　・保存活用計画の作成に係る委員会開催
　・戸袋等修繕工事
　・屋根瓦等補修工事
　・ＶＲ映像制作
【過去２ヵ年度の実績】
　令和４年度
　・耐震改修工事に向けた文化庁等との調整・協議等
　・本館中庭一階西面庇修繕工事
　令和５年度
　・保存活用計画の作成
　・保存活用計画の作成に係る委員会開催
【事業を取りまく状況等】

文化財建造物としての価値を守りながら安全に公開活用
ができるよう、耐震補強や保存修理、空調設備設置等の環
境改善が求められている。

賓日館保存事業 ８，７２４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）４．青少年育成費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

207

1
1

207

2
2

207

3

 ３． 市内の各中学校区から推薦を受けた委員22人により組織し
た「伊勢市二十歳のつどい実行委員会」が企画・運営を行
い、「伊勢市二十歳のつどい」を実施した。
　開催日　：令和７年１月12日
　場所　  ：シンフォニアテクノロジー響ホール伊勢
　参加者数：926人（参加率85.7％）

二十歳のつどい開
催事業

１，６３４

 ２． 伊勢市と飯田市の児童の代表が、学校内外の生活や自分た
ちの地域社会のことについて話し合い、友情と連帯の輪を
強め、次代のリーダーを養成することを目的に、伊勢市・
飯田市小学生交流会を実施した。
　開催日　：令和６年８月８日～８月９日
　場所　　：飯田市内（伊勢市の小学生が飯田市へ訪問）
　参加児童：伊勢市小学校代表　28人
　　　　　　飯田市小学校代表　20人

飯田市交流会実施
事業

１，０９３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市青少年育成市民会議で、小学生と保護者向けの講座
（3回64人）の実施や市民会議を構成する10中学校区の青
少年健全育成協議会が行う地域に特化した青少年健全育成
事業に対して支援を行った。また、青少年相談センターで
は、少年の非行等防止のため、声掛けや早期発見を目途に
街頭指導及び青少年に関する相談業務を行い、青少年の健
全な育成に寄与することを目的に運営を行った。

青少年健全育成推
進事業

２，２４１

5,165 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,968 一般財源

4,968

社 会 教 育 課

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）５．図書館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

10,300 1,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

207

1
1

207

2

 ２． 伊勢市立図書館において、指定管理者制度による管理運
営を行った。
○制度導入時期
・伊勢図書館　　平成１８年４月から
・小俣図書館　　平成２１年４月から
○図書館指定管理者
　指定管理者　　㈱図書館流通センター
　指定管理期間　令和６年度～令和１０年度
　指定管理料　　１５８，６３３，０００円
　　　　　　　　（令和６年度）
○入館者数
・伊勢図書館　　１８１，５２８人
・小俣図書館　　１５６，０８１人

図書館運営経費 ２０８，３６０

242,028

教 育 メ デ ィ ア 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料について、利用者のニー
ズを反映させながら購入し、図書館の利用促進を図った。
【購入冊数】
図書資料　　　　　９，４９６冊
雑誌　　　　　　　３，１５９冊
視聴覚資料　　　　　 　 ４４点

図書整備経費 ２３，５２４

260,088 決 算 額 の 財 源 内 訳

253,328 一般財源

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）２．学校保健費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

13,207

    （単位  千円）

決算書
       頁

209

1

64,482

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 学校保健安全法に基づく健康診断として、児童生徒及び
幼児に対し、校医等による内科、歯科検診を実施するとと
もに、専門医、学校薬剤師による各種検診、検査を実施
し、幼児児童生徒の健康管理に努めた。

児童生徒保健管理
事業

６５，９９５

79,647 決 算 額 の 財 源 内 訳

77,689 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 市立図書館と学校・幼稚園・保育所をはじめとした関係
機関の連携をすすめ、子どもたちが自ら進んで本を手に取
り読書を楽しむとともに、市立図書館の非来館型サービス
として電子書籍の提供など生涯にわたる読書習慣を身に着
けることができる環境づくりを進めた。
・子ども読書、図書館分野における専門人材　１名登用
・子ども読書支援プロジェクト推進員　　　１名登用
・子ども読書支援プロジェクト実証事業

モデル校（小学校３校）で学校図書館機能の充実に向け
た実証研究を行った。
・乳幼児の保護者へブックスタート絵本を配布した。
　（配付数　６７８人）
・伊勢市電子図書館で児童向け電子書籍１，０２８冊を提
供した。
　（総閲覧数　２４１，６４１回）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　２１，５９３，０００円
・子ども読書、図書館分野における専門人材の登用
・子ども読書支援プロジェクト推進員の登用
・子ども読書支援プロジェクト実証事業
・ブックスタート事業
・伊勢市電子図書館サービスの本格運用　等

【過去２ヵ年度の実績】
令和６年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
図書館活用や読書を通して子どもたちの情報活用能力を

育成することは、将来の伊勢のまちを担う人材育成につな
がる。市立図書館を核として、学校・家庭・地域における
子ども読書活動を推進するため、実証事業の検証結果をも
とに全市的な仕組みを構築していく。

子ども読書推進事
業

２１，４４４

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）３．学校給食費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

62,000

    （単位  千円）
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 ５． 物価高騰等の影響を受けている学校給食用食材費の一部
を市が負担することで、保護者の経済的負担の軽減を図っ
た。

学校給食用食材費
負担軽減事業

６３，６４１

 ４． 中学校給食共同調理場の運営・管理を行い、市内共同調
理場方式実施10中学校の生徒へ、安全・安心でおいしい学
校給食を提供した。

中学校給食共同調
理場管理経費

２０９，１８６

 ３． 老朽化した大型備品の更新を行い、安定した給食の提供
と衛生管理の徹底を図った。給食施設整備経費 １３，０８２

 ２． 学校給食施設の清掃や維持管理に努め、安定した学校給
食運営を図った。学校給食施設維持

管理経費

６，０５７

 １． 安全・安心でおいしい学校給食が円滑に提供できるよ
う、給食調理従事者の健康管理、衛生管理等を実施し、設
備の充実、食中毒の防止等に努めた。

学校給食管理経費 ５３，７０５

666,523 決 算 額 の 財 源 内 訳

656,221 一般財源

594,221

教 育 総 務 課

 ３． 児童が適切な歯科保健行動を身に付けるため、学校歯科
医、歯科衛生士の協力のもと、学齢の課題にあわせた歯科
保健指導（２年生：歯みがき指導・５年生：歯みがき指
導、歯肉炎予防）を実施した。また、子どもたちのむし歯
予防対策の充実を図るため、令和６年度からフッ化物洗口
を小学校３校（修道小、北浜小、上野小）、公立幼稚園２
園に導入した。

学校歯科保健衛生
指導事業

１，１４９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 非常勤講師を除く県費負担教職員を対象に定期健康診断
を実施し、健康の保持増進を図るとともに、労働安全衛生
法第６６条の１０の規定に基づくストレスチェックを実施
し、自身のストレスへの気づきを促し、メンタルヘルス不
調の未然防止に努めた。

教職員健康管理事
業

６，５７０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）４．体育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

53 5,444

    （単位  千円）
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 ２． 生涯スポーツの普及・振興のため各種スポーツ行事を開
催した。
・市民ふれあいスポカルウォーク
　　実施回数：５回
　　参加者数：延４７７人
・体力・運動能力調査
  　開 催 日：令和６年５月２６日
　　参加者数：１０９人
・ちびっこ超人選手権大会２０２４
　　開 催 日：令和６年６月２３日
　　参加者数：３８０人
・いせスポーツフェスティバル２０２４
　　開 催 日:令和６年１０月１４日
　　参加者数：７４８人
・第１５回伊勢市民ダンス＆体操フェスティバル２０２４
　　開 催 日：令和６年１０月２７日
　　参加者数：１，２４６人（２７団体）
・第１８回美し国三重市町対抗駅伝
　　開 催 日：令和７年２月１６日
　　伊勢市選手団３６人
　　参加に向けて伊勢市選手団を結成し、結団式及び練習
　　会（３回）を実施した。

生涯スポーツ推進
事業

３，９９４

69,391

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市スポーツ推進委員連絡協議会主催のスポーツ行事
等について、企画立案や運営を行い、地域におけるスポー
ツの普及及び振興を図った。
・委員数：５８人

スポーツ推進委員
事業

２，２１９

78,487 決 算 額 の 財 源 内 訳

74,888 一般財源

（款）11 教育費
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 ４． 子どもたちの健全育成と競技人口の一層の拡大を図るた
め、幅広いスポーツ活動を経験する機会を設けた。
・体力テスト事業「スポーツテスト２０２４」
　　開 催 日：令和６年５月１９日
　　参加者数：３８８人
・三重県スポーツ少年団ブロック指導者研修会
　　開 催 日：令和６年７月２０日
　　参加者数：３９人
・伊勢度会地域交歓会「スポ少フェスタ２０２４」
　　開 催 日：令和６年９月２３日
　　参加者数：３４４人
・全体交流事業
　　開 催 日：令和６年１２月２２日
　　参加者数：３０４人
・種目別交流事業
　　実施期間：令和６年１２月～令和７年２月
　　実施種目：バドミントン、野球、サッカー、複合
　　参加者数：５０４人
　＜登録数＞　　団　数：３４団
　　　　　　　　団員数：９１９人（令和６年９月現在）

スポーツ少年団育
成事業

１，９２３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 子どもから高齢者まで全ての地域住民が、各自のニーズ
に合わせて、気軽にスポーツ活動に参加できる「総合型地
域スポーツクラブ」の育成を図った。また、各クラブにお
いては、年間を通じて多くのスポーツ教室等を開催した。
・クラブ数：８クラブ
・会員数　：３，３５３人（令和７年１月現在）

皇學館大学と連携し、市内小学生を対象に教室を実施し
た。

また、中学校部活動地域移行を見据え、陸上競技におい
て、市内中学生（陸上競技部）を対象に実施した。
・皇學館大学合同体験教室
　　実施期間：令和６年１０月～令和７年３月
　　種 目 数：１１種目（バドミントン、陸上競技ほか）
　　実施回数：３５回
　　参加者数：延８４５人

総合型地域スポー
ツクラブ育成事業

５，９８４

（款）11 教育費
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 　福祉部局、伊勢市パラスポーツ協会、包括連携協定を締
結している企業、皇學館大学等、連携の輪を広げ、障がい
の有無、年齢、性別、国籍等に関わらず、誰もが自分のス
タイルでスポーツを楽しむことができるインクルーシブス
ポーツの推進を図った。
　伊勢志摩定住自立圏域の近隣市町と新たに連携し、圏域
を対象としたイベントを開催することで、広域的な普及と
交流促進を図った。
・いせスポーツフェスティバル２０２４　※圏域対象
　　開 催 日：令和６年１０月１４日
　　参加者数：ボッチャ交流大会　１４７人
　　　　　　　　　　　　　　　　（４６チーム）
　　　　　　　インクルーシブスポーツ体験　４３３人
　　　　　　　※ＣＬＬ活動において、学生が企画・運営
・インクルーシブスポーツフェスタ
　　開 催 日：令和７年１月１９日
　　参加者数：１１４人
・皇學館大学学修プログラムＣＬＬ活動
　　名　　称：インクルーシブスポーツ推進プロジェクト
　　参加者数：２３人
・インクルーシブスポーツ体験出前授業
　※ＣＬＬ活動において、学生が企画・運営
　　実施期間：令和６年１０月～１１月
　　実 施 校：６校７件（北浜小、厚生小、四郷小、中島
　　　　　　　小、東大淀小、二見浦小）
　　参加者数：２３２人
・ふるさと納税型クラウドファンディング
　　名　　称：誰もが主役！伊勢から笑顔でつながるイン
　　　　　　　クルーシブスポーツの世界
　　実施期間：令和６年１０月７日～令和７年１月５日
　　支援金額：１６１，０００円
　　人　　数：４０人

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　１，２５０，０００円
・いせスポーツフェスティバルの開催
・インクルーシブスポーツフェスタの開催
・ボッチャ交流大会の開催
・皇學館大学学修プログラムＣＬＬ活動の活用
・インクルーシブスポーツ開催業務委託

インクルーシブス
ポーツ推進事業

７５１

（款）11 教育費
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【過去２ヵ年度の実績】
令和４年度　２９１，９２９円
・第１回インクルーシブスポーツフェスタ
　　開 催 日：令和４年５月２９日
　　参加者数：７８人
・第２回インクルーシブスポーツフェスタ
　　開 催 日：令和４年７月３１日
　　参加者数：４７人
・ボッチャ交流大会
　　開 催 日：令和４年１１月２０日
　　参加者数：７７人
令和５年度　６２０，２７３円
・第１回インクルーシブスポーツフェスタ
　　開 催 日：令和５年７月３０日
　　参加者数：８０人
・ボッチャ交流大会
　　開 催 日：令和５年９月１０日
　　参加者数：９６人
・第２回インクルーシブスポーツフェスタ
　※ＣＬＬ活動において、学生が企画・運営
　　開 催 日：令和５年１０月１５日
　　参加者数：１７３人
・第３回インクルーシブスポーツフェスタ
　　開 催 日：令和６年１月２１日
　　参加者数：１２３人

【事業を取りまく状況等】
　３年間の様々な活動により、インクルーシブスポーツの
普及について一定の成果は見受けられるが、まだ認知度は
低いため、伊勢市パラスポーツ協会等の関係団体と連携を
強化し、引き続きインクルーシブスポーツの普及促進を図
り、共生社会の実現に向けて取り組んでいく。

 ６． 各種スポーツ大会で予選大会等を経て、全国大会に出場
する個人や団体、もしくは、本市または三重県ブロック代
表等で全国大会に出場する個人や団体に激励金を支給し
た。

また、全国規模以上のスポーツ大会において、優勝また
はそれに準ずる成績を収めた選手に対し、本庁舎本館１階
ロビーへ名前を掲示し、その功績を称えた。
・支給件数　　１７３件
・支給額　　　５，６００，０００円
・主な大会　　パリオリンピック、国民スポーツ大会/全
　　　　　　　国障害者スポーツ大会、全国高等学校総合
　　　　　　　体育大会ほか

パリ２０２４オリンピックバドミントン男子シングルス
に出場した伊勢市出身の西本拳太選手をオール伊勢で応援
するとともに、市民の機運醸成を図るため、パブリック
ビューイングの実施や懸垂幕の掲揚、寄せ書き及び応援動
画等の制作を行った。
・パブリックビューイング
　　開 催 日：令和６年８月１日
　　参加者数：２２０人

全国大会等参加激
励事業

６，８８３

（款）11 教育費
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）５．体育施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

21,400 69,373

    （単位  千円）
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1

109,679

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 第３期伊勢市スポーツ推進計画等に基づき、施設の適正
な運営、維持管理を行った。体育施設管理運営

経費

１４５，６２９

210,082 決 算 額 の 財 源 内 訳

200,452 一般財源

 ９． 三重県営サンアリーナを発着としたコースにて、伊勢市
出身でアテネ五輪女子マラソン金メダリストの野口みずき
氏を大会長に迎え、地域の活性化とスポーツ振興、健康づ
くりを目的として開催した。
・開催日　　令和６年１２月７日、８日
・種　目　　７日ウォーク、バリアフリーラン
　　　　　　８日ランニング（５キロ・ハーフマラソン）
・参加者数　ウォーク　　　　　　　２，５７０人
　　　　　　バリアフリーラン　　　　　　７２人
　　　　　　ランニング　５キロ　　２，５７２人
　　　　　　　　ハーフマラソン　　３，９７９人

お伊勢さんマラソ
ン開催事業

２７，３７８

 ８． 全国規模のスポーツ大会を開催し、競技力の向上や競技
人口の拡大を図った。
・伊勢神宮奉納社会人野球　第７２回ＪＡＢＡ伊勢・松阪
　大会
　　開 催 日：令和６年１０月１６日～２２日
　　参加者数：延３，４０１人（観客数含む）
・第３６回都道府県対抗全日本中学生ソフトテニス大会
　　開 催 日：令和７年３月２６日～２８日
　　参加者数：延１，６３２人（監督・選手）

集客誘致大会開催
事業

３，１９７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 　トップアスリートが集う大会の開催を支援した。
・ＷＰＡ公認　第３５回日本パラ陸上競技選手権大会
　　開 催 日：令和６年６月８日～９日
　　金　　額：１，０００，０００円
・ＪＯＣジュニアオリンピックカップ　第１８回Ｕ１８／
　第５５回Ｕ１６陸上競技大会
　　開 催 日：令和６年１０月１８日～１０月２０日
　　金　　額：１０，０００，０００円

伊勢市スポーツ協会の各競技団体が主体となって、競技
の普及やジュニア育成、競技力向上等のための大会や教室
を開催した。
・加盟競技団体数　３０団体

競技スポーツ推進
事業

１４，８４０

（款）11 教育費
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決算書
       頁

211

2
2

211

3

 ３． 施設利用者の利便性向上と円滑な大会運営等を目的に、
社会体育施設の通信環境を整備した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　１２，００８，０００円
・フリーWi-Fi整備施設
　ダイムスタジアム伊勢（倉田山公園野球場）
　伊勢フットボールヴィレッジ
　三重電子スマイルアリーナ小俣（小俣総合体育館）
・モバイルルーター設置施設
　市営庭球場
　御薗Ｂ＆Ｇ海洋センター

【過去２ヵ年度の実績】
・令和６年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
各種大規模大会において、専用ツールを用いた他会場との
連絡調整や、ホームページ・ＳＮＳ等への情報掲示などが
行えるように環境を整備することが求められていた中、今
回整備をしたことで、一定の対応が可能となった。
また、観客として来場する利用者向けのフリーWi-Fiも整
備したことで、会場内にて安定したインターネット環境を
提供できるようになるなど、現代社会のニーズに応じた一
定の対応が図れた。

体育施設通信環境
整備事業

１２，７７０

 ２． 安全で快適に体育施設を利用してもらえるよう、施設の
修繕・整備等の工事を行った。
・市営庭球場人工芝張替工事
　４２，０５３，０００円

体育施設整備事業 ４２，０５３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

（款）11 教育費
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（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,955 100 780

    （単位  千円）

決算書
       頁

213

1

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 令和５年６月の豪雨により被災した箇所の復旧を行い、
施設の機能回復を図った。
・林道馬坂本線災害復旧工事

林業用施設災害復
旧事業

２，８３５

　（目）２．林業用施設災害復旧費

5,413 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,835 一般財源

（款）12 災害復旧費
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  【国民健康保険特別会計】

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）１．一般被保険者療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

7,385,734

    （単位  千円）

決算書
       頁

231

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）３．一般被保険者療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

54,878

    （単位  千円）

決算書
       頁

231

1

（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費　（目）１．一般被保険者高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

1,179,619

    （単位  千円）

決算書
       頁

231

1

7,740,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,385,734 一般財源

60,800 決 算 額 の 財 源 内 訳

54,878 一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者療養給付費の支給
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　        ４３６，６２２件
（２）年度平均被保険者数　　　　　２２，５９８人

一般被保険者療養
給付費

７，３８５，７３４

1,212,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,179,619 一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者療養費の支給
（１）支給件数　　　　　　　　　　　７，００７件一般被保険者療養

費

５４，８７８

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者高額療養費の支給
（１）支給件数　　　　　　　　　　２２，２７３件一般被保険者高額

療養費

１，１７９，６１９

国民健康保険特別会計
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（款）２．保険給付費　（項）４．出産育児諸費　（目）１．出産育児一時金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

233

1

（款）２．保険給付費　（項）５．葬祭諸費　（目）１．葬祭費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

233

1

（款）４．保健事業費　（項）１．特定健康診査等事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

40,695

    （単位  千円）

決算書
       頁

235

1
1

235

2

20,500 決 算 額 の 財 源 内 訳

13,546 一般財源

9,600 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,300 一般財源

13,546

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 出産育児一時金の支給
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　３１件出産育児一時金 １３，５４６

　（目）１．特定健康診査等事業費

142,745 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,300

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 葬祭費の支給
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　１８６件葬祭費 ９，３００

 １． 特定健康診査の実施
（１）　受診件数　　　　　　　　　１０，１５７人特定健康診査事業

費

１２６，５６２

142,314 一般財源

101,619

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 特定保健指導の実施
（１）　動機付け支援　　　　　　 　　　　２９４人
（２）　積極的支援　　　　　　　 　　　　  ２２人

特定保健指導事業
費

１５，７５２

国民健康保険特別会計
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  【後期高齢者医療特別会計】

（款）１．総務費　（項）１．総務管理費　（目）１．一般管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

245

1

（款）２．後期高齢者医療広域連合納付金　（項）１．後期高齢者医療広域連合納付金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

245

1

54,377

57,279 決 算 額 の 財 源 内 訳

54,377 一般財源

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域の健康課題を明確化し、運動・栄養・口腔や社会的交
流に関する健康教育および相談を実施するとともに、地域
住民が主体的に介護予防に取り組む通いの場を開設し、継
続した介護予防を実施した。また、選定した地域の対象者
に、糖尿病性腎症重症化予防に係る個別保健指導を行い、
医療機関への受診につなげた。

保健・介護予防一
体的実施事業

３，５１４

　（目）１．後期高齢者医療広域連合納付金

3,742,167 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,740,520 一般財源

3,740,520

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県後期高齢者医療広域連合の市町負担金
・後期高齢者医療保険料
　市が徴収した保険料及び延滞金を広域連合へ納付
　　　　　　　　　　　　　１，６４６，１３５千円
・保険基盤安定制度負担金
　低所得者にかかる保険料軽減分を負担
　　　　　　　　　　　　　　　４４６，６２６千円
・保健事業負担金
　広域連合が行う保健事業経費の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　　　２３，５１４千円
・事務費負担金
　広域連合事務経費（共通経費）の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　　　６７，４７０千円
・療養給付費負担金
　伊勢市の被保険者にかかる医療給付費の1/12の額
　　　　　　　　　　　　　１，５５６，７７５千円

後期高齢者医療広
域連合負担金

３，７４０，５２０

後期高齢者医療特別会計
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  【介護保険特別会計】

（款）１．総務費　（項）１．総務管理費　（目）２．介護保険推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

259

1
1

259

2

（款）２．保険給付費　（項）１．介護サービス等諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

3,581,883 2,007,391 3,895,501

    （単位  千円）

決算書
       頁

261

1

818 決 算 額 の 財 源 内 訳

758 一般財源

758

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本市における地域包括ケアシステムを推進するため、伊
勢市地域包括ケア推進協議会を開催した。地域包括ケア推進

協議会運営事業

２５５

　（目）１．介護サービス等給付費

14,779,060 決 算 額 の 財 源 内 訳

14,439,111 一般財源

 ２． 「伊勢市第10次老人福祉計画・第９期介護保険事業計画」
を作成し配付した。介護保険事業計画

策定事業

５０３

4,954,336

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・居宅介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　128,279件　　6,524,402千円
・地域密着型介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　 14,923件　　2,007,132千円
・施設介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　 14,857件　　4,038,937千円
・居宅介護福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　　678件　　　 17,460千円
・居宅介護住宅改修費負担金
　　支給件数　　　　474件　　   34,019千円
・居宅介護サービス計画給付費負担金
　　支給件数　　 46,538件　　　692,372千円

介護サービス等給
付事業

１３，３１４，３２２

介護保険特別会計
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決算書
       頁

261

2
2

261

3
3

261

4
4

261

5

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

76,161 31,165 74,421

    （単位  千円）

決算書
       頁

263

1

 ２． ・介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　 19,110件　　　302,202千円
・地域密着型介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　 　 164件　　　 12,956千円
・介護予防福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　  　257件　　　　6,189千円
・介護予防住宅改修費負担金
　　支給件数　　  　348件　　 　28,968千円
・介護予防サービス計画費負担金
　　支給件数　　 14,591件　　　 66,804千円

介護予防サービス
等給付事業

４１７，１１９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． ・特定入所者介護サービス費負担金
　　支給件数　   11,051件　　　316,877千円
・特定入所者介護予防サービス費負担金
　　支給件数　   　　34件　　　　　 82千円

特定入所者介護
サービス等給付事
業

３１６，９５９

 ３． ・高額介護サービス費負担金
　　支給件数　 　28,789件　　　342,778千円
・高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　 　　 272件          281千円

高額介護サービス
等給付事業

３４３，０５９

　（目）１．介護予防・日常生活支援総合事業費

274,704 決 算 額 の 財 源 内 訳

259,618 一般財源

77,871

 ５． ・高額医療合算介護サービス費負担金
　　支給件数　    1,544件　 　  47,510千円
・高額医療合算介護予防サービス費負担金
　　支給件数 　   　 19件 　　　　 143千円

高額医療合算介護
サービス費等給付
事業

４７，６５３

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ６５歳以上の高齢者を対象に、シニア健康講座や健康チ
エック、地域での健康教育を実施し、高齢者の健康づくり
に関する知識の普及啓発を行った。

普及啓発事業 ３，５１７

介護保険特別会計
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    （単位  千円）

決算書
       頁

263

1
1

263

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

263

1
1

263

2

 １． 【介護予防・生活支援サービス事業】
・訪問型サービス費（訪問介護相当・訪問型サービスA1）
　　支給件数　   3,746件　  　　59,764千円
・通所型サービス費（通所介護相当・通所型サービスA）
　　支給件数　 　7,724件　  　 164,592千円
・高額介護サービス費
　　支給件数　 　　176件　　　　 　692千円
・高額医療合算介護サービス
　　支給件数　 　　 15件　　　 　  179千円
・審査支払手数料
　　支給件数　　16,807件　　　　   958千円

介護予防・生活支
援サービス事業

２２６，１８５

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． ・介護予防ケアマネジメント事業費
　　支給件数　 　5,337件　   　 24,399千円介護予防ケアマネ

ジメント事業

２４，３９９

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 高齢者が住み慣れた地域でいきいきと自分らしく暮らし
続けることを目的に地域の身近な場所でフレイル予防を主
とした介護予防教室と地域住民組織と専門職が協働で実施
する介護予防活動を実施し、介護予防に継続して取り組め
るよう地域支援を行った。

普及啓発事業 ５６１

 ２． 要支援者・事業対象者に対する介護予防・日常生活支援
総合事業のうち、介護サービス事業者以外の多様な主体に
よる多様なサービスを構築するため、民間・地域住民組織
等が行う生活援助や介護予防に資する集いの場等に対する
支援を行った。

介護予防・生活支
援サービス事業

４，９５６

介護保険特別会計
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（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

35,965 10,374

    （単位  千円）

決算書
       頁

263

1
1

263

2
2

265

3

    （単位  千円）

決算書
       頁

263

1
1

263

2

　（目）２．包括的支援事業・任意事業費

85,323 決 算 額 の 財 源 内 訳

78,747 一般財源

32,408

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 介護保険において要介護４・５に認定された高齢者等
（施設入所者を除く）に対し、介護に必要な紙おむつ・尿
取りパッド、紙パンツ、清拭剤、ドライシャンプーの購入
費用の一部をクーポン券により補助した。支給者数 772
人

介護用品支給事業 ３３，５４５

 ３． 適切な介護保険サービスの確保、適正な利用により、持
続可能な介護保険制度の構築に資するため、介護給付費等
費用適正化事業を行った。
・ケアプラン点検 実施回数 ３回 点検件数 １２件
・住宅改修実態調査 実施回数 ５回
・福祉用具実態調査 実施回数 ５回

介護給付費等費用
適正化事業

１，７４３

 ２． 通所サービスや施設サービスを提供している事業所を介
護サービス相談員が２人１組で訪問し、利用者から不満や
要望などを聞き取り、利用者・事業所・市との橋渡しを
行った。
　　　介護サービス相談員　５名
　　　訪問実施事業所　１４施設

介護相談員派遣事
業

１，５８９

 １． 高齢者の食の自立及び安否確認を目的として、６５歳以
上の一人暮らし又は高齢者のみの世帯で、食事の確保が困
難な世帯に属する高齢者に対して、栄養のバランスの取れ
た食事を平日の昼週３回を限度として提供するとともに、
安否確認を行い、日常生活の支援を行った。

食の自立支援事業 ２，２６４

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 高齢者世話付住宅（市営リバーサイドせせらぎ）に居住
する高齢者に対し、生活援助員を派遣し、生活指導・相
談、安否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応などの
サービスを提供することにより、自立して安全かつ快適な
在宅生活を営むことができるよう支援した。

高齢者住宅等安心
確保事業

１１，９４９

介護保険特別会計
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決算書
       頁

263

3

    （単位  千円）

決算書
       頁

263

1
1

263

2
2

263

3
3

265

4
4

265

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 成年後見制度の利用が有効と認められるにも関わらず、
申立てを行う者が四親等以内の親族にいない場合、市長の
権限による申立てを行うとともに、必要経費を助成するこ
とにより、成年後見制度の利用促進を図った。

成年後見制度利用
支援事業

２，８８９

 １． 認知症の正しい理解を深め、家族や周囲が安心して対応
できるよう、認知症に関する情報発信や知識の普及啓発を
行った。地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を
配置し、地域での取り組みを推進した。また、認知症の早
期発見、早期治療をすすめ地域で安心した生活を送り続け
ることができるよう認知症初期集中支援チームにおいて早
期対応を行った。また、サポーターの地域支援活動の推進
に向け、ステップアップ研修を開催し、認知症の人とその
家族を支援するネットワークの構築を図った。
　【令和6年度実績】
・認知症地域支援推進事業
・高齢者や認知症にやさしい応援団「こども作文コンクー
ル」　応募数33人（13小学校）
・認知症ケアパス配布数　874冊
・認知症初期集中支援推進事業
   会議4回　支援件数7件（実人数4件）
・スローショッピングの開催
・認知症カフェの開催
・チームオレンジ結成

認知症施策事業 ７，６６８

福 祉 総 合 支 援 セ ン タ ー

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 個別ケースを通じてケアマネジャー等と専門多職種が協
働の上、ケアプラン検討や参加者の専門的能力の向上、地
域の社会資源の把握・開発や市の政策形成に繋げることを
目的に伊勢市生活支援会議を開催した。また、ケアマネジ
メント支援分科会を開催し、厚生労働省が定める基準の回
数を超える生活援助中心型のケアプランについて検討を
行った。

地域ケア会議推進
事業

１，１１５

 ２． 在宅生活を支援する医療・保健・介護・福祉等の専門職
の連携の推進を目的に伊勢地区在宅医療・介護連携支援事
業を委託し、拠点の設置・運営およびネットワークの構築
を行った。

在宅支援連携推進
事業

１３，３１９

 ５． 認知症への理解を進め、地域で見守る体制を目的に認知
症サポーターの養成を行った。認知症サポーター

養成事業

２５９

 ４． 認知症などで行方不明になるおそれのある人の早期発
見、早期保護を目的に、情報を事前に登録することで、高
齢者の安心、安全な生活の支援を行った。

認知症ＳＯＳネッ
トワーク事業

２２９

介護保険特別会計
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  【観光交通対策特別会計】

（款）１．観光交通対策事業費　（項）１．管理費　（目）１．管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他

574,830

    （単位  千円）

決算書
       頁

271

1

608,062 決 算 額 の 財 源 内 訳

574,830 一般財源

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 神宮周辺では、交通渋滞が頻繁に発生しており、来訪さ
れた方だけでなく、地域住民の生活にも支障をきたしてい
る。このため、内宮周辺駐車場の駐車場収入により交通誘
導や情報発信、パーク＆バスライドなどの交通対策を行い
観光振興や地域住民の生活環境の改善を図った。

◎市営駐車場管理運営
　・駐車場使用料収入…557,129,100円
　・駐車場利用台数　…961,854台

◎パーク＆バスライド運行実績
　・ゴールデンウィーク交通対策
　　…実施日：令和６年４月28日、５月３日～５日
　・初参り交通対策
　　…実施日：令和７年１月１日～４日、12日

駐車場管理運営経
費

４７１，５３４

観光交通対策特別会計
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入湯税・都市計画税充当状況 　 

入湯税充当状況 

入湯税は、地方税法第 701 条の規定により、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防

施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する

費用に充てることを目的とした地方税です。 

令和６年度決算における、入湯税充当対象一般財源は、５２３，２０９千円となっており、

そのうち観光振興に関する事業に対して、２１，７８３千円を充当しています。 

 
 
 
 

都市計画税充当状況 

都市計画税は、都市計画法に基づき実施する都市計画事業に要する経費に充てる目的税です。 

令和６年度決算における、都市計画税充当対象一般財源は、２，０１８，５０１千円となっ

ており、そのうち１，３８４，６２７千円を充当しています。 

 

（単位：千円）

53,427 11,632 5,000 36,795 0

234,210 153,600 21,837 58,773 0

488,154 8,257 43,999 435,898 21,783

選ばれる観光地づくり推進事業 39,087 8,257 0 4,100 26,730 3,783

スポーツ・ＭＩＣＥ誘致推進事業 18,393 0 0 0 18,393 18,000

775,791 28,146 158,600 65,836 523,209 21,783

一般財源のうち
入湯税
充当額

観光振興

消防

環境衛生

事業名
一般財源

合計

入湯税
充当対象

事業決算額
その他地方債国県支出金

財源内訳

（単位：千円）

328,812 170,613 140,200 0 17,999 12,347

1,727,993 0 0 0 1,727,993 1,185,348

公債費（都市計画事業分） 272,509 0 0 0 272,509 186,932

2,329,314 170,613 140,200 0 2,018,501 1,384,627

中心市街地再生事業

その他
事業名

下水道整備事業（繰出金）

一般財源のうち
都市計画税

充当額地方債国県支出金

都市計画税
充当対象
事業決算額

合計

一般財源

財源内訳
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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 17.5 億円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 247.3 億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国支出金 県支出金 市債 その他
地方消費税交

付金（社会保

障財源化分）
その他

障害者福祉事業 4,293,447 2,016,357 984,932 0 13 278,341 1,013,804

高齢者福祉事業 225,639 0 3,674 0 34,344 10,554 177,067

児童福祉事業 8,009,010 3,001,224 1,151,524 11,800 426,606 500,527 2,917,329

父母子福祉事業 439,696 150,148 510 0 0 349 288,689

生活保護扶助事業 1,879,018 1,359,633 43,155 0 0 16,134 460,096

その他社会福祉事業 1,030,138 143,206 87,675 0 149,200 87,128 562,929

小計 15,876,948 6,670,568 2,271,470 11,800 610,163 893,033 5,419,914

国民健康保険特別会計への繰出 828,133 113,185 368,024 0 0 35,890 311,034

後期高齢者医療特別会計への繰出 2,026,915 0 334,969 0 0 174,658 1,517,288

介護保険特別会計への繰出 2,079,743 75,582 37,791 0 0 175,373 1,790,997

小計 4,934,791 188,767 740,784 0 0 385,921 3,619,319

医療費支給事業 878,576 0 343,523 0 0 28,998 506,055

医療提供体制確保事業 107,334 0 0 0 13,413 20,368 73,553

病院事業会計への繰出金 1,040,701 0 0 0 8,207 102,685 929,809

疾病予防対策事業 952,620 60,180 8,994 0 26,637 225,986 630,823

健康増進対策事業 496,744 1,435 13,720 0 40,768 64,913 375,908

母子保健推進事業 444,660 136,282 39,136 0 3,656 26,525 239,061

小計 3,920,635 197,897 405,373 0 92,681 469,475 2,755,209

24,732,374 7,057,232 3,417,627 11,800 702,844 1,748,428 11,794,442

一般財源

社
会
福
祉

社

会
保
険

保
健
衛
生

合計

地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当事業

　○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

事　業　名 経　費

財源内訳

特定財源

　　地方消費税交付金充当事業
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【費目別不納欠損の状況】

（単位　人、円）

事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課

○一般会計

市税

市民税 （４９） （３，９６６，８３６） 課税課（収納推進課）

１２０ ４，７２９，９４８

消滅時効 ２０ ５８５，０６８

処分執行停止の継続 ７ ２７５，１８５

無財産等徴収不能 ９３ ３，８６９，６９５

固定資産税 （２３６） （１６，２１９，０２２） 課税課（収納推進課）

２５１ １１，４４３，８９１

消滅時効 ２２０ ３，５６２，２０８

処分執行停止の継続 ２ ３２，２１６

無財産等徴収不能 ２９ ７，８４９，４６７

軽自動車税 （７０） （１，５３３，９６６） 課税課（収納推進課）

４６ ５４５，０６０

消滅時効 ３１ ３２１，１３５

処分執行停止の継続 ５ １１８，５００

無財産等徴収不能 １０ １０５，４２５

都市計画税 （２３６） （３，２４４，９８６） 課税課（収納推進課）

２５１ ２，３０３，３５５

消滅時効 ２２０ ７１６，９７９

処分執行停止の継続 ２ ６，４８４

無財産等徴収不能 ２９ １，５７９，８９２

使用料及び手数料

墓地管理手数料 （１８） （２５，０００） 環境課

消滅時効 ２２ ２９，０００

諸収入

児童扶養手当過払い返還金 （０） （０） 子育て応援課

消滅時効 １ １８，６００

生活保護法第６３条返還金 （１３） （３，１０４，２４６） 生活支援課

消滅時効 ４ ３１６，３３９

生活保護法第７８条返還金 （８） （９，９８６，２３２） 生活支援課

消滅時効 ５ ２，２５４，８７４

（６３３） （３８，５１９，５８３）

６１８ ２１，６４１，０６７

○国民健康保険特別会計

国民健康保険料

国民健康保険料 （１８２） （２２，９０３，９９２） 医療保険課

消滅時効 １７３ １７，１１１，５３２

諸収入

一般被保険者返納金 （５） （８１，９８６） 医療保険課

消滅時効 １１ １８８，１８５

（１８７） （２２，９８５，９７８）

１８４ １７，２９９，７１７

○後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料 （３０） （９９２，６４１） 医療保険課

消滅時効 ２１ ５９１，５７３

○介護保険特別会計

保険料

介護保険料 （８５） （３，３１２，１０６） 介護保険課

消滅時効 ８０ １，８０２，０８１

※上段(　 )書は令和５年度実績値

費 目

一般会計　計

国民健康保険特別会計　計

費目別不納欠損の状況 154


